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iii

序

　本報告書は、平成 18 ～ 22 年度の 5 年計画で実施している重点研究プログラム「アジア自然共
生研究プログラム」の 5 年間の成果を取りまとめたものです。本プログラムにおける研究の過程
とその成果を公表することによって、この分野の研究を今後さらに発展させるうえで貴重なご意
見を各方面より頂くことを期待しております。
　急速な経済成長を続けているアジア諸国では、それに伴う環境破壊やエネルギー問題、資源問
題が深刻になっています。それは、各国にとって重要な課題であるということだけでなく、日本
を含むアジア全体、北半球、地球規模の問題に直接つながっています。もう一つ重要なことは、
日本では高度成長期以来順次経験してきた大気汚染、水質汚濁、自然破壊、廃棄物、温暖化など
の問題が、アジア諸国では同時に顕在化してきていることです。このことは、問題解決の困難さ
とともに、これらを統合的に解決する可能性、新しいチャレンジの機会があることをも示してい
ます。つまり、持続可能な社会の実現に当たっての当面の目標である、
ⅰ．脱温暖化社会の実現
ⅱ．循環型社会の実現
ⅲ．自然共生型社会の実現
ⅳ．安全・安心で質の高い社会の実現

（平成 18 年 3 月、中央環境審議会答申「環境研究・環境技術開発の推進戦略について」より）
をアジアにおいて統合的に実現する道筋に沿って、環境問題を解決する可能性を追求すべきであ
るということです。
　アジア自然共生研究プログラムでは、自然と人間が共生する上で克服しなければならない問題
の解決に必要な科学的基盤を確立するために、第 2 期中期計画では、
1．アジアの大気環境評価手法の開発、 
2．東アジアの水・物質循環評価システムの開発、 
3．流域生態系における環境影響評価手法の開発、 
の 3 つの中核研究プロジェクトを中心に研究を進めました。これらの中核研究プロジェクトでは、
東アジア規模、北半球規模での光化学オゾンやエアロゾル・黄砂の動態、長江流域圏等の富栄養
化や東シナ海への影響の評価、都市の環境問題、メコン河流域の生態系破壊などについて具体的
な研究を推進し、アジア地域で持続可能な社会を実現するために必要な技術・政策等の評価を行
い、政策提言の科学的基盤を築くことを目指しました。具体的な研究成果につきましては本編を
ご覧頂ければ幸いです。
　この間、研究を推進する過程で、国内外の多くの方々にご協力とご助言を頂きました。ここに
深く感謝の意を表しますとともに、引き続きご指導ご支援を賜りたく、宜しくお願い申し上げま
す。
　　　　　平成 23 年 12 月

独立行政法人　国立環境研究所　　　　　　　 

理事長　大　垣　眞一郎　 
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1．プログラムの目的と経緯

我が国と密接な関係にあるアジア地域では、急速な

経済発展に伴って大気、水環境の悪化及び生態系破壊が

深刻化しており、それが直接的あるいは間接的に我が国

に影響を及ぼしている。従って、我が国を含むアジアの

持続可能な発展に向けた戦略的な政策が緊急に必要であ

るが、そのためには科学的知見を集積し、政策提言の基

盤を築くことが必要である。我が国及びアジア各国の政

策や持続可能な発展に向けた努力が効果的に働くために

は、我が国及びアジア各国が、科学的知見について共通

の認識及び環境管理の共通の基盤を持つことが重要であ

る。このような科学的基盤の形成に貢献するために、本

プログラムでは、アジアの大気環境、水環境及び生態系

についての実態把握・解析、環境政策の解析等の科学的

知見の集積、データベースや数値モデル等の研究ツール、

環境管理ツールの開発、技術・政策シナリオの構築等を

行うことを目的とした。

国立環境研究所のアジアを対象あるいはフィールド

とした環境研究は、1990 年頃から地球環境研究の一環

として取り組まれた。研究分野としては、地球温暖化、

オゾン層破壊、酸性雨、海洋汚染、熱帯林減少、生物多

様性、砂漠化等である。その後、中国長江を対象とした

流域圏管理に関連する研究、液状廃棄物対策に関連する

研究、越境大気汚染に関する研究等が実施されてきた。

このような研究を基盤として、平成 18 年～ 22 年度の第

2 期中期計画においてアジア自然共生研究プログラムが

発足した。同時に発足した地球温暖化研究プログラム、

循環型社会研究プログラムにおいても、それぞれの分野

においてアジアを対象とした、あるいはアジアをフィー

ルドとした研究が行われてきたが、本プログラムでは、

大気圏、流域圏を中心に、主に自然と人間の関わりを研

究対象とした。

アジア自然共生研究プログラムでは、第 2 期中期計画

において、東アジア地域の大気環境・広域越境大気汚染

の実態把握、陸域・沿岸域・海域環境の把握・予測及び

都市域を対象とした環境技術評価システムの構築による

持続可能な水環境管理、大河川を中心とした流域におけ

る開発の環境影響評価及び生態系保全管理に関する研究

を行うこととした。その観点から、本プログラムでは、

（1）アジアの大気環境評価手法の開発、

（2）東アジアの水・物質循環評価システムの開発、

（3）流域生態系における環境影響評価手法の開発

の 3 つの中核研究プロジェクト（PJ）を中心とした研究

によって研究を推進することとした。

2．研究予算

本プログラムの研究予算は主として運営交付金と環

境省・文部科学省等の競争的研究資金を中心とする受託

費によって構成され、4 ～ 6 億円 / 年で推移している。

競争的研究資金による大学や他の独立行政法人研究機関

との共同研究は、本プログラム及び中核研究プロジェク

トの目的を達成するための共同研究や連携にとって重要

な役割を果たした。

3．研究成果の概要

平成 18 ～ 22 年度の研究成果の概要を、中核研究プロ

ジェクト毎にまとめて記す。

Ⅰ．アジア自然共生研究プログラムの概要

表 1　研究予算の構成
（実績額、単位：百万円）

 

平
成
18
年
度

平
成
19
年
度

平
成
20
年
度

平
成
21
年
度

平
成
22
年
度

累計

運営交付金 197 220 230  241  242  1,130 
その他の外部資金 234 308 301  376  338  1,557 
総　額 431 528 617  580  580  2,687 

図 1 アジア自然共生研究プログラム第 2 期中期計画の
中核研究プロジェクト構成及びサブテーマ
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（1）アジアの大気環境評価手法の開発

アジアの大気環境についての研究プラットフォーム

や研究手法、データベースや数値モデル等の研究ツール

の開発を行い、それらを用いて、実態把握、将来予測等

の科学的知見を集積することを目的とし、

サブテーマ 1；アジアの広域越境大気汚染の実態解明

サブテーマ 2；アジアの大気環境評価と将来予測

サブテーマ 3；黄砂の実態解明と予測手法の開発

のサブテーマにより研究を進めた。

1）アジアの広域越境大気汚染の実態解明

本サブテーマでは、

・地上観測施設の拡充と観測体制の整備、

・国内における地上および航空機観測、

・中国における地上および航空機観測、

・観測結果のデータベース化、

を進めると共に、これらの観測を通して中国等において

放出された大気汚染物質のエアロゾルへの変性と輸送に

ついての知見を集積した。

地上観測施設の拡充と観測体制の整備では、沖縄本

島北端に位置する辺戸岬に辺戸岬大気・エアロゾル観

測ステーション（Cape Hedo Atmosphere and Aerosol 

Monitoring Station: CHAAMS）を整備した。また、越

境大気汚染物資の輸送経路においてより風上に位置する

長崎県福江島に第二の地上観測施設を整備した。中国を

起源とする大気汚染物質が日本国内に輸送される際、国

内起源の大気汚染物質と分離して観測することは困難で

ある。越境大気汚染物質が福江を経由して辺戸に輸送さ

れる場合には、日本国内の排出源の影響を受けることの

ない輸送経路上の大気汚染物質の変質の情報が得られ

る。この 2 地点における定常的観測、特別観測に、国内

における航空機観測あるいは中国における観測を組み合

わせて広域越境大気汚染の実態解明を行った。そして、

観測データのデータベース化の第一歩として、辺戸岬大

気・エアロゾル観測ステーション（CHAAMS）のホー

ムページを立ち上げ、CHAAMS で観測した研究者にデー

タ提供を呼びかけ、観測データの掲載あるいはリンクに

よってデータの所在を明らかにする等、データの活用を

図った。

以上の観測基盤や研究ツールを用いた観測によって

得られた主要な知見を以下に示す。

①窒素化合物の輸送時間に対する組成変化

汚染気塊が輸送される間、時間と共にガス状の反応性

窒素酸化物が減少し、粒子状のナイトレート（硝酸塩）

が増加すること、ナイトレートは長距離輸送される場合

には微小粒子ではなく、粗大粒子（海塩や土壌粒子）に

付着していることを定量的に示した。

②多環芳香族炭化水素（PAH）類の輸送

辺戸及び福江において、コロネン、レテンを含む 15

種類の PAH 類のエアロゾル中の濃度を測定した。PAH

は化石燃料やバイオマスの燃焼に由来すると考えられ、

日本国内、中国を含む北東アジアで排出されている。ア

ジア大陸からの輸送が頻繁になる冬春季の総 PAH 濃度

の極大値は 2.6 ～ 24 ng m－ 3 であった。これらの値は、

国内都市部で定常的に観測される総 PAH 濃度に匹敵し、

ローカルな排出が大きい国内の都市部でさえも、PAH

の越境汚染の影響が無視できないことが明らかになっ

た。

③硫黄酸化物と有機物の輸送中の変質

汚染気塊中の硫黄酸化物及び有機物が福江から辺戸

に輸送される間の酸化の程度について解析したところ、

それぞれ約 1.6 倍及び 1.8 倍程度酸化が進んでいること

が示された。

④中国における航空機観測時の大気汚染質の特徴

2007 年 4 月に実施した中国大連、青島における観測

では、高濃度の CO（3 ～ 4ppm）、SO2（70ppb）、NOx（40ppb）

が観測された。エアロゾルに関しては、黄砂の影響を強

く受けて、陽イオンとしてカルシウムイオンが多く含ま

れる場合と、人為発生源の影響によってアンモニウムイ

オンが多く含まれる場合のあることが明らかになった。

①～④をはじめとして、定量的な知見が得られた点で

意義が大きい。

2）アジアの大気環境評価と将来予測

本サブテーマでは、プロジェクト開始時点ではチャレ

ンジングと考えられていた、人工衛星観測データの活用

や大気汚染観測データからの排出量の逆推計等を含め、

観測データと数値モデルの統合的な活用において成果を

挙げることができた。また、国内の地上オゾン濃度に対

する中国起源の寄与率を示す等、行政施策に貢献する知

見を示すことができた。具体的な成果を下記に示す。

①アジアの大気汚染物質排出量の経年変化

アジア地域の排出インベントリと化学輸送モデルを
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用いて、過去四半世紀の大気質の経年変動を計算し、既

存の観測データを用いて検証するとともに、対流圏オゾ

ン・酸性沈着量の空間分布や越境大気汚染による日本へ

のインパクトの変化を評価した。その結果、①中国にお

ける大気汚染排出量が 1980 年以降増加し、特に最近、

急増していること、②大気汚染排出量の増加に伴って東

アジアにおける対流圏オゾンが増加し、それに伴って日

本のオゾン濃度が経年的に上昇していること、③大気汚

染排出量や対流圏オゾンの将来変化は排出シナリオに強

く依存するが、最近の衛星観測や燃料消費動向によると

最悪ケースで推移している可能性が高いこと、などが明

らかとなった。これらの研究成果は、国際的な「大気汚

染の半球規模輸送に関するタスクフォース」（TFHTAP）

の最終報告書 8）や環境省の光化学オキシダント・対流圏

オゾン検討会報告書（中間報告）などに取り入れられた。

②全球モデルによる半球大気汚染の解析

アジア地域の大気質変動を、地域外の影響も含めて評

価するために、全球化学気候モデル（CHASER）を用い

た解析を進め、日本の対流圏オゾンに対する発生地域別

寄与を評価した。発生源としては北米、欧州、中央アジ

ア等の遠隔領域、中国東北部、東シベリア、中国南東部、

東南アジア北部等の近隣領域、さらに自由対流圏や成層

圏を含め、季節による発生地域の寄与の違い等を明らか

にした。

③大気汚染物質排出量の逆推計

地上観測データを用いた CO 排出量の逆推計を行うと

共に、対流圏衛星データを用いて NOx 排出インベント

リを検証・修正するインバースモデルの開発を進めた。

また、排出インベントリに関する中国との共同研究を継

続して実施した。

④オゾン高濃度エピソードの解析

2007 年春季に西日本地域などで発生し大きな社会問

題となったオゾン高濃度現象の発生メカニズムをモデル

解析によって明らかにし、オゾンの越境大気汚染が顕在

化し始めていることを指摘した。

⑤大気汚染予測システムの開発

全国の地方環境研究所との共同研究により、対流圏オ

ゾンと粒子状物質の広域的・地域的特性を解明する研究

を開始した。東アジア、日本全域、及び関東地方の大気

汚染を短期予報するために大気汚染予報システムを開発

し、試験公開を開始した。

3）黄砂の実態解明と予測手法の開発

モンゴル（3 カ所）、中国（2 カ所）、韓国（2 カ所）、

日本（11 カ所））にまたがるライダーモニタリングネッ

トワークを構築し、ネットワークにより得られるライ

ダーや地上観測データを用いて黄砂数値輸送モデルを同

化する手法を確立し、黄砂の初期濃度分布や発生源強

度・分布に関する推定等を行った。主な成果を下記に示

す。

① 2006 ～ 2010 年の黄砂の状況

日本に飛来する黄砂の最発生源地域であるゴビ砂漠

およびその周辺地域から 3 ～ 5 月に発生する砂塵ダス

ト（黄砂）の量について輸送モデル（CFORS）を用い

て推計した結果、2006 年：136 百万トン、2007 年：141

百万トン、2008 年：85 百万トン、2009 年：51 百万トン、

2010 年：197 百万トンであった。2001 年からデータの

ある北京を例にとると、地上で比較的規模の大きな黄

砂が観測された回数は、2001 年、2002 年が 4 回、2003

年から 2005 年は各 1 回と少なかったのに対して、2006

年は再び 3 回（4 月 8 ～ 10 日、17 日、5 月 18 ～ 19 日）

と多かった。特に顕著なイベントは、2006 年 4 月 17 日

の未明に北京に大量の砂塵が降った現象であった。

② CFORS モデルの検証とモデル同化

輸送モデルCFORSにおける最も大きな誤差の要因は、

黄砂発生量分布の推定である。この誤差を小さくするた

めに、黄砂発生の係数のみを制御パラメータとして、4

次元変分法（4DVAR）によるデータ同化システムによ

りライダー観測データをモデルへ組み込む同化実験を

行った。2005 年 4 月下旬のライダー観測データを同化

し、発生源強度・分布を逆推定することによって、デー

タ同化前に見られた大幅な過小評価が改善（概ね 30 ～

40 ％）された。すなわち同化の結果として、ライダー

観測による改善された黄砂発生量分布の時系列データが

得られた。

③植生成長による黄砂発生量の抑制

2007 年 4 月の初め、5 月初旬、5 月下旬の 3 つの期間

についての同化の有無による黄砂発生量を比較したとこ

ろ、4 月から 5 月にかけて、発生源の黄砂発生を抑制す

るような元のモデルでは考慮されていない変化（植生等

の地表面状況の変化）があったことが明らかになった。

モンゴル全土の目視観測による植生成長度のマップを入

手して植生の変化を調べたところ、4 月末と 5 月末を比

較すると植生が明らかに改善されており、発生量の抑制
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を説明できることが分かった。このように、ライダーネッ

トワークデータを用いた 4DVAR によるデータ同化は、

黄砂発生地域の状況の変化を詳細に推定する有用な手法

であることが示された。

上記に示した各サブテーマにおける具体的な成果が

示すように、本中核研究プロジェクトによって、観測デー

タ、数値モデル、排出インベントリ、更に対流圏衛星観

測データを活用して、アジア地域の広域大気汚染と日本

への越境大気汚染の全体像を把握し、科学的知見を蓄積

することが可能になり、日本国内を含むアジア地域の大

気環境施策立案に必要な科学的知見とツールを提供する

ことができた。

（2）東アジアの水・物質循環評価システムの開発

東アジアの流域圏について、長江を中心に、水環境に

関する科学的知見の集積と持続的な水環境管理に必要な

ツールの確立を目指し、

サブテーマ 1；流域圏における水・物質循環観測・評

価システムの構築

サブテーマ 2；長江起源水が東シナ海の海洋環境・生

態系に及ぼす影響の解明

サブテーマ 3；拠点都市における技術・政策インベン

トリと評価システム

のサブテーマにより研究を進めた。

1） 流域圏における水・物質循環観測・評価システムの

構築

長江の水循環に関する研究ではこれまでにも大きな

成果が得られていたが、本プロジェクトでは水循環に伴

う物質循環の全体像のモデル化を行った。研究のフレー

ムワークを以下に示す。

［モデルの基本フレームの構築］

→［モデルの入力データセットの整備］

→［モデルの検証］

→入力データ、検証データに現れた水・物質循環過程

の変動とトレンドに関する知見の集積

→［モデル計算によって得られた知見の集積］

及び、

［汚濁負荷の長江流域への移入過程の解明］

「ツール」の整備という観点からは「入力データ・検

証データの整備」であるが、データの整備過程において

汚濁負荷集積の構造および水・物質循環の変動とトレン

ドについての重要な知見が得られた。以下、具体的に述

べる。

①モデルの基本フレームの構築

長江流域のスケールにおいて得られる入力データ・

検証データの整備状況を考慮し、水・物質循環の記述

に適した数値モデルとして、流域モデル Sail & Water 

Assessment Model（SWAT）モデルを選び、生態系モ

デル Biome-BGC を統合した。

モデルのパラメタリゼーションは長江の最大支流で

ある漢江流域で実施し、得られたパラメータ値を長江全

流域に適用した。降水流出過程の検証については、長江

河口から 500km の大通、1200km の武漢、1600km の宜

昌において行い、栄養塩流出量の検証については、武漢

と宜昌において実施した。

②モデルの入力データセットの整備

・地形・水系データ；アメリカ航空宇宙局（NASA）の

90m メッシュ（標高）データと ArkSWAT ツールを

用いて水系図を作成し、直行座標系に投影変換して作

成した。

・土地利用データ；中国科学院地理科学・資源研究所と

共同で衛星データを用いて 1km メッシュの土地利用

データを作成した。

・土壌分布データ；中国科学院南京地理・湖沼研究所か

ら入手し、再投影して用いた。

・気象・水文データ；中国水利部長江水利委員会及び中

国科学院との共同研究により、入手した。

・汚濁物質の排出量；長江流域の県レベルの工業、生活

排水量、各作物の栽培面積及び生産量、化学肥料使用

量等の統計データと現地調査を総合して、長江流域の

年間窒素排出源分布を推定した。現地調査は中国の 6

つの典型的生態系における窒素収支モデルに関わる

諸パラメータについて行い、人間活動（食物消費、排

泄物の排出、農作など）が窒素フローに及ぼす影響を

明らかにした。

③モデルの検証

　長江本流の流量のモデル計算値と検証データの相関係

数は、大通、武漢、宜昌の全てで高い値を示した。栄養

塩流出量の再現性については、全窒素（TN）では高い

相関係数を示したが、全リン（TP）では相関係数が低く、

宜昌については計算値が実測値よりかなり小さかった。

④長江流域の年間窒素排出量

長江全流域の反応性窒素の総量は 2000 年には 1990

年の 3 倍以上に増加した。また、窒素利用効率は、年々
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低下した。窒素排出源は、1980 年代には下流域に集中

していたのに対し、1990 年代には中流域まで、2000 年

には上、中、下流域を通して周辺地域へ拡大されていた。

⑤ 地域間産業連関分析モデルを用いた汚濁負荷の長江流

域への移入・輸入過程の解明

長江流域から排出される窒素は長江流域で生産され

るだけでなく、中国国内他地域・海外から移入・輸入さ

れている可能性がある。そのメカニズムを明らかにする

ために、地域間産業連関分析モデルによる解析を行った。

その結果、

・国外海外貿易による汚濁負荷フットプリントが長江中

流域および中国北部で観察される、

・長江中流では、国内貿易を介して、他の地域の汚濁負

荷が集積する構造となっている、

ことを明らかにした。

⑥モデル計算によって得られた知見

1991 ～ 2010 年の 20 年間の長江河口域での河川流量

及び栄養塩輸送量の年次変化をモデルによって推定し

た。この 20 年間の硝酸態窒素（NO3-N）は 1980 年代の

約 3 倍に、亜硝酸態窒素（NO2-N）は約 2 倍に、そして、

アンモニア性窒素（NH4-N）は約 1.3 倍に増大した。こ

の 20 年間については、有機態窒素（ORGN）、NO2-N、

NH4-N などは、2002 ～ 2009 年の間は低下傾向にあった

が、2010 年は大洪水によって海への年間輸送量が急増

した。

2） 長江起源水が東シナ海の海洋環境・生態系に及ぼす

影響の解明

2002 年以降、長江起源水によって東シナ海へ輸送

される陸域起源物質等に対する陸棚生態系の応答を明

らかにすることを目的として、水産総合研究センター

西海区水産研究所との共同で、年 1 回の東シナ海陸棚

域調査を実施してきた。その結果、初夏の陸棚域にお

いては長江起源水（塩分 28 ～ 31）が表層に広く分布

し、その範囲に中国沿岸域の赤潮主要種である渦鞭毛藻

（Prorocentrum dentatum）がクロロフィル a（Chl.a）と

して高濃度（～ 50 µg/L）で観測された。これらのこと

を踏まえ、陸棚域の低次生態系の変調、特に渦鞭毛藻 P. 

dentatum の優占化と陸域負荷の関連性を、観測データ

と観測した物理・生物素過程から構築した数理モデルに

基づき解明した。以下、具体的な成果について述べる。

① 東シナ海日本側排他的経済水域内における長江起源水

の海洋生態系維持に果たす役割とその変調の兆しを

把捉するための航海調査

2007 年 6 月 お よ び 2009 年 6 月 の 調 査 で、Chl.a

が 50µg/L を 超 え る 高 濃 度 の P. dentatum の 出 現 が

確認された。これらの高濃度は、塩分が 32 ～ 33 の

長江希釈水中に出現した。P. dentatum の出現水深 

（Chl.a ピーク）の多くは、水深 10m 以深の亜表層であっ

た。P. dentatum の Chl.a ピークは、陸棚底層水に近い

密度躍層付近に出現していた。

② 大型培養槽を用いた P. dentatum の日周鉛直移動特性

の把握

東シナ海での P. dentatum 優占化の要因の一つとして

考えられる日周鉛直移動の詳細観測を、藻類大型培養槽

（海水培地量 1000L、水位約 1200mm）を用いて行った。

その結果下記の結果が得られた。

Chl.a（P. dentatum 細胞）は明暗周期に依存して鉛直

移動を繰り返していること、ただし上昇開始は必ずしも

明期開始後ではなくその数時間前から起こりうること、

下降開始は明期途中から起こりうること、重心の最大移

動速度は毎時 150mm 以上になり得る場合があること。

また暗期の Chl.a の下降下限が海水密度勾配の大きな水

高 300 ～ 400mm に集積することから、P. dentatum の鉛

直移動には細胞の比重が大きく関わっていることが示唆

された。これらの観測結果は、東シナ海の P. dentatum

の日周鉛直移動特性に関して定量的な情報を与えるもの

である。

③ 陸起源汚濁負荷流出に対する長江河口域・東シナ海陸

棚域の水質生態系応答の定量的評価のための流動・水

質・生態系モデルの開発

陸域負荷に対する東シナ海環境の影響予測が可能な

長江流域圏・東シナ海統合環境管理モデルの開発を目指

し、東シナ海陸棚域の渦鞭毛藻を主な解析対象とする流

動・水質・底質・生態系モデルを構築した。検証は、東

京湾及び伊勢湾において得られた観測データを用いて行

われ、良好な結果が得られた。長江希釈水の中での渦鞭

毛藻が維持されるメカニズムについてのシミュレーショ

ンの結果から、

・これまでに渦鞭毛藻の高密度発生を観測した海域の水

塊は主として台湾暖流の影響を強く受ける海域であ

ること、

・当該海域北西部の表層水塊については長江希釈水の寄
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与が無視できない、

ことが明らかになった。これらの結果は、観測結果、

すなわち長江希釈水塊中の Chl.a バイオマス濃度が高い

こと、陸棚域 P. dentatum は底層水塊（台湾暖流）から

供給される栄養塩類で維持されていることを裏付ける結

果と考えられる。

3） 拠点都市における技術・政策インベントリと評価シ

ステム

流域圏の水・物質循環における都市の役割は大きく、

その管理のために技術・政策インベントリと評価システ

ムを開発することは焦眉の課題である。本サブテーマで

は、そのためのデータが得られる体制を早期に構築する

ことができた、中国瀋陽市、大連市を中心に、日本の川

崎市を参照しつつ「都市環境技術・政策シミュレーショ

ンシステム」を基にした共同研究を実施した。

①都市環境技術・政策シミュレーションシステム

本サブテーマでは標記のシステムを開発したが、その

基本フレームは、

①都市環境 GIS データベース、

②統合的都市環境空間解析モデル、

③技術・政策インベントリ、

④環境・社会影響評価システム、

によって構成されている。

本システムは、産業と都市の共生の観点から、時間的・

空間的な経路や自治体単位あるいはより広域的な政策に

ついてその効果を評価し、政策決定や合意形成の基盤と

なる知見を得ることができるように設計されていること

が特長である。

②資源循環技術・政策インベントリ

中国有数の産業拠点都市のひとつである大連市や瀋

陽市を対象とし、都市で発生する廃棄物資源の有効利用

策について、市の一般廃棄物行政の実状と産業拠点とし

ての資源循環の可能性を考慮する中で研究を進めた。

大連市については、廃棄物行政の実状、さらには市内

での産業の可能性を考慮し、①現状傾向延長ケース、②

廃棄物発電導入ケース、③都市－セメント産業共生ケー

ス、の 3 つのケースを設定し、各ケースの定量評価を進

めた。例えば、大連市のセメント製造業の技術をわが国

で稼動する循環型製造技術に置き換えた場合、約 27 ％

の CO2 削減が可能となる等の結果が得られた。

瀋陽市では、プラスチック・リサイクルによるコン

クリート型枠の製造や、有機性廃棄物の嫌気性消化によ

る電気の生産などの技術から 2 つの循環技術を選び、分

析・評価し、環境保全上の利点に差異をもたらす主要な

パラメータを同定してシミュレーション分析を行った。

③ 都市水熱代謝モデルを用いた技術・施策の導入効果の

評価

これまでに開発してきた陸域統合型 NICE モデルに対

して、アスファルトや建物で覆われた人工地を対象とし

た都市キャノピーモデル及び局所大気モデル等を接続す

ることによって、都市域での総合的な水熱収支解析が可

能なモデルへの拡張を行った（NICE-URBAN モデル）。

本モデルを用いて、

・夏季の都市域での水熱循環の再現（川崎市）、

・保水性塗装の効果の解析（川崎市）、

を行った。

（3）流域生態系における環境影響評価手法の開発

本プロジェクトは次の 3 つのサブテーマの下に研究を

進めてきた。

サブテーマ 1；流域生態系及び高解像度土地被覆デー

タベースの構築

サブテーマ 2；人間活動による生物多様性・生態系影

響評価モデルの開発

サブテーマ 3；持続可能な流域生態系管理を実現する

手法開発

①流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの構築

メコン河流域データベース（Mekong DGB）を構築

した。Mekong DGB は、

・Landsat TM/ETM+ 画像を用いて詳細な河川網データ

を作成、

・河川網データを用いて、地形の起伏に関するデータ

（SRTM DEM）を補正（Stream burning 処理）、

・補正済み DEM データを用いて、流域全体を約 1 万の

小流域に分割、

・小流域を空間単位として、自然環境と社会状況に関す

る主題データを集計、

という手法上の特長を持っている。このデータベースに

よって、

・メコン河流域全体の自然環境と社会経済の概況を包括

的に把握すること、

・水系や地理的な隣接性を通じて伝搬する各種開発行為

の影響を検討すること、

・現地調査結果や研究成果を蓄積、管理するための枠組
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みを提供すること、

が可能になった。

メコン河流域全体を対象とした多時期衛星観測デー

タを整備し、タイ東北部における 1990 ～ 2000 年の土

地被覆変化に関する解析を行い、氾濫原や河川地形の現

況把握を行った。また、衛星観測データに加えて、メコ

ン河流域全体を網羅した自然環境（地質、土壌、植生、

気候、水文など）および人文社会（行政界、人口、交通

網、産業統計など）に関する空間データを整備し、これ

らを互いに関連付け可能な、冗長のない空間データベー

スとして、一元管理する仕組みを構築した。

② 人間活動による生物多様性・生態系影響評価モデルの

開発

メコン河におけるダム建設が季節的な河川氾濫に及

ぼす影響については、メコン河の最大支流であるムン

川・チー川を対象として降雨流出シミュレーション・氾

濫域解析を行い以下の結果を得た。

・氾濫解析による水域抽出結果と衛星画像解析結果で

は、高い空間的な重なりを示し、精度の高い再現結果

が得られた。

・ダム建設以後、ダムの放流量制御により、チー川上流

部の特にコンケーン周辺において年間最大氾濫域の

大幅な減少が確認された。

・氾濫域においては特に流域の上流部 1/3 の範囲で年間

最大 7 ～ 40 日程度の冠水日数の減少が見られた。

ダムによる魚類影響評価のために、水中微量元素濃度

による河川の判別関数分析を行い、溶存元素によって流

域を区分できることを確認した。この結果と、溶存元素

が魚の耳石に蓄積されることに基づき、メコン河の回遊

魚の耳石の元素成分の存在比をレーザーアブレーション

装置付き質量分析計（ICP-MS-LA）を用いた分析によっ

て異なる元素濃度の河川や湿地を回遊した履歴を推定す

る手法を開発し、耳石が十分な精度で回遊履歴を記録し

ていることを確認した。

メコンデルタのマングローブ生態系の機能を明らか

にするために、メコンデルタの主要なマングローブ域に

おいて、6 つの景観カテゴリー（都市域、河川、人工水

路、集約式エビ池、粗放式エビ池、マングローブ林）に

分類される計 31 地点の調査地点を設けて河川水や土壌

水中の化学物質濃度（無機窒素、無機リン、重金属）と、

林床土壌の微生物活性（無機窒素消費活性および窒素固

定活性）を測定し、景観カテゴリー毎に水質が類型化出

来ることを明らかにした。窒素の収支（消費と固定）を

調査したところ、林床土壌では窒素固定による窒素イン

プットを上回る量の無機窒素が消費されているが、植物

の根圏では窒素固定量が消費量を上回っていた。2009

年時点に調査を行ったメコンデルタのマングローブ林で

は植物への十分な窒素供給が確保されていること、都市

や粗放式エビ池などの高濃度アンモニア排水源の近傍に

あるマングローブ林では、森林を構成する窒素源が人工

由来のものへと移行していく可能性がある事が明らかに

なった。

③持続可能な流域生態系管理を実現する手法開発

持続可能な流域生態系管理のためには、データベー

スや研究ツールのみならず、メコン河流域の関係者との

ネットワーク形成が重要である。まず、流域の環境問題

を抽出し、メコン河流域住民、NGO に対して環境影響

評価に関するヒアリングを実施した。また、観測技術に

ついての研修を実施し、環境技術の地域への普及を行っ

た。更に、研究情報の共有と、研究者ネットワークの強

化を目的として、タイ、ウボンラチャタニ大学と共催し、

同大学において、タイ、ラオス、カンボジア、ベトナ

ム、中国、日本の研究者、メコン河委員会、World Fish 

Center、メコンウォッチ等の国際組織からの参加による

ワークショップを開催した。
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1．研究の目的と経緯

1．1　目的

我が国と密接な関係にあるアジア地域では、急速な経

済発展に伴って大気汚染が深刻化しており、それが越境

汚染として我が国に影響を及ぼしている。従って、我が

国を含むアジアの持続可能な発展に向けた戦略的な政策

が緊急に必要であるが、そのためには科学的知見を集積

し、政策提言の基盤にすることが必要である。我が国及

びアジア各国の政策や持続可能な発展に向けた努力が効

果的に働くためには、我が国及びアジア各国が、科学的

知見について共通の認識及び大気環境管理の共通の基盤

を持つことが重要である。このような科学的な基盤の形

成に貢献するために、本プロジェクトでは、アジアの大

気環境についての実態把握と将来予測等の科学的知見の

集積、データベースや数値モデル等の研究ツールの開発

を行うことを目的とする。

1．2　研究計画とサブテーマ構成

東アジア地域を対象に、大気汚染物質と黄砂の地上観

測、航空機観測、ライダーネットワーク観測等を行い、

国内外の観測の連携を進めるとともに、数値モデルと排

出インベントリの精緻化を進める。これらの観測データ、

数値モデル、排出インベントリ、更に対流圏衛星観測デー

タを活用して、アジア地域の広域大気汚染と日本への越

境大気汚染の全体像を把握し、科学的知見を蓄積する。

日本国内を含むアジア地域の大気環境施策立案に必要な

科学的知見とツールを提供する。このために、以下の 3

つのサブテーマを設定して、研究を推進する（図 2）。

①アジアの広域越境大気汚染の実態解明

沖縄辺戸岬ステーションをベースにした地上通年観

測による、長距離輸送されたガス・エアロゾルの解析を

行うとともに、辺戸を中心として対流圏大気変化観測の

連携を進める。地上観測とともに、航空機観測を含む集

中観測を実施し、モデルシミュレーション結果も併せて、

東アジア地域の広域越境大気汚染の実態把握を行う。さ

らに、大気観測の国際協力を推進し、アジア域の大気環

境データベースを作成する。

②アジアの大気環境評価と将来予測

アジア広域から国内都市域における大気質を解析す

るマルチスケール大気汚染モデルを開発する。更に、地

図 2　中核プロジェクト 1 の全体構成

Ⅱ．中核研究プロジェクト 1：アジアの大気環境評価手法の開発
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上・ライダー・航空機・衛星観測データとモデルを組み

合わせた解析、ならびに、発生源データの収集・測定・

解析によって、排出インベントリの精度向上を図る。こ

れらのモデルとインベントリを観測データを使って検証

した後、アジア域における大気環境の全体像を把握する

とともに、国内大気質に対する越境汚染の影響を定量化

する。更に、将来排出シナリオを設定し、2030 年まで

の大気環境の将来予測を行う。

③黄砂の実態解明と予測手法の開発

東アジア地域で増大している黄砂の発生から輸送・

沈着を把握するための、ライダーを中心とするリアルタ

イム観測ネットワークを展開・整備すると同時に、化学

分析のための黄砂サンプリングも行う。これらのリアル

タイムデータをモデルに取り込むデータ同化手法を確立

し、黄砂予報モデルの精度を向上する。　

2．研究の成果　

2．1　アジアの広域越境大気汚染の実態解明

2．1．1　目的と経緯等

我が国と密接な関係にあるアジア地域では、急速な経

済発展に伴って大気汚染が深刻化しており、それが越境

汚染として我が国に影響を及ぼしている。アジア地域で

の広域越境大気汚染の全体像を把握し、科学的知見を蓄

積するため、本サブテーマでは、観測施設を整備し、国

内外での大気汚染物質の地上および航空機観測を行い、

得られた結果をデータベース化して実態解明を進めた。

昨年度までに本サブテーマでは以下の 4 つを推進し

た。

（1）地上観測施設の拡充と観測体制の整備

（2）国内における地上および航空機観測

（3）中国における地上および航空機観測

（4）観測結果のデータベース化

2．1．2　地上観測施設の拡充と観測体制の整備

広域越境大気汚染の実態を解明するためには、短期

の集中観測だけではなく、通年で多数の観測装置が安定

して稼動できる観測拠点が必要である。平成 17 年度に

国立環境研究所（以下国環研）は沖縄本島北端に位置

する辺戸岬に辺戸岬大気・エアロゾル観測ステーショ

ン（Cape Hedo Atmosphere and Aerosol Monitoring 

Station: CHAAMS）を整備した。国環研の研究者のみな

らず日本国内の研究者・研究機関と協力して最先端のエ

アロゾル観測機器を設置し、連続観測を開始した。さら

に、隣接する国設酸性雨観測施設とも協力しながらガス

成分も含む多成分・連続観測を実施している。当初、エ

アロゾルの化学分析、重量濃度測定、ライダー、放射関

連の測器を導入した。その後、新たな観測機器の導入や

集中観測の要望に伴い、施設の拡充が必要となった。こ

れを受けて、平成 18 年度には、新たに 8 × 4m の観測

サイトを新築し、集中観測などにも対応できる体制を整

え、電力容量の増加と 200V 電圧使用に対応するため電

源設備の拡充を行った。現在の CHAAMS の写真と観測

機器、主な参加機関の一覧を図 3、表 2、表 3 に示す。

一連の整備に伴い MAXDOAS の導入（海洋研究開発

機構）、水銀観測の本格的稼動（環境省）、エアロゾルイ

ンレットおよび関連する測定機器（文科省 GEOSS、千

葉大）を新たに整備・導入した。また、2008 年春には

文科省科学研究費特定領域 W-PASS（植松代表）の集

中観測も行われ、多数の測器を導入し、大気と海洋の相

互作用を探るための研究が行われた。そのほか同時期に

は雲とエアロゾルの相互作用を観測によって明らかにす

る集中観測も行われた。

本施設は国連環境計画（UNEP）のアジア大気褐色雲

（ABC）プロジェクトのサイエンスチームにおいて、同

プロジェクトの中で最も充実した観測ステーションで

あると認められ、「スーパーサイト」と認められた。国

図 3　辺戸岬大気・エアロゾル観測ステーション（CHAAMS）全景
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内においても、文部科学省科学技術・学術審議会研究計

画・評価分科会地球観測推進部会がとりまとめた平成

19 年度以降の「我が国における地球観測のあり方」に

おいて分野間・機関間連携を図る具体的施策のひとつと

してあげられるなど高い評価を受けた。

2．1．3　国内における地上および航空機観測

東アジア地域での広域大気汚染の全体像を把握する

ため、CHAAMS で連続観測を行った。

沖縄は東シナ海に位置し、四方から気塊が到達する。

大きく分けて、冬季から春季にかけては中国大陸など西

から、5、6 月には東南アジア方面から、夏には太平洋

から、秋季には日本や韓国などから気塊が到達する。図

4 に HYSPLIT4 で計算した 2006 年の起源別の気塊の移

流の様子を載せた。

我々が行っている主な観測項目はエアロゾルの化学

組成、エアロゾル重量濃度である。大気エアロゾルの化

学組成分析を行うため、エアロゾル質量分析計 （Aerosol 

mass spectrometer: AMS, Aerodyne Research Inc.）を設

置した。この装置は大気中に存在するエアロゾルの化学

組成や粒径分布情報を、10 分程度の高い時間分解能で

観測できる。図 5 に AMS の装置構成の模式図を示す。

AMS に導入された大気サンプルはエアロダイナミック

レンズを通過し、ガスとエアロゾルに分離され、粒子線

ビームを生成する。粒子線ビームは 600 ℃に加熱された

蒸発器に衝突し粒子中に含まれる物質は蒸発する。蒸発

表 2　辺戸岬に設置している測定器

雲・放射関連 日射計、雲カメラ、Microwave Radiometer
化学組成 エアロゾル質量分析計（AMS）、粒子状硝酸計、

カーボンモニター、フィルターサンプラ、水
銀計、NOy 計、アンモニア計、MAXDOAS、
炭化水素計

粒子物性 TEOM、LIDAR、Nephelometer、 
Aethalometer、PSAP、黒色炭素計、スカイ
ラジオメータ、SMPS、OPC

表 3　主な参加機関

研究所 国立環境研究所、産業技術総合研究所、海洋研
究開発機構、埼玉県環境科学国際センター

大学 東京農工大、大阪府立大、首都大東京、琉球大、
名城大、千葉大、北海道大、富山大、名古屋大、
東京大、東京理科大、東北大

省庁 環境省

図 4　 HYSPLIT4 で計算した沖縄に到達する気塊の移流の様子
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した分子は電子衝撃法（70eV）によりイオン化された

後、四重極型質量分析計で化学組成分析される。ただし、

600 ℃では蒸発しない元素状炭素、土壌粒子、金属粒子

などの組成情報は得られない。

粒径分布情報を得る設定を飛行時間分析（Time -of- 

Flight; TOF）モードと呼ぶ。エアロダイナミックレン

ズを通過した粒子がチョッパーから検出器まで飛行する

その飛行時間を解析することによりエアロゾルの粒径

分布の情報を求めることができる。観測では TOF モー

ドと化学分析モードを 30 秒おきに交互に繰り返し、の

べ 5 分ずつ平均をとり 10 分間隔で測定値を記録した。

TOF モードでは大気エアロゾルで重要と思われるサル

フェート（硫酸塩）、ナイトレート（硝酸塩）、アンモニ

ウム、クロライド（塩素化合物）、有機物を測定した。

エアロゾルの重量濃度は振動子法による測定装置

（Tapered Element Oscillating Microbalance; TEOM, 

R&P）を用いて測定した。この装置は水晶振動子上にフィ

ルターを設置し、フィルターで捕集したエアロゾルの重

量濃度が振動子の振動数の変化として測定できることを

利用した装置である。フィルターを設置している測定器

本体の温度は 50 ℃に設定した。また直径 2.5µm の粒子

を約 50 ％カットするサイクロン（PM2.5　サイクロン）

を設置しているため、主に微小粒子側の粒子重量濃度を

測定している。TEOM による観測は 2004 年春から続け

ており、TEOM で測定した PM2.5 のエアロゾルの重量

濃度測定の結果を図 6 に示す。

エアロゾル中の有機炭素（Organic Carbon; OC）、元

素状炭素（Elemental Carbon; EC）を測定するためカー

ボ ン モ ニ タ ー（Ambient Carbon Particulate Monitor;  

ACPM, R&P）を設置した。この装置は、フィルターカー

トリッジ上にエアロゾルを 3 時間捕集し、捕集した粒子

を 350 ℃まで昇温し、蒸発した成分を酸素雰囲気下で

燃焼させ、二酸化炭素に変換する。その二酸化炭素を

測定し炭素量を計算して OC としている。捕集した粒子

を 750 ℃まで昇温し、同様に燃焼させ炭素量に変換した

ものを全炭素（Total Carbon）とし、EC は TC から OC

を差し引いたものとして定義されている。PM2.5　サイ

クロンを設置し粗大粒子を除去している。また、気相の

揮発性有機炭素（Volatile Organic Carbon; VOC）を除

去するため、デニュダーを設置している。

粗大粒子に含まれるナイトレートを測定するため、ナ

イトレートモニター（Nitrate monitor; R&P）を設置した。

この装置は、粒子を大気から導入したあと加湿し、粒子

を成長させ捕集効率が高くになるようにしている。10

分間粒子をプレート上に捕集し、このプレートに高電流

を流して蒸発させる。このときナイトレートは一酸化窒

素に変換されるので、それを化学発光型窒素酸化物計に

導入し測定する。較正は KNO3 で行った。

このほか、集中観測時にはフィルターサンプリング

による有機・無機エアロゾルの組成分析も並行して行っ

た。図 5　AMS の装置構成の模式図

図 6　TEOM によるエアロゾル重量濃度測定結果　2007 年 4 月以降現在も継続中
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発がん性などの有害性が指摘されている多環芳香族

（Poly Aromatic Hydrocarbon: PAH）測定のためフィルター

サンプリングを行った。ハイボリュームサンプラー（柴

田科学、HV-1000F）を用いて石英繊維フィルター上に

エアロゾルを捕集した。捕集した試料を有機溶媒中で超

音波抽出して抽出液を分離後、PAH 類を含む画分を高

速液体クロマトグラフ法やガスクロマトグラフ質量分析

法で分析した。3-7環のPAH成分15種を定性・定量した。 

AMS やナイトレートモニターなどの定量分析値と比

較するためロープレッシャーインパクター（東京ダイ

レック）や 3 段式 10 連フィルターサンプラー（東京ダ

イレック）で無機エアロゾルを捕集し、イオンクロマト

グラフでサルフェートイオンなどを分析した。

以下に主な観測結果を示す。 

H18 年度には窒素化合物の大気中での動態を調べるた

めに、CHAAMS においてナイトレートモニターを用い

て粗大粒子側のナイトレートの動態を連続観測した。微

小粒子側のエアロゾルには大気汚染の成分である窒素酸

化物から変質して生成するナイトレートは、AMS の測

定結果によると沖縄 CHAAMS ではほとんど観測されな

い。ナイトレートは長距離輸送される場合には、粗大粒

子側（海塩やダスト）に付着すると考えられている。大

阪府立大学・坂東研究室のデータやアジア大気汚染研究

センターのデータも利用し、反応性窒素酸化物および粒

子状ナイトレートの季節変動と粗大粒子と微小粒子に含

まれるナイトレートの季節変動を検討した。さらに、後

方流跡線解析から求めた輸送時間に対する、ガス状およ

び粒子状ナイトレートと、粗大粒子と微小粒子に含まれ

るナイトレートの割合をプロットした（図 7）。ここで、

輸送時間ゼロのときの値は、後述する中国青島での観測

値を用いている。

季節変動を見ると、春季と秋季に相対的に濃度が高

く、夏季には相対的に濃度が低くなっている。これは、

気塊の起源に依存している割合が高く、中国大陸や日

本・韓国から気塊がくる場合には相対的に濃度が高く、

太平洋から気塊が到達する場合には、相対的に濃度が低

くなっている。ナイトレートは主に人間の活動を原因と

していることが推測される。図 7 を見ると、輸送時間

が長くなるにつれて粒子状成分が増加し、また、粗大粒

子の割合が多くなっていることがわかる。長距離輸送に

おいてナイトレートは、粗大粒子側に多く含まれること

を中国と日本における同期観測により実証した。詳細は

Takiguchi et al.1）を参照されたい。

多環芳香族炭化水素（PAH）類の観測では、コロネ

ンおよびレテンが検出された。観測された PAH 類は化

石燃料やバイオマスの燃焼に由来すると考えられる。15

種類の PAH 類の濃度を合計して計算された総 PAH 類

濃度は、0.01 ～ 24（平均 1.6）ng m － 3 であり、過去の

観測結果と比較すると中国 14 都市の観測結果よりも低

く、小笠原諸島の父島での観測結果よりも高かった。季

節変動は、冬や春に高く夏に低かった。冬から春はアジ

ア大陸からの季節風による輸送の影響を受け、夏は太平

洋からの季節風による海洋性気塊の影響を受けているも

のと解釈される。

ベンゾ［a］ピレン（BaP）/ ベンゾ［e］ピレン（BeP）

比の平均は 0.47 であり、過去の中国のデータと比較す

ると、PAH 類の光化学反応が進行していると考えられ

る。BaP/BeP 比の結果からも、辺戸岬で観測された

PAH 類がアジア大陸からの季節風で輸送された汚染物

質の影響を受けていることが確かめられた。

図 7 窒素化合物の輸送時間に対する組成変化。左：反応性窒素酸化物中に占める粒子状成分とガス状成分の割合、右：微
小粒子・粗大粒子中に含まれるナイトレートの割合
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アジア大陸からの輸送が頻繁になる冬季から春季に

は数日に 1 日程度の割合で総 PAH 濃度の極大が現れた。

本研究期間中における冬春季の総 PAH 濃度の極大値は

2.6 ～ 24 ng m－ 3 であった。これらの値は、国内都市部

で定常的に観測される総 PAH 濃度に匹敵する。本研究

の結果は、ローカルな排出が大きい国内の都市部でさえ

も、PAH の越境汚染の影響が無視できないことを意味

している。この結果は、佐藤ら 2）および Sato et al.3）に

発表された。以上の結論を踏まえ、次期中期計画では、

長崎福江島と福岡市における PAH の同時観測を行い、

福岡市における越境汚染の寄与を観測から直接推定する

予定である。 

平成 18、19 年度には、長崎県福江島の千葉大学観測

サイトと CHAAMS において AMS を用いた同期観測を

行い、硫黄酸化物や有機物の輸送中の変質、および、東

シナ海北部と南部における組成の違いを検討した。両地

域とも微小粒子側（粒径＜ 1µm）の主成分はサルフェー

ト（以下 SO4）と有機物であった。後方流跡線解析に

より福江を通過して CHAAMS に到達する空気塊を選び

出し、その気塊に含まれる SO4 と CO の比をプロット

することにより解析した。SO4/CO の傾きは、

福江　　　3.5x10－ 2

辺戸　　　5.7x10－ 2

であり、SO4 は福江から CHAAMS に到達する間にその

割合を増加させていることが定量的に示された。

AMS で測定される質量スペクトルのうち m/z ＝ 44

のシグナルは COO フラグメントであると考えられ、そ

れは有機物の酸化の指標とされている。AMS で測定さ

れた有機物に対する m/z ＝ 44 のシグナル（COO フラ

グメント）の比をとると、

福江　　　0.09

辺戸　　　0.16

となり、福江から CHAAMS に到達する間にその割合を

増加させていることが定量的に示された。これらのこと

から、気塊が輸送される間に硫黄化合物と有機物の酸化

がすすんでいることを、福江と CHAAMS での同期観測

によりはじめて定量的に示した。

CHAAMS においては有機物（Org）と SO4 の重量比

は 1 以下、すなわち SO4 が卓越していたが、福江では

Org/ SO4 は 1 以上の場合が多く Org が卓越していた。

東シナ海北部と南部で組成が異なることを以前から指摘

してきたが、今回初めて同時観測を行うことにより、実

証することができた。有機物や硫黄化合物の酸化により

エアロゾルの組成が異なることは、東シナ海エリアにお

いても、雲生成などに関与するエアロゾルの吸湿特性や

成長因子（growth factor）に影響があることを示唆して

いる。この結果については Mochida et al.4）で発表された。

さらに、エアロゾル生成に重要なアンモニア（NH3）、

アンモニウムイオン（NH4
+）を高い時間分解能（20 分）、

かつ、1ppbv 程度の低い濃度まで測定できる装置を用い

て自動連続観測を行った。春季の沖縄辺戸においては

NH3 濃度はおおむね 1ppbv 程度であり、越境輸送の影

響は小さかった。一方、NH4
+ は大陸から空気塊が飛来

するときに濃度変動が大きく、越境輸送による影響が大

きいことが明らかとなった。詳細は高見ら 5）、Osada et 

al.6）を参照されたい。

我々は、ここ数年、国内では地上観測を主に行って

きたが、地上観測を継続的に行っている長崎福江島や沖

縄本島および東シナ海上空における大気汚染質（ガス・

エアロゾル）の鉛直分布や水平分布、さらに、気塊の輸

送経路に沿った化学組成の変質などを明らかにすること

が必要と考え、平成 19 年度には航空機観測の準備を行

い、平成 20 年 3 月末から 4 月はじめにかけて上記空域

において航空機観測を行った。観測項目はオゾン、SO2、

CO、NOy、黒色炭素（BC）、粒子状物質の化学組成（フィ

ルターサンプリング）である。またこれに同期して辺戸

ステーションにおいて大学や研究機関と協力し集中観測

（W-PASS など）を行った。

辺戸 CHAAMS 上空における観測では、高度 500m と

2000m 付近で高濃度の SO2 が観測されるなど、鉛直方

向は一様ではなく、物質の分布があることがわかった。

この結果は Hatakeyama et al.7）に発表された。

2．1．4　中国における地上および航空機観測

東アジア域の大気汚染の実態を把握するためには、著

しい経済発展が進みアジアにおける一大排出源となった

中国国内における観測も重要である。現在、東アジア域

では日本の環境省が主導している酸性雨モニタリング

ネットワーク（EANET）があり、そのデータは参加国

でデータ集として出版され活用されている。また、衛星

を用いた観測も行われており窒素酸化物などをはじめと

した各種データも利用できるようになっている。しかし

ながら、科学的知見の集積とその共用を考えると、中国

において中国の研究者と共同で観測し、そのデータを
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用いて共通の理解を深めることは重要である。そこで、

我々は、中国環境科学院と共同で地上観測および航空機

観測を含む集中観測を実施した（もちろん中国の研究者

が日本で観測することも重要であり、これまでも我々

のグループでは数人の中国の研究者を受け入れており、

CHAAMS において AMS やフィルターサンプリングな

どの観測を行っている）。

平成 18 年度春季には、中国の北東域において航空機

観測を実施し、同時に、中国からのアウトフローデータ

が得られる大連、青島と舟山において地上観測を実施

した。前述したように、青島での地上観測のデータは、

CHAAMS のデータ等と併せて、ナイトレートの輸送に

よる変質を解析するために利用し、中国の研究者と共著

で論文とした。また、平成 19 年春には中国環境科学院

と共同で中国渤海湾にある長島での集中観測を行い、辺

戸ステーション、福江島の観測と同期して気塊の移流経

路に沿った観測を行った。ここでは平成 18 年度春季に

行った観測について報告する。

これまでにも、我々は中国国内の航空機観測を行って

きた。これまでは、中国東シナ海沿岸部や、長江流域の

河口部である上海周辺から、武漢、重慶、成都にかけて

の内陸部であった。今回は、天津を中心とした北京周辺

や河北部であり、この地域を通過してくる気塊は九州や

日本海側に到達することも多く、アウトフローを観測す

るにはちょうど良いエリアである。

中国での航空機観測に用いた飛行機は中国製の YUN-

12 型飛行機で、航空機に搭載された主な大気測定機器は、

O3 計、NOx 計、SO2 計、CO 計、PM2.5, PM10、エアロゾ

ルサンプラーである。これらの測器を搭載し、飛行機の

基地である常州でテストフライトを行った後、天津の周

辺で観測飛行を行った。

主な結果は以下のとおりである。地上付近における

CO は非常に高く 3 ～ 4ppm あり、また、SO2 や NOx 

濃度も高く、最高で前者が 70ppb、後者が 40ppb に達し

ていた。しかし、オゾン濃度は相対的に低かった。また、

過去に上海周辺で行った観測では NOx とオゾンの間に

明瞭な負の相関が見られ、発生源近傍の気塊の特徴が明

瞭であったが、今回の観測ではそのような明瞭な関係は

見られなかった。エアロゾル化学成分を分析した結果で

は、アンモニウムイオンよりもカルシウムイオンのほう

が高濃度である場合が多かった。特に日本で黄砂が観測

された前日の 4 月 17 日では、高濃度のカルシウムイオ

ンが観測されており、中国国内における黄砂の影響を強

く受けていたものと思われる。 

中国の大連および青島での地上観測におけるエアロ

ゾルイオン成分の濃度は、両地域の際立った特徴を表し

ていた。これまでの観測では、中国の中部以南および西

部において、エアロゾル中の陽イオン成分としてはアン

モニウムイオン が最も高く、これがサルフェートイオ

ンとほぼ 1：1 で存在していた。しかし今回の観測では、

大連においてはカルシウムイオン濃度の方がアンモニウ

ムイオン濃度より高かい場合がしばしば見られ、青島に

おいては黄砂イベント日でも、アンモニウムイオンの濃

度が高い場合が多く、大連とは逆の傾向であった。後方

流跡線解析を行うと、大連には主に北西部の黄砂発生源

地周辺から気塊が到達しているのに対して、青島には中

国中東部や東シナ海沿岸部から気塊が到達しており、そ

れぞれ黄砂の影響とアンモニア発生地帯の人為的エアロ

ゾルの影響を受けやすい状態であったことがわかった。 

2．1．5　観測結果のデータベース化

CHAAMS では国内外の研究機関・研究者と協力して

観測を進めており、CHAAMS で観測を行ったグループ

にはそのデータの提供を呼びかけ、観測データの流通の

促進を図っている。具体的にはホームページを作成し研

究機関と観測機器の一覧を表示し、観測データを掲載す

るか、あるいは、各自のホームページにリンクを張り

観測データの所在が明らかになるようにしている。平

成 22 年度までに掲載された観測項目数は 44 となった。

CHAAMS のホームページは以下を参照のこと。

http: //www.nies.go.jp/asia/hedomisaki/home-j.html

また、学術会議 IGAC小委員会や国連環境計画（UNEP）

のアジア大気褐色雲（ABC）プロジェクトと連携して、

大気環境データベースの作成について検討した。

2．2　アジアの大気環境評価と将来予測

2．2．1　目的と経緯

アジア域排出インベントリとマルチスケール大気汚

染モデルを開発し、観測データをもとに検証・改良した。

モデルと排出インベントリおよび観測データベースを活

用して、アジア広域から国内都市域における大気汚染の

全体像を把握する手法の開発を進めた。更に、排出シ

ナリオに基づく将来排出量と大気汚染モデルを使って、

2020 年までのアジアの広域大気汚染を予測した。具体
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的には、以下のとおりである。

（1） アジア地域の排出インベントリと化学輸送モデル

を用いて、過去四半世紀の大気質の経年変動を計算

し、既存の観測データを用いて検証するとともに、

対流圏オゾン・酸性沈着量の空間分布や越境大気

汚染による日本へのインパクトの変化を評価した。

その結果、①中国における大気汚染排出量が 1980

年以降増加し、特に最近、急増していること、②大

気汚染排出量の増加に伴って東アジアにおける対

流圏オゾンが増加し、それに伴って日本のオゾン濃

度が経年的に上昇していること、③大気汚染排出量

や対流圏オゾンの将来変化は排出シナリオに強く

依存するが、最近の衛星観測や燃料消費動向による

と最悪ケースで推移している可能性が高いこと、な

どが明らかとなった。これらの研究成果は、国際的

な「大気汚染の半球規模輸送に関するタスクフォー

ス」（TFHTAP）の最終報告書 8）や環境省の光化学

オキシダント・対流圏オゾン検討会報告書（中間報

告）9）などに取り入れられた。

（2） アジア地域の大気質変動を、地域外の影響も含めて

評価するために、全球化学気候モデル（CHASER）

を用いた解析を進め、日本の対流圏オゾンの発生地

域別寄与を評価した。

（3） 対流圏衛星データを用いて NOx 排出インベントリ

を検証・修正するインバースモデルの開発を進め

た。また、排出インベントリに関する中国との共同

研究を継続して実施した。

（4） 2007 年春季に西日本地域などで発生し大きな社会

問題となったオゾン高濃度現象の発生メカニズム

をモデル解析によって明らかにし、オゾンの越境大

気汚染が顕在化し始めていることを指摘した。

（5） 全国の地方環境研究所との共同研究により、対流圏

オゾンと粒子状物質の広域的・地域的特性を解明

する研究を開始した。東アジア、日本全域、及び関

東地方の大気汚染を短期予報するために大気汚染

予報システムを開発し、試験公開を開始した。

2．2．2　アジアの大気汚染物質排出量の経年変化

1980 ～ 2000 年のアジア域排出インベントリ REAS

（Regional Emission inventory in ASia）（Ohara et al.10））

を構築した。REAS は、統一的な方法論で構築された、

アジア地域で最初のヒストリカル・インベントリであ

る。対象とした発生源と物質を表 4 に示す。REAS の対

象物質は、人間活動（化石燃料・バイオ燃料の使用、工

業プロセス、農業活動など）によって排出された二酸化

硫黄（SO2）、窒素酸化物（NOx）、一酸化炭素（CO）、 黒

色炭素粒子（BC）、有機炭素粒子（OC）、非メタン揮発

性有機化合物（NMVOC）、アンモニア（NH3）、メタン

（CH4）、亜酸化窒素（N2O）、二酸化炭素（CO2）であり、

バイオマスバーニング（オープンバーニング）と自然起

源は対象外である。対象領域は、アフガニスタン以東の

アジア地域である。本稿では、化石燃料・バイオ燃料の

燃焼と工業プロセスから排出される東アジアにおける大

気汚染物質排出量（NOx、SO2、NMVOC を対象とする）

の経年変化について紹介する。

図 8 は、地域別排出量の 1980 ～ 2003 年の経年変化

を示す。また、表 5 には東アジアにおける 1980、1990、

2003 年の排出量を示す。2000 年におけるアジア全体の

NOx 排出量は 2,511 万トンで、中国（45 ％）とインド（19 

％）の排出量が非常に多く、最大の排出国である中国で

は、石炭火力発電所（34 ％）、工場等の石炭燃焼（25 ％）、

自動車等の石油燃焼（25 ％）が大きな割合を占める。

1980 年から 2003 年におけるアジア全域の変化に着目す

ると、燃料消費量がこの間に 2.3 倍増加したことに伴い、

NOx 排出量も 2.8 倍に増加した。中でも、中国におけ

る増加は 3.8 倍（平均年率 6 ％）と非常に大きく、特に、

2000 年以降は過去最高となっている（3 年間で 1.3 倍）。

SO2 排出量は 2000 年にはアジア全域で 4,149 万トンで

あり、工場・火力発電所などの石炭燃焼施設からの排出

割合が 64 ％と高い。1980 年から 2003 年の間に排出量

はアジアでは 2.2 倍、東アジアでは 2.1 倍、中国では 2.5

倍に増加している。一方、NMVOC の 2000 年における

アジア全域の排出量は 4,024 万トンで、発生源種類別に

は工場・火力発電所などの燃焼施設（38 ％）と自動車

などの輸送機関（33 ％）が大きな割合を占める。また、

表 4　REAS で対象としている発生源種類と物質
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1980 年から 2003 年の間に NMVOC 排出量はアジアで

は 2.1 倍、東アジアでは 2.4 倍、中国では 2.5 倍に増加

している。

2．2．3　大気汚染物質排出量の逆推計

2．2．3．1　CO 排出量の逆推計

2005 年 3 月に日本や韓国の研究者を中心に行われた

ABC-EAREX （Atmospheric Brown Clouds – East Asian 

Regional Experiment） 2005 において得られた一酸化炭

素 （CO） の観測データを用いて、アジア地域における

CO の排出量の逆推計を行うとともに、インベントリー

および衛星観測と比較することで、2001 年以降の排出

量推移を明らかにした（Tanimoto et al.11））。

観測データから物質の排出量を導出することを、逆推

計と呼び、そのようなモデルを一般にインバースモデル

という。ここでは、Yumimoto and Uno12） によって構築

された 4 次元変分法によるアジョイント式インバースモ

デル （RAMS/CTM-4DVAR） を用いた。具体的には、領

域気象モデル RAMS （Regional Atmospheric Modeling 

System） のスカラー輸送オプションに対して CO の発生

ならびに輸送過程を組み込むことにより、CO の輸送モ

デル（フォワードモード）を作成するとともに、それに

対応したアジョイントモードを構築したモデルである。

フォワードモード、アジョイントモードの積分値は、あ

らかじめ RAMS で計算された気象場を用いてオフライ

ンで並列計算された。用いた観測データは、2005 年 3

月に韓国・済州島で行われた集中観測データを中心に、

国立環境研究所によって運営されている落石岬・波照間

島、気象庁によって運営されている綾里、与那国島、南

鳥島、東京大学・地球環境研究所・農業環境技術研究所

によって運営されている福江島、奄美大島、の合計 8 ス

テーションで得られたものである。

大 気 観 測 デ ー タ を 用 い た CO の 逆 推 計 に つ い

て は、2001 年 春 季 に National Aeronautical Space 

Administration （NASA） によって行われた、Transport 

and Chemical Evolution over the Pacific （TRACE-P）集

中観測の際に詳細に調べられた。その結果、Streets et 

al.13）のインベントリーによる中国からの放出推計値は

約 50 ％も過小評価していることが示唆され、インベン

表 5　東アジアの 1980 ～ 2003 年の排出量

図 8 アジアにおける NOx, SO2, NMVOC 排出量の経
年変化
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トリーが見直され、セメント炉やレンガ炉、製鉄・製

鋼産業からの排出が過小評価であったことが分かった

（Streets et al.14））。しかしながら、2001 年以降について

は逆推計の試みがなく、近年の中国における急速な経済

活動の発展とエネルギー使用量の増加をみるに、逆推計

とインベントリーとの整合性の検証は重要であった。

例えば、窒素酸化物 （NOx） については、2000 年以

降のインベントリーによる NOx 排出量と衛星から導出

された二酸化窒素 （NO2） カラム量の増加率が一致せず、

インベントリーの基礎となる統計値の信頼性に問題があ

ることが指摘されるなど、CO についても同様の懸念が

あった。

図 9 に本研究によって得られた CO 排出量の逆推計結

果を示す。2000 年以降、中国北東部の北京から上海に

かけての地域で伸びが大きいことが分かる。2005 年に

おける中国からの年間 CO 排出量として 170 Tg と求め

られ、この値は 2001 年以降 16 ％の伸びであった。図

10 に逆推計値と、MOPITT 衛星センサーによって観測

された中国上空の CO カラム量ならびにインベントリー

の推計値を示す。2001 年以降における三者の推移はそ

れぞれよく整合した。また、NOx とは対照的に、CO 排

出量の伸びは大きくなく、エネルギー使用量は増加して

いるものの、CO の排出係数が大きい民生起源などから

CO の排出が少ない発電所へ技術転換が進んだことが主

な理由であると推測された。

2．2．3．2　NOx 排出量の逆推計

Yumimoto and Uno12） により開発された、4 次元変分

法データ同化型 CO 排出量逆推計モデル RAMS/CTM-

4DVAR（RC4）-CO をベースに、NOx 排出量の逆推計

を目的としたモデル RC4-NOx を開発した。RC4-NOx は、

NOx の反応過程が組み込まれた領域気象モデル RAMS

とそのアジョイントモデル、排出量最適化のプロセスか

ら構成され、データ同化において調整される制御変数を

NOx 排出量とする事で逆推計を実現しているモデルで

ある。データ同化計算の観測データには GOME NO2 カ

ラム濃度月平均値を、初期排出量データには REAS を使

用し、中国東部における NOx 排出量を逆推計した。

詳細は、Kurokawa et al. 15）を参照されたい。

図 11 は、中国東部における、初期に与えた REAS イ

ンベントリによる NOx 排出量（a priori 排出量）及び

逆推計後の NOx 排出量（a posteriori 排出量）、GOME 

NO2 カラム濃度観測結果の 1996-2002 年のトレンドを、

1999 年を基準にしてプロットしたものである。また、

図 10 中国からの CO 排出量の推移。
 △：Yumimoto and Uno （2006）、 ▲：Tanimoto 

et al. （2008）（ 本 研 究 ） に よ る 逆 推 計。 ○：
Streets et al. （2003）、●：Streets et al. （2006）、
◎：Streets et al. （2008）によるインベントリー。
青：民生、オレンジ：輸送、緑：産業、ピンク：
発電所起源の CO 排出量（Ohara et al., 2007）。□：
MOPITT 衛星による CO カラム量（右軸）。

図 11 中国東部における GOME NO2 カラム濃度、a 
priori 及び a posteriori NOx 排出量のトレンド

図 9 インバースモデルによる 2000 年から 2005 年に
かけての CO 排出量の伸び。単位は µg/m2/s。
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図 11 には Zhang et al. 16） の排出インベントリによる中国

全体の NOx 排出量も併せて示す。a posteriori 排出量の

増加率（1996 ～ 1999 年で約 6.2 ％ /yr、1999 ～ 2002

年で約 8.6 ％ /year）は、排出インベントリ（1996 ～

1999 年で約 1.2 ％ /yr、1999 ～ 2002 年で約 5.0 ％ /yr）

に比べて大きくなり、GOME NO2 カラム濃度の観測結

果の増加率に近くなっている。

  以上により、REAS の NOx 排出量推計結果は、1996

年から 2002 年にかけての増加率を過小評価している可

能性が高い事が示された。ただし、本研究で計算され

たトレンドは 7 月の排出量のみに対するものであるた

め、年間排出量のトレンドを評価するためには、年間

を通して RC4-NOx を実行する必要がある。また、現在

の RC4-NOx による逆推計は総排出量（全発生源の合計）

に対して行っているため、逆推計前後で排出量が変化し

た要因を特定することは難しい。このため、逆推計前後

で差の大きい地域における排出インベントリの基礎デー

タ、パラメータの見直しや、発生源毎に排出量を逆推計

するモデルの開発など、逆推計結果を排出インベントリ

の構築にフィードバックする仕組みについて研究を進め

ることが今後の課題である。

2．2．4　対流圏オゾンの経年変動

国内の地表近くのオゾン O3 濃度が上昇している一方、

その原因物質である NOx と VOC（もしくは NMHC）

は減少している（図 12 参照）。この要因としては、越境

汚染の影響、気象変化の影響、国内の大気汚染構造の変

化などが考えられるが、ここでは越境汚染影響に着目し、

化学輸送モデル CMAQ と排出インベントリ REAS を用

いて、日本列島における 1980 ～ 2003 年の対流圏オゾ

ン変動について解析した（Ohara et al.17））。

図 12（a） は、1980 ～ 2003 年 の REAS を も と に、

CMAQ を使ってシミュレーションされた日本の地上 O3

濃度の経年変化を示す。モデルで計算された O3 濃度

は、1980 年から 2003 年において約 0.22 ppb/ 年の割合

で上昇しており、観測結果とほぼ一致する。また、図

12（b）には、中国における NOx と VOC の人為起源排

出量の経年変化も併せて示す。この図から明らかなよう

に、日本の地上 O3 濃度と中国の排出量の増加傾向は非

常に類似している。シミュレーション結果では、中国国

内での NOx の排出総量が 1 年間で 100 万トン増加する

と北京・華北平原から上海にかけて地表 O3 の年間平均

濃度は 1ppbv 増加する。また、日本でも中国の増加率

の 30 ～ 50 ％程度の上昇が認められる。次に、気象と

排出量の経年変化・年々変動に対する地表 O3 の応答を

解析するため、各年の気象と排出量を与えた CNTL ラ

ン（EyyMyy）と 2000 年の気象に固定し排出量のみ各年

のデータを用いた気象固定ラン（EyyM00）を実施した。

図 12（c）は、EyyM00（排出量の経年変化に対する応答）

と EyyMyy-EyyM00（気象の年々変動による応答）による

日本での地表 O3 濃度の変化を示す。この図から、O3 の

上昇がアジア域の排出量の増加に支配されていること

（＋0.2 ppbv/ 年）、O3 の年々変動は気象変動に起因して

いること（σ～± 0.6 ppbv）がわかる。

以上の結果は、日本の地表オゾンの長期的上昇は、中

国の排出量の増加によって大陸での O3 生成が増加し、

それが日本に越境輸送された結果であることを強く示唆

している。

2．2．5　大気汚染の将来予測

将来の排出シナリオを設定し、東アジア地域における

2020 年の将来排出量を予測した結果を表 6 と図 13 に示

す 10）。ここで、中国については、将来のエネルギー消費

と環境対策の動向を考慮して、現状推移型（燃料消費や

図 12 （a） 日 本 の 地 表 O3 濃 度 の 実 測 値 と 計 算 値、
（b） 日 本 の NOx, NMHC 実 測 濃 度 と 中 国 の

NOx,NMVOC 排 出 量、（c） 計 算 結 果 EyyMyy、
EyyM00、EyyMyy-EyyM00 による日本の地表 O3 濃度
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環境対策が現状のまま推移し排出量が最も増加するシナ

リオ：PFC）、持続可能性追求型（エネルギー対策や環

境対策を適度に進めたシナリオ。排出量は 3 種類のシナ

リオの中位：REF）、対策強化型（エネルギー対策や環

境対策を強力に進めることにより、排出量が最も少ない

シナリオ：PSC）の 3 種類のシナリオを設定している。

これらの排出シナリオ PSC、REF、PFC のコンセプト

はそれぞれ、IPCC の B1、B2、A2 シナリオに近い。中

国以外の国については、国際エネルギー機関（IEA）の

エネルギー需要予測に基づく排出シナリオが設定されて

いる。

予測結果によると、2020 年における中国の NOx 排出

量は、REF と PFC のシナリオでは、2000 年に較べて、

それぞれ、39 ％ 、128 ％増加するが、PSC シナリオで

は、2000 年レベルに比べ、わずかではあるが減少する。

しかし、2000 年以降の排出量や燃料消費量の増加傾向

や衛星観測結果（Fishman et al.18））などから判断すると、

現在の NOx 排出量は既に PFC シナリオの 2020 年予測

値付近まで達している可能性がある。また、アジア地域

の将来排出量は、中国における排出シナリオに大きく影

響されるが、どの排出シナリオでも 2000 年より増加す

ることが予測されている。それに対して、中国における

SO2 はシナリオによって変化傾向が大きく変化し、2000

年に較べて－28 ％（PSC）、－3 ％ （REF）、＋163 ％ （PFC）

となっている。また、2020 年の中国における NMVOC

排出量は 2000 年に較べ、＋97 ％（PSC）、＋139 ％ （REF）、

＋163 ％ （PFC）と、いずれのシナリオでも大幅に増加

する。

それでは、将来の排出量の変化によって、対流圏オゾ

ン濃度はどの程度変化するのであろうか ?2020 年のオゾ

ン濃度は、東アジアの広い地域で急激に上昇する（Yamaji 

et al.,19））。日本への影響も増大し、西日本一帯で年平均

濃度が環境基準レベルに近づき、九州における環境基

準超過率は約 40％にも達する。このように、近い将来、

越境汚染によって日本のオゾン濃度が高くなる危険性が

高い。最近の光化学オゾンの上昇を示す観測事実は、こ

のような越境汚染の影響が既に増大しつつあることを示

すものである。

2．2．6　オゾン高濃度エピソードの解析と大気汚染予測

システムの開発

2007 年 5 月 8、9 日に発生した広域的な高濃度オゾン

（O3）エピソードの特徴と発生原因について、日本全国

の大気汚染測定データと東アジアスケール化学輸送モデ

ルを用いて解析した 20-22）。

全国の測定局で観測された O3 濃度は、5 月 8 日の朝

9 時ごろに九州北部で高濃度となり始め、15 時には壱岐

や五島といった離島を含む九州北部や中国地方西部にお

いて 120ppbv を超える高濃度となった。高濃度は夜に

図 13 中国における NOx、SO2、NMVOC 排出量の推移
 上 図 に お け る 対 流 圏 衛 星 観 測 GOME/

SCIAMACHYはNO2 カラム濃度（本文参照）を示す。

表 6　東アジアの排出量の将来変化
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なると低下したが、21 時においても西日本の一部の測

定局では 120ppbv を超える状態が持続した。翌日 5 月 9

日 9 時の濃度レベルは前日よりも全国的に高く、15 時

になると O3 の高濃度地域は、北海道と東北北部を除く

日本全域に拡大し、関東、中京、関西などの大都市周辺

地域や、富山県や新潟県などの北陸地域や瀬戸内地域の

測定局において 120ppbv 以上を観測した（図 14）。

化学輸送モデルは 5 月 7 ～ 10 日に観測された地上 O3

濃度の時間変動をほぼ再現するが、ピーク濃度レベルを

過少評価する。この傾向は、中国沿岸域北部・中部の排

出量を増加するに従って改善される。モデルで計算され

た 5 月 7 ～ 9 日の地上付近の O3 濃度分布によると、空

間スケールが 500km を越える 80ppbv 以上の高濃度 O3

を含む気塊が、東シナ海上の移動性高気圧の北側の強い

西風によって、中国北部沿岸から日本列島に輸送された

ことを示す（図 15）。5 月 8、9 日に日本で観測された高

濃度O3には、中国や韓国で排出されたO3前駆物質によっ

て生成された光化学 O3 に起因する越境大気汚染の影響

が大きい。80ppbv 以上の高濃度 O3 に対する中国寄与率

の期間平均値は、青森県以北を除く日本全国で 25 ％以

上であり、九州地域では 40 ～ 45 ％に達すると見積もら

れた（図 16）。しかし、本研究で使用したモデルは都市

大気汚染を充分に表現していないため、大都市域周辺等

では越境汚染の寄与率が異なる可能性がある。また、モ

デル計算結果ならびに地上大気汚染測定局とライダーの

観測結果から、O3 とともに SO2 や人為起源エアロゾル

も越境汚染していたこと、これらの物質は高度 1500m

以下の混合層の中を輸送されたことが明らかとなった。

このように、地表近くの O3 濃度が上昇し、高濃度エ

ピソードが発生する可能性が増加しつつあることを踏ま

え、光化学オキシダントなどの大気汚染を、前日・当日

に予報する大気汚染予測システムを開発し、東アジア、

日本全域、及び関東の予測結果をホームページ（http: 

//www-gis5.nies.go.jp/osenyosoku/index.php）から公

開する試験運用を開始した。本システムは、気象庁の

気象数値予報データ（GPV）と排出インベントリデー

タを入力し、地域気象モデル RAMS と化学輸送モデル

CMAQ を使用して、越境汚染影響を加えた大気汚染濃

度の時空間変化を計算するものである。現在、その検証

図 16 2007 年 5 月 8-9 日の地上 O3 に対する中国起源 O3

の寄与率。O3 濃度が 80ppbv 以上の時のみ対象と
する。

図 14 2007 年 5 月 8,9 日 15 時における光化学オキシダ
ント濃度と地上風の分布図

図 15 2007 年 5 月 7 ～ 9 日 15 時における O3 濃度（カ
ラー）、SO2 濃度（破線；2ppbv 間隔）、及び地上
風（ベクトル）の分布図。O3 と SO2 は地上から
高度 600m までの平均濃度。「H」印は各日 9 時
の東シナ海上の移動性高気圧の中心を示す。
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と改良を進めているところである。

2．2．7　全球モデルによる半球大気汚染の解析

全球化学輸送モデル CHASER23）及びそれをベースと

したタグ付きオゾントレーサー輸送モデル 24）を用いて、

2000 年代前半（2000 ～ 2005 年）における東アジアの

対流圏オゾンに対するオゾン前駆物質発生源の寄与を個

別に評価する数値実験を行った（Nagashima et al.25））。

世界中に分布しているオゾン前駆物質発生源からの

影響を考慮するため、全球を計算対象領域とするモデル

を用いており、モデルの水平分解能として T63（グリッ

ド間隔約 1.87 °≒ 200km）を採用し、鉛直方向は上空

約 40km までを 32 層に分割した。気象場（水平風速、

気温）は該当年の NCEP/NCAR 再解析データに同化さ

せ、海面水温と海氷分布はそれぞれ該当年の HadISST/

HadICEデータを使用した。オゾン前駆物質の排出量デー

タとしては、アジア地域における人為起源化学物質の放

出量については、エネルギー消費量や CO 排出係数に最

新の情報を採用した REAS エミッションデータを用い、

アジア以外の領域については EDGAR3.2FT2000 データ

を使用した。また、CHASER では成層圏での化学計算

は行わないため、成層圏でのオゾンなど主要な化学成分

に関しては成層圏化学気候モデルの計算値に同化した。

発生源別の寄与率を推定するため、大気を 45 の領域（大

気境界層：22 領域＋自由対流圏：22 領域＋成層圏；図

17）に分割し、それぞれにおいてのみ選択的に光化学

生成されるオゾントレーサーの輸送を計算する実験を行

い、各領域のオゾン発生源としての寄与を評価した。

日本・朝鮮半島・中国を幾つかの地域に区切り、それ

ぞれの地域で月平均した地表オゾン混合比対する各オゾ

ン発生源からの寄与を見積もった（図 18）。各地域に共

通して見られる特徴として、成層圏からの寄与は冬期か

ら初春に卓越し、4 月～ 9 月の暖候期には対流圏で生成

されたオゾンの寄与が優勢となることが挙げられる。自

由対流圏からの寄与は、各地域で年間を通じて、10 ～

20 ％程度のほぼ一定の大きさで存在している。自由対

流圏からの寄与は、南部の地域では春と秋に、北部の大

陸寄りの地域では夏に極大を持ち、南部を除く日本や朝

鮮半島では春に極大を取る。自由対流圏からの寄与の内

訳は季節毎に大きく異なり、一般的な特徴として、暖候

期には自地域内で生成されたオゾンや近隣領域からの影

響が大きい。これは、太陽光強度の強くなる暖候期には

オゾンの化学的寿命が短くなるため、遠方で発生したオ

ゾンは長距離に輸送されてくる前に失われてしまう一

方、アジアではオゾン前駆物質の排出量が多く、夏期に

はアジア領域内でオゾンの光化学的な生成が活発化する

ためであると考えられる。日本・朝鮮半島に対する中国

の影響は、ほぼどの季節でも自地域と同等かそれに次ぐ

大きさを持ち、その大きさはオゾン濃度自体が低くなる

日本の南部を除いて暖候期にやや大きくなるが、季節変

化はあまり大きくない。特徴的な近隣地域からの影響と

しては、中国東北部や日本北部など北部地域では暖候期

に東シベリアからの寄与が増える事と、中国南東部や長

江流域、日本南部で暖候域にタイを含む東南アジア北部

からの寄与が大きくなることが挙げられる。一方、北大

西洋、北米、欧州、中央アジアといった遠隔領域からの

図 17 タグ付きオゾントレーサー輸送実験で用いたオゾン発生源の領域分割。大気境界層と自由対流圏とで同じ領域分割を
用いている。
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寄与は、夏期に小さく 9 月～ 4 月の寒候期に大きくな

る。この 4 領域を合計した寄与率は、各地域とも寒候期

で 10 ～ 20 ％程度の大きさを持ち、これは暖候期の寄与

率に比べて 2 ～ 3 倍の大きさとなっている。こうした特

徴には、オゾンの大気中寿命は寒候期の方が長く、また

循環場の特徴も大陸間の長距離輸送に適したものになる

ことが影響していると考えられる 24）。また、遠隔領域か

らの寄与は北部ほど大きくなる傾向がある。自領域から

の寄与に対する他領域からの寄与合計の割合（Rid）は、

日本・朝鮮半島・中国東北部では夏期に小さく（≒ 1）

それ以外の季節では 1 を超える。華北平原以南の中国東

部では、同割合は一年を通じて 1 ～ 2 程度の小さい値を

持ち、自領域で生成されたオゾンによる大気汚染が顕著

である。

2．2．8　まとめ

アジア地域の排出インベントリと大気質モデルを開

発し、観測データを用いて検証し、広域大気汚染の空間

図 18 （各図の上図）東アジアの各地域（中央の地図に表示）で平均した月平均地表オオゾン混合比（ppbv）の季節変化 . 濃灰、
淡灰、白の色分けは図 17 と同様 . 赤線は自地域の寄与に対する、自地域以外全部（実線）、自地域を除く近隣地域（点
線）、遠隔領域（破線）の割合（Rid）.（各図の下図）自由対流圏の各発生源からの寄与（ppbv）を年間の上位 9 領域
とそれ以外の合計（MISC）に関して積み上げ表示したもの。
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分布、過去四半世紀における大気質の経年変化、越境大

気汚染による日本へのインパクトを評価した。また、排

出シナリオに基づく将来排出量と大気汚染モデルを使っ

て、2020 年までのアジアの広域大気汚染を予測した。

更に、大気質モデルと観測データを用いて排出インベン

トリを検証・修正する手法や大気汚染予報システムの開

発を進めた。今後の課題は以下のとおりである。

・排出インベントリ（REAS）、領域化学輸送モデル

（CMAQ）、全球化学気候モデル（CHASER）を統合

したマルチスケール大気汚染モデリングシステムを

構築し、東アジアにおける広域大気汚染の空間分布、

経年変動・年々変動を総合的に解明する。更に、対流

圏オゾンの越境大気汚染による日本への影響や発生

地域別寄与率を定量的に評価する。

・2030 年までの大気汚染排出量を予測し、広域大気汚

染と日本への影響の将来動向を把握する。

・対流圏観測衛星データ、地上観測データなど利用して、

また、最新の排出量推計用基礎データを収集・整備し

て、アジア域排出インベントリ（REAS）を改良・更

新する。

・アジア域における広域大気環境管理を進めるため

に、社会科学研究と連携して、地球温暖化とのコベネ

フィットを考慮した将来シナリオや大気環境管理の

国際的な枠組みに関する研究を進める。

2．3　黄砂の実態解明と予測手法の開発

2．3．1　目的と経緯

中国沿岸部、韓国、日本で観測される黄砂現象は、中

国内陸部およびモンゴルの砂漠・乾燥地帯から発生する

砂塵嵐が長距離輸送されることによって生じる現象であ

る。黄砂は北東アジア地域における春季の大気エアロゾ

ルの大部分を占め、地域のみならず地球規模の大気環境

に大きな影響を与えている。そのような黄砂現象の規模

や回数の増加による社会的影響も懸念されている。この

ような北東アジア地域の共通課題である黄砂問題に対処

することを目的として、モンゴル（3 カ所）、中国（2 カ所）、

韓国（2 カ所）、日本（11 カ所））にまたがるライダーモ

ニタリングネットワークが構築された。本研究では、そ

のようなネットワークにより得られるライダーや地上観

測データを用いて黄砂数値輸送モデルを同化する手法を

確立し、黄砂の初期濃度分布や発生源強度・分布を推定

することを行っている。

2．3．2　ネットワークモニタリングの結果と解析

a）2006 ～ 2010 年の黄砂状況

日本に飛来する黄砂の最発生源地域であるゴビ砂漠

およびその周辺地域である。その地域から 3 月から 5 月

に発生する砂塵ダスト（黄砂）の量について輸送モデル

（CFORS）を用いて推計した結果、2006 年：136 百万トン、

2007 年：141 百万トン、2008 年：85 百万トン、2009 年：

51 百万トン、2010 年：197 百万トンであった。

2001 年からデータのある北京を例にとると、地上で

比較的規模の大きな黄砂が観測された回数は、2001 年、

2002 年が 4 回、2003 年から 2005 年は各 1 回と少なかっ

たのに対して、2006 年は再び 3 回（4 月 8 ～ 10 日、17

日、5 月 18 ～ 19 日）と多かった。特に顕著なイベント

は、2006 年 4 月 17 日の未明に北京に大量の砂塵が降っ

た現象であった。地上に降った砂塵の粒径は極めて大き

く、北京地上の PM10 のピークは 200µg/m3 程度で、そ

れほど大きな値を示していない。ライダーのデータを見

ると黄砂の層はやや浮かんで北京上空を通過しているこ

とが分かる。この黄砂は 4 月 18 ～ 19 日に福江、松江、

長崎、富山、つくば、仙台などに飛来した。4 月 8 ～ 10 日、

5 月 18 ～ 19 日の北京の砂塵は日本には直接輸送されて

いない。一方、ソウルでは 4 月 8 日に高濃度の黄砂が観

測された。また、松江、福江、長崎、つくばなどでも黄

砂が観測された。この時、北京ではこれに対応する黄砂

現象が顕著に見られず、輸送経路が北京の東側にあった

と考えられる。

図 19 は 2007 年 3 月、4 月、5 月の 10 地点の黄砂消

散係数（光学的な黄砂濃度）の時間高度表示である。

2007 年春季には、3 月の末から 4 月の初め、5 月初旬、

5 月下旬の 3 回の顕著な黄砂イベントがあったことが分

かる（図中、赤で囲んだ部分）。2007 年は黄砂の発生時

期が遅く、特に 5 月 26 日前後に観測された黄砂は異例

に遅い黄砂であった。

2008 年には北京の 5 月末の一例が比較的規模の大き

い黄砂イベントであった。この黄砂は 6 月 1 日に長崎

で観測され遅い黄砂の記録が更新された。2009 年には

大きな黄砂イベントは観測されなかったが、長崎、松

江では 6 月 1 ～ 2 日と、23 日に弱い黄砂が観測された。

2010 年は一転して黄砂の多い年で、特に 3 月 20 日に北

京で観測された黄砂は南に輸送され辺戸岬でも高濃度が

観測された。さらに、タイのピマイのライダーでもこの

黄砂が観測された。また、2009 年には 10 月下旬と 12
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月末に弱い黄砂が、2010 年には 11 月中旬に秋としては

強い黄砂が日本でも観測された。

b）CFORS モデルの検証とモデル同化

2006 年 4 月のライダーネットワーク観測結果を用い

て、予報モードの CFORS および NCEP 2.5 度再解析デー

タを用いて再計算した CFORS を検証した例を図 20 に

示す。図にみられるように予報モードの CFORS は黄砂

現象をおよそ再現するが、詳細に見ると合わない部分も

図 20 ライダーデータによる CFORS の検証例
 （それぞれ上からライダーデータ、CFORS 予報モード、NCEP データを用いた再計算による黄砂消散係数。横軸は現

地時間の日付。）

図 19　2007 年 3 月、4 月、5 月にライダーネットワーク地点で観測された黄砂消散係数
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多い。NCEP データを用いた再計算ではライダーデータ

との一致が改善されている。

次に、4 次元変分法（4DVAR）によるデータ同化シス

テムによりライダー観測データをモデルへ組み込む同化

実験を行った。データ同化では、黄砂発生の係数のみを

制御パラメータとしている。

まず、2005 年 4 月 30 日に主に北日本上空で観測され

た高濃度ダストを対象とし、4 月 27 ～ 29 日の発生源分

布について評価試験を行った。同化に用いるデータには

ライダー観測によって得られたダストの消散係数を用い

た。仙台・札幌・富山・つくばの 4 点の観測データをモ

デルの鉛直解像度に合わせて平滑化し、1 時間平均した

ものを 3 時間間隔で用いた。図 21 に仙台・北京におけ

るライダー観測とモデルのダストの消散係数の時間－高

度断面図を示す。4 月 30 日に仙台において高濃度のダ

ストの飛来が観測（図上段）されている（北京では 4 月

28 日の黄砂と一致する）。データ同化を行わない従来モ

デルの結果はこのダストの飛来時刻・高度を捉えてはい

るものの、観測されたような高濃度を再現することは出

来なかった（図中段）。図下段には、データ同化を行っ

た結果を示すが、観測データを同化し、発生源強度・分

布を逆推定することによって、データ同化前に見られた

大幅な過小評価が改善（概ね 30 ～ 40 ％ほど消散係数

が増加）されていることがわかる。北京では同化後も依

然として低い値であるが、これは発生地域に非常に近い

ことが原因であると考えられる。黄砂飛来予報のための

データ同化が、今後の実用的な課題のひとつであるが、

発生源近くのデータは、同化結果に大きく影響すると考

えられ、観測地点の配置などの検討が必要であることを

示唆している。

4DVAR によるデータ同化の利点のひとつは発生源に

遡って発生域と発生量を評価できることである。2005

年 4 月の例では、モンゴル南東部の黄砂の発生が、デー

タ同化なしのモデルでは過小評価されていたことが分

かった（Yumimoto et al. 2007）26）。

図 19 に示した 2007 年 4 月の初め、5 月初旬、5 月

下旬の 3 つの期間についてもデータ同化実験を行った

（Yumimoto et al., 200827）, Uno et al., 200828）, Hara et al., 

200929））。図 22 に結果を示す。モンゴル南部から内モン

ゴルにわたる領域において、4 月初旬はデータ同化なし

のモデルは過小評価、5 月初旬はやや過大評価、5 月下

旬は過大評価であることが示された。すなわち、4 月か

ら 5 月にかけて、発生源の黄砂発生を抑制するような元

のモデルでは考慮されていない変化（植生等の地表面状

況の変化）があったことを示している。そこで、モンゴ

ル全土の目視観測による植生成長度のマップを入手して

図 21 仙台・北京におけるライダー観測とモデルのダスト消散係数の時間－高度断面図の比較
 上段：ライダー観測、中段：計算結果（データ同化前）、下段：データ同化後。
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植生の変化を調べた。図 23 に結果を示すように 4 月末

と 5 月末を比較すると植生が明らかに改善されており、

発生量の抑制を説明できることが分かった（Sugimoto 

et al., 2010） 30）。この結果は、ライダーネットワークデー

タを用いた 4DVAR によるデータ同化が、黄砂発生地域

の状況の変化を詳細に推定する有用な手法であることを

示すものである。

図 23  2007 年の 4 月初めと 5 月終わりの事例（図 1.21 の Event 1 と Event 3）について、（左）データ同化した黄砂発生量とデー
タ同化しない黄砂発生量の比、（右）モンゴルにおける目視観測による 4 月末と 5 月末の植生成長度。

図 22 ライダーネットワークデータを用いた 4 次元データ同化手法による黄砂発生量推定。図に示した 2007 年の 3 つの事
例について、（左）データ同化なしの CFORS による黄砂発生量の分布、（中央）データ同化した発生量分布、（右）デー
タ同化した結果とデータ同化しない結果の差。
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c） ライダーネットワークリアルタイムデータの品質改

善とリアルタイムデータ同化の研究

データ同化手法は黄砂飛来予測の改良にも有用であ

る。そのためにはライダーネットワークから高品質の

データをリアルタイムで提供する必要がある。そこで、

ライダー測定の感度の改善、偏光解消度の校正手法の改

良などを行うとともに雲の除去などデータ処理手法の改

良を行った。また、アンサンブルカルマンフィルターを

用いたデータ同化による黄砂予測の改良を気象研究所と

連携して実施した。その結果、アンサンブルカルマンフィ

ルターを用いた手法は計算量が少なく予測に適すること

が示された。また、発生源に近いデータの重要性が高い

ことなども明らかにされた。

3．まとめ

東アジア地域を対象に、大気汚染物質と黄砂の地上観

測、航空機観測、ライダーネットワーク観測等を行い、

国内外の観測の連携を進めるとともに、数値モデルと排

出インベントリの精緻化を進めた。これらの観測データ、

数値モデル、排出インベントリ、更に対流圏衛星観測デー

タを活用して、アジア地域の広域大気汚染と日本への越

境大気汚染の全体像を把握し、科学的知見を蓄積した。

日本国内を含むアジア地域の大気環境施策立案に必要な

科学的知見とツールを提供した。具体的な研究のアウト

プットとアウトカムは下記の通りである。

・沖縄辺戸岬ステーションを整備し長期観測を実施する

とともに、国内外の研究機関との多面的な共同研究を

進めた。2008 年春からは長崎県福江島における越境

汚染の長期観測を開始した。また、北東アジア地域に

黄砂のライダー観測ネットワークと地上観測ネット

ワークを構築した。

・内外の研究プロジェクト、多くの研究機関と連携して、

東シナ海域において航空機観測を行い、これと同期し

て、福江と辺戸における地上観測を実施した。

・全球－東アジア－日本全域－国内地域の各スケールに

おける大気質を評価するマルチスケール化学輸送モ

デルを開発し、観測データを用いて検証して、広域越

境汚染の全体像を把握した。また、マルチスケール大

気汚染予測システムを開発し、予測結果を発信した。

・アジア地域における 1980 ～ 2005 年を対象とした大

気汚染物質の排出インベントリ REAS を開発した。

また、対流圏衛星データを用いて排出量を推計するイ

ンバースモデルを開発・適用し、排出インベントリを

検証した。

・排出シナリオを設定して 2020 年までの大気汚染物質

排出量を予測し、アジアの大気環境の将来予測を行っ

た。

・黄砂ライダーネットワークデータと化学天気予報シス

テム（CFORS）を用いた逆推計手法により、精度の

高い黄砂発生量分布データを得ることができた。この

データを用いて精度の高い黄砂予測を行うことが可

能になった。

上記の研究成果に基づき、下記に示す社会・環境行

政・科学技術・国際貢献を行った。

・環境省の対流圏オゾン・光化学オキシダント対策検討

会、酸性雨対策検討会、有害金属対策基礎調査検討会、

黄砂関連委員会などにおいて多数の研究成果が活用

されると共に、地方環境研究所との共同研究等を通し

て自治体の大気環境施策に貢献した。

・東アジア酸性雨ネットワーク（EANET）、日中韓大

気汚染物質長距離越境移動研究プロジェクト（LTP）、

半球規模大気汚染輸送タスクフォース（TFHTAP）、

IGBP/IGAC、Atmospheric Brown Clouds （ABC） 等

の国際活動に参加し、HTAP 評価報告書の作成、

GEIA アジアセンターの立ち上げ、IGAC や ABC にお

けるデータベース作成に貢献した。

・東アジア域の黄砂・大気汚染分布予測を研究所のホー

ムページで発信すると共に、環境省の黄砂飛来情報提

供に貢献している。

本研究で得られた、東アジアの広域越境大気汚染に関

する科学的知見と評価手法を基礎として、同地域の国際

的な大気環境管理に資する、統合的な大気環境評価・管

理システム（将来シナリオ→対策オプション→排出量予

測→大気環境予測→自然・社会影響評価）の構築へと発

展させる展望が開けた。
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1．研究背景と目的

長江、黄河等東アジア地域の流域圏では、急速な経済

発展に伴う水需要量や水質汚濁負荷の増大によって、陸

域の水不足と水汚染、沿岸域・海域生態系の劣化が深刻

化すると共に、流域圏に支えられかつ流域圏に負荷を及

ぼしている都市におけるエネルギー・水資源制約および

水質の問題が一層深刻化している。これらの問題は、中

国のみならず、日本および東アジア各国に直接的、間接

的に影響を及ぼしている。これらの影響およびその対策

技術・政策の適応性と効果を定量的に評価し、持続可能

な水環境管理に向けた科学的基盤の確立が緊急の課題に

なっている（図 24） 1）。

中核研究プロジェクト「東アジアの水・物質循環評価

システムの開発」では、国際共同研究による東アジアの

流域圏、沿岸域・海域および拠点都市における水環境に

関する科学的知見の集積と持続可能な水環境管理に必要

なツールの確立を目指し、観測とモデルを組合せ、水・

物質循環評価システムの開発を行うことを目的とする。

また、長江などの陸域起源水が東シナ海の海洋環境・生

態系に及ぼす影響の解明を行うと共に、都市、農村と流

域生態系の共生の視点から、都市・流域圏における技

術・施策の導入によるケーススタディの結果に基づく、

適切な技術システムと政策プログラムの設計を含む流域

の長期シナリオ・ビジョンを構築するための方法論の開

発を行う。

これらの目標を達成するために、①流域圏における

水・物質循環観測・評価システムの構築、②長江起源水

が東シナ海の海洋環境・生態系に及ぼす影響の解明、③

拠点都市における技術・政策インベントリとその評価シ

ステムの構築の三つのサブテーマにおいて具体的な研究

計画を立てている。それぞれのサブテーマにおいて、観

測システムの構築、データベースの作成、モデルの開発

およびそれによる影響評価と将来予測の手順で研究を進

め、最終的に政策提言を行う （図 25）。

2．主な研究成果 

2．1　流域圏における水・物質循環観測・評価システム

の構築

2．1．1　目的と経緯

広域的な水・物質動態の計測手法による観測を適用

し、衛星データ、地理情報システム（GIS）、観測デー

タ等に基づく、東アジアの流域圏における水・物質循環

に関する情報データベースを構築する。特に、長江流域

の開発により、河川を通じて流入する汚濁物質等の陸域

からの環境負荷の量・質的変化への影響について推定と

解析を行う。さらに、気象・地形・土地被覆の条件が互

いに影響し合う複雑な過程、相互関係を調査・解析する

ことにより、水・物質循環を評価できる統合型モデルを

構築し、退耕還林やダム建設、南水北調などの利水事

業、土地改変などが水環境へ及ぼす影響評価を行う（図

26）。

長江流域は、中国中・南部の広い範囲を覆っており、

流域面積は 180.9 万 km2 である。チベット高原の唐古拉

山脈から、四川盆地、三峡を経て湖北省宜昌市に至るま

でが上流、宜昌から江西省湖口県までが中流、湖口から

図 25　研究の手順およびサブテーマの構成図 24　研究の背景と必要性

Ⅲ．中核研究プロジェクト 2：東アジアの水・物質循環評価システムの開発
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上海市の河口までが下流にあたる。源流から河口の標高

差は 5,400m に達し、西部の高原・高山地区、中部の中

山・低山地区、および、東部の丘陵・平原地区に大きく

分けられる。長江流域には成都、武漢、重慶などの重要

な工業都市、上海、南京などの国際商業都市を含む中国

の 11 の省（市、自治区）があり、流域の人口も経済規

模も中国の 1/3 以上を占めている。

長江の最下流にある大通水文観測点（河口部より約

550km）で観測された 1950 年以降の年間総流量の長期

的変動（図 27）は、1954 と 1998 年の 1,200 km3・y － 1 

以上の大流量から 1972 年、1978 年と 1986 年の 800 

km3・y－ 1 以下小流量まで変動幅が大きいものの、明確

な上昇や低下傾向が見られなかった。長江は中国大陸か

ら海域への淡水供給量の約 70 ％を担う。しかし、年間

の土砂輸送量は 30 ％以下であり、黄河の土砂輸送量約

37 ％より少ない。長江の土砂輸送量は 1980 年代以降土

砂流失の防止措置、退耕還林政策や、多くのダム建設に

伴って低下傾向にあり、特に 2003 年の三峡ダムの一部

の湛水し、さらに 2006 年の完成後は著しく低下した。

急速な経済発展による工業と生活排水及び化学肥料

消費量の増大に伴って、長江流域圏からの汚濁負荷量

は、上流から下流へ徐々に増えると同時に、海への負

荷輸送量が年々増大してきた 1）。中国海洋局の調査によ

ると、2010 年の長江流域圏からの汚濁物質である酸素

要求量（COD_Cr）とアンモニア態窒素（NH4-N）は全

国主要河川経由で海へ輸送された総負荷量の 75 ％を占

め、全リン（TP）は総負荷量の 80 ％を占めた 2）。また、

既存の研究によると、長江河口附近の海域での硝酸態

窒素（NO3-N）と溶存態リン（DP）の平均濃度も増加

傾向にあり、1958 ～ 1960 年の長江河口域及び沿岸海域

での NO3-N と DP の平均濃度は 0.124mg・L－ 1 と 0.026 

mg・L－ 1 であったが、1985 年にそれぞれ 0.682 mg・L－ 1 

と 0.054 mg・L － 1、 さ ら に、2001 年 に 1.860 mg・L － 1 

と 0.062 mg・L － 1 まで増大した 3,4）。2005 ～ 2006 年の

NO3-N と DP の平均濃度は 2001 年と比べて微量に低下

したものの、1960 年代と比べてそれぞれ 6.4 と 1.2 倍に

上昇した 5）。

長江流域圏からの汚濁負荷量の継続的な増大は、長江

河口域のみならず東シナ海の海洋環境と生態系、さらに、

漁業資源にも影響を及ぼすことが懸念されている。中国

海洋局が公表した中国海洋環境状況広報 2）によれば、長

江河口域を中心とする沿岸海域では、赤潮が頻発する

など海洋環境・生態系の劣化が著しい状況にある（図

28）。特に 2000 年以降、赤潮の発生頻度が大幅に増加

し、1970 年代の年数回から 2003 年の年 120 回まで増え

た。発生頻度の増加と共に赤潮の累計発生面積も増大し、

2004 年と 2005 年の 2 年間、赤潮が発生した海域面積は

25,000km2 を超えた。2006 年以降、赤潮の発生面積が減

少傾向になり、その原因は中国政府の陸域汚染源対策の

推進の効果と言われている 2）。

これらの背景を踏まえて、東シナ海の海洋環境・生

態系保全に向けた流域圏環境管理手法を導き出す過程に

おいて、数値モデルを用いた流域圏の水・物質流出特性

の定量的時空間評価は不可欠である。しかし、長江流域

のような大流域では、様々な制約条件によって厳密な分

布型物理モデルの開発は困難であった。その理由とし

て、まず計算グリッドの空間解像度を上げた場合に対応

し得るだけの地理情報データベースが整備されていない

状況が問題として挙げられる。次に、長江流域全体を対

図 26　流域圏における水・物質循環の評価手順

図 27 大通観測点で測定した年間河川流量及び年間土
砂輸送量の長期的変動（中国水利部長江水利委員
会の観測により）
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象としたシミュレーションモデルの検証に必要な河川流

量データや水質観測データの取得が困難である。しかし

ながら、長江の中下流域において近年大規模な洪水や水

質汚濁問題が頻発していることを受けて、上流域の農地

の林地への還元（退耕還林政策）やダム建設の効果の評

価、下流域の大規模な都市化や産業構造の調節等の影響

評価、氾濫に伴う陸域生態系や農業経済さらには海洋環

境への影響評価などのため、流域全体の水・物質動態を

表現できるシミュレーションモデルの開発が喫緊の課題

となっている。

2．1．2　評価システムの構築及びデータベースの作成

本研究では、長江流域全体を一つのシステムとみな

し、その中での水・汚濁物質の動態を目的に応じて、日・

月および年単位という異なった時間スケールで把握でき

るモデルを開発することを目的とした。そのため、地形

や土壌、そして土地利用等の空間的な不均一性を反映し

つつも降水や汚濁物質の流出過程を組み込んだ流域圏

統合評価ツールとして開発された SWAT（Sail & Water 

Assessment Tool）モデル 6,7）の適用を試みた。

SWAT は米国農務省（USDA）の研究業務としてテ

キサス A&M 大学 Black land 研究所が開発したもので、

モデルには流域全体の様々な土地利用や土壌類型からの

水・物質循環フラックスを評価するための一連のプロセ

スが組み込まれている。このモデルは、多様な土壌、土

地利用、および土地管理方法が複雑に存在する集水域に

おいて、水理量、汚濁物質、そして農業に関わる様々な

化学物質の循環に土地利用・管理事業が与える影響を予

測するために開発されたものである。このような目的を

達成するために、SWAT は物理型モデルを採用しており、

水文、気象、土壌、植生被覆に関する情報を用いて、流

域全体の全メッシュに対して水・物質循環フラックスを

評価できる。また、気象・土壌・土地利用などの様々な

シナリオに対応するデータを入力することにより、土地

利用管理や気候変動などの影響の評価が可能になる。さ

らに、このモデルにはダム貯水池、養殖や施肥環境に関

するパラメーターも組み合わせているため、ダム建設、

養殖や施肥による影響評価も可能となる。

SWAT モデルの入力データとして、地形、土地利用、

土壌類型と特性などの地理情報データベースが必要とな

る。また、入力気象データとして、日単位の最大・最小

および平均気温、さらに日単位の湿度、降水量、風速、

および日射量のデータが必要となる。さらに、モデル再

現性の検証データとして、長江本川及び主要支川の日平

均の河川流量や水質観測データも必要となる。これらの

データに関して、下記のように収集・推定した。

（1）地形・水系データ： アメリカ航空宇宙局（NASA）

から公開された 90m メッシュ（標高）データを用いて

ArcSWAT のツールで水系図を作成した（図 29）。これ

らのデータは緯度経度上に記述されているため、SWAT

で利用するためには直交座標系に投影変換する作業が必

要になる。投影変換作業は ESRI 社製の ArcMap9.3.2 を

用いて行った。

（2）土地利用データ：中国科学院地理科学・資源研究

図 29 入力データとして利用した長江流域の地形図及
びそれに基づいて作成した水系図

図 28 長江河口域を中心とする沿岸海域で赤潮の発生
回数と発生面積の累計（中国海洋環境状況公報 2）

より）
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所と共同で衛星データを用いて、2005 年次の 1km メッ

シュの土地利用データを作成した。このデータは SWAT

モデルで利用可能な直交座標系に投影変換を行い、さら

に、ArcSWAT 自身のデータベースにある土地利用コー

ド、例えば水田であれば RICE、水域であれば WATR、

草原であれば PAST といったコードが入力された土地利

用 GIS データに再変換した（図 30）。

（3）土壌分布データ： 中国科学院南京地理・湖沼研究所

より百万分の一の土壌分布データを入手し、これを再投

影したものを用いた。土壌分布データは土壌の類型を入

力されていたポリゴンデータである。SWAT では、土

壌の透水係数などの物理特性（空隙率、透水係数、含水

率、組成等）を設定する必要があるため、中国土種誌に

書かれた各類型の土壌物性値（鉛直 3 層）を参考にし、

ArcSWAT の編集機能を用いて入力した。

（4）気象・水文データ：中国水利部長江水利委員会及び

中国科学院との共同研究により長江流域における日降水

量、気温、相対湿度、日照時間等の気象データや主要な

水文観測点での水文・水質測定データを入手した。これ

らのデータは SWAT モデルの入力データと検証データ

として利用した。SWAT モデルでは日射量を用いるが、

気象観測所では日照時間しか得られていない。このため、

FAO が推奨した推定法 8）を用いて日照時間から全天日

射の日平均値を推定した。

（5） 汚濁物質の排出量を推定するため、長江流域の県レ

ベルの工業や生活排水量、各作物の栽培面積及び生産量、

化学肥料使用量などの統計データを入手した。これらの

データ及び現地調査による人間生活に関するパラメー

ターを利用し、長江流域の年間窒素排出量を推定した。

その結果、長江全流域の反応性窒素の総量は 2000 年に

は 14.25Tg-N に至り、1990 年から約 2 倍、1980 年から

は 3 倍以上に増加した。そのうち、窒素肥料の使用量は

急激に増加し、2000 年には反応性窒素総量の 86 ％を占

め、最も大きな窒素源であった。また、窒素の利用効率（作

物による収穫窒素固定量）は 1980 年には 31 ％、1990

年には 30 ％、2000 年には 23 ％と年々低下しているこ

とが分かった。さらに、1980 年の窒素排出源が主に下

流流域に集中していたのに対し、1990 年代には中流流

域まで、2000 年には上、中、下流を中心として、周辺

へ広く拡大された 9,10）。これらの推定結果を年間の日数

で割り、日変化モデルの入力データとして利用した。

2．1．3　観測システムの構築によるモデルの精度検証

モデルのパラメータリゼーションは、長江の最大支流

である漢江流域で実施した。その一環として、国立環境

研究所と長江水利委員会は漢江中下流の主流部分にある

仙桃水文ステーションにおいて水質の共同観測を実施し

た。図 31 は仙桃水文ステーションに設置した自動水質

測定システムである。測定項目は全窒素（TN）、全リン

（TP）、化学的酸素要求量（COD）、水温、濁度（SS）お

よびクロロフィル a（Chl-a）とした。

漢江流域の上流から下流までの 5 地点の流量と水質観

測データを用いてモデルのキャリブレーションを行い、

最も適切なパラメーターを抽出した。検証されたモデル

を用いて、数値シミュレーションによって漢江流域にお

いて退耕還林の効果を評価した 11）。漢江流域でのパラ

メータリゼーションで得られたパラメーター値を長江全

流域へ適用し、モデルの適合性の検証を行った。まず、

降水流出過程の再現性を確認するため、長江本川での大

図 31　測定システムの設置状況
図 30 入力データとして用いた長江流域の土地利用図

（2000 年）
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通観測点（河口部より約 550km）での日平均流量の計

算値と観測値の比較であり、両者の相関係数 R2 は 0.94

の高い値である。これにより、本川での年間を通じたダ

イナミックな流量の変動や雨期である夏期の変動まで十

分再現されていることが確認された。また、長江本川の

観測点である上流域の下流端である宜昌（河口部より約

1600km）と中流部の武漢（同約 1200km）及び下流域

の大通など三地点での月平均流量の計算値と観測値の相

関係数（R2）はそれぞれ 0.84、0.81 と 0.89 であり、再

現性はいずれも高い水準にあることを示している 11）。

流域全体を対象に行った栄養塩流出量の再現性を検

証するため、中国科学院と共同で長江本川の宜昌と武漢

での 2009 と 2010 の二年間（n ＝ 36）に渡って、月一

回の頻度で全窒素（TN）と全リン（TP）の濃度を測定し、

その測定濃度と月平均流量とかけ算で月平均の負荷量を

求めた 12）。TN と TP の月平均の測定負荷量と計算負荷

量との比較結果によると、TNの再現性は、宜昌R2 ＝0.84、

武漢 R2 ＝ 0.81 で高いが、TP の再現性は、宜昌 R2 ＝ 0.75、

武漢 R2 ＝ 0.74 で低く、しかも宜昌の場合、計算値は実

測値よりかなり低い結果となった。今後、国際共同研究

を通じて、土地利用や産業活動の変化に関する情報、土

砂流出に関するデータ及びより詳細な水質検証データを

取得し、モデルの精度向上に努めたい。

2．1．4　流域圏水・物質負荷流出の再現結果

全流域において水量・水質の動態（1991 ～ 2010）の

日変化をシミュレーションし、年平均値を求めた結果

によると、長江全流域平均の年平均降水量（PREC）は

1024.0mm であり、全流域平均の年平均蒸発散量（ET）

は 415.8 mm、年平均地表流出量（SURQ）は 293.4mm、

年平均地下流出量は 232.4 ㎜、最終的に地表と地下合わ

せた年平均流出量（WATER YIELD）は 571.6mm となっ

た。また、長江全流域における窒素負荷発生量の年間

平均値は、有機態窒素（ORGANIC N）は 6.75kg・ha－ 1

であり、無機態窒素である硝酸態窒素の表面流出発生量

（NO3 YIELD SQ）、地中（NO3 YIELD SSQ）及び地下（NO3  

YIELD GWQ）は、それぞれ 2.55kg・ha－ 1、0.48kg・ha－ 1、 

9.19kg・ha－ 1 となっていた 12）。窒素負荷発生の地域分

布の 2008 年の例を図 32 で示す。それによると、有機

態窒素について、上流域下流段の丘陵地区では年間発生

量が大きく、その次に、中流域の漢江流域でも発生量が

大きい。降水量の多い東南地域では、逆に有機態窒素の

流出発生量が小さい。硝酸態窒素の流出は主に四川盆地

や中、下流平野で発生しており、それは広範囲に分布し

ている農地による面源負荷と強く関係していることが言

える。また、地表流による負荷量よりも地下流による負

荷量が大きいという計算結果となった。

最後に、モデルによって推定した 1991 ～ 2010 の 10

年間の長江河口域での河川年流量及び栄養塩年輸送量の

年次変化を表 7 に示す。それによると、年流量は 2002

～ 2006 年の間は低下傾向がみられ 2007 ～ 2010 年の間

の増加傾向が見られるが、硝酸態窒素（NO3-N）の年輸

送量も同じ傾向で推移する結果となった。しかし、有機

態窒素（ORGN）、亜硝酸態窒素（NO2-N）、アンモニア

性窒素（NH4-N）などは、2002 ～ 2009 の間は低下傾向

にあったが、2010 年は大洪水によって海への年間輸送

量が急増した。

10 年間の平均値を見ると、長江の河口域で年間総流

量（FLOW）は 939.1km3 で、それによって運ばれた有

機態窒素（ORGN）は17.5万トン/年、硝酸態窒素（NO3-N）

図 32 各支流域における窒素負荷流出量の再現結果
（2008 年）
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は 180.9 万トン / 年、アンモニア性窒素（NH4-N）は

16.7 万トン / 年という計算結果となった。Wang らの

研究 13）によると、長江大通観測点での NO3-N は、1985

年に 78.2 万トン / 年、1990 年に 106.7 万トン / 年、そ

して 2000 年に 130.3 万トン / 年であったことから、本

研究で推定した 2001 ～ 2010 年の平均値の 180.9 万ト

ン / 年の結果は、前の 10 年間の年間平均値より約 50

万トン増大した。さらに、Duan らの研究 13）によると、

1980 ～ 1990 年の間に、大通観測点での NO3-N は 63.93

万トン / 年、NH4-N は 11.98 万トン / 年、NO2-N は 0.79

万トン / 年であったことから、本研究の推定結果と比

べると、この 10 年間の NO3-N は 1980 年代の約 3 倍に、

NO2-N は約 2 倍に、そして、NH4-N は約 30 ％増大した。

中国政府は、水質汚濁の対策を 1996 からの 3 期の 5 ヶ

年計画において大量の資金を投入し実施してきた。その

うち、「第 9 次 5 ヶ年計画」の主体は工業排水対策であり、

改革開放を担った中小規模の郷鎭重化学工業工場の閉鎖

を含めて整理・統合し、厳しい排水規制に耐える産業構

造調整を行った。「第 10 次 5 ヶ年計画」では、生活排水

対策として都市下水整備に外資を含めた集中的な投資を

行い、総体方案では排水規制の強化と監督に重点を置い

た。「第 11 次 5 ヶ年計画」では、水質汚染対策として化

学的酸素要求量（COD）が「主要汚染物質」として指

定され、2010 年までに 2005 年に比べ 10 ％削減する目

標が設定されていた。しかし、本研究の推定結果から明

らかになったのは、長江流域の水環境がいまだ改善され

ていないということである。その原因として、管理体制

上の問題があること、また、流域の自然条件、土地利用、

産業構造などを総合的に考慮した流域管理の理念が欠け

ていることが考えられる。

流域総合管理の視点から提言するならば、まず、流域

管理の重点を、水量・水質の管理から流域内の土地利用、

資源利用、産業構造、人間生活などの総合的な管理へ移

行することである。そのため、流域管理部門の総合管理

能力を強化した上で、流域総合管理に関する立法を推進

し、法律に従って厳格に実行すること；流域圏に属する

各レベルの行政管理部門の緊密な連携と協働体制を構築

すること；制度上、組織的に保障した上で民衆参加型管

理体制を構築することが挙げられる。今後、政策を決定

するためのツールとして、流域圏統合評価モデルの精度

を向上させ、都市や農村の発展計画や自然保全計画に伴

う産業構造と土地利用の変化や流域の改造活動の影響評

価を行う予定である。

2．1．5　産業連関表による汚濁負荷量の推定手法の開発

流域の汚濁負荷量の推計方法は、大きく 2 つに分類

できる。1 つ目は物理学的アプローチで、気象や土地利

用など自然条件下で、汚濁負荷の流達量を推計すること

が出来る。2 つ目は社会経済的アプローチで、生産消費

活動をベースに排水量や汚濁負荷量を求めることが出来

る。本研究は、産業連関表による排出インベントリーモ

デルをベースに、汚濁負荷量の推計手法の開発を行っ 

た 15,16）。

長江流域は水資源のみならず、上海、重慶など主要都

市が立地し、中国経済の主要地域である。それために、

中国の他の地域に与えるインパクトは経済的にも、水環

境的にも大きいことが予想される。また、一般的に中国

では東部沿岸域と西部内陸域の経済水準は大きく異なる

ため、そうした地域特性を把握するためには、いくつか

の地域に分割した手法が必要となる。そこで本研究では、

地域間産業連関分析モデルを用いた排出インベントリー

モデル（以下、地域間インベントリーモデル）の開発を

行った。モデル式は式（1）の通り。

 （1）

ELind： 汚濁負荷排出量
D̂：汚濁物質排出係数対角化行列
B：レオンチェフの逆行列
F̂：最終需要対角化行列

表 7 大通観測点での水量と汚濁物質の年間総流出量の計
算結果

年次 FLOW ORGN NO3-N NH4-N NO2-N TN
（km3） （10,000t）

2001 814 15.2 172.5 15.6 5.0 208.3
2002 1111 23.1 209.2 21.0 6.6 259.9
2003 1013 17.6 181.7 16.6 5.2 221.1
2004 884 11.8 161.6 12.0 4.0 189.4
2005 981 20.2 198.0 18.4 5.7 242.3
2006 776 16.5 152.3 15.2 4.7 188.7
2007 867 12.7 166.3 13.1 4.4 196.5
2008 927 15.5 169.6 15.4 4.8 205.3
2009 859 12.4 169.5 13.2 4.4 199.5
2010 1164 30.5 228.6 26.6 8.5 294.2
平均 939.0 17.5 180.9 16.7 5.3 220.4
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なお、レオンチェフの逆行列 B は式（2）となる。

 （2）

A：投入係数行列
M̂：輸入係数対角化行列
A rs：地域 r から地域 s への投入係数行列

ここで、D̂ r を地域 r の汚濁物質排出係数対角化行列、
B rs を地域間産業連関表のレオンチェフ逆行列、F̂ r を地

域 r の域内最終需要対角化行列と定義すると、式（1）

から式（3）を得ることが出来る。

 （3）

このモデルを長江流域へと適用し、長江流域におけ

る汚濁負荷（COD）インベントリを推計した 17）。また、

それら手法を用いて、長江流域の汚濁負荷の誘発構造

分析を行った（図 33）。その結果、以下のことを明らか

にした。1）水資源の豊富な長江上流は、他の地域によ

る水依存度が高い；2）長江中流では、海外および国内

貿易によって水資源が消費される構造となっている；3）

長江下流は、中流および中国南部では、国内貿易によっ

て水資源の消費量を抑制している；4）海外貿易による

汚濁負荷フットプリントが長江中流域および中国北部で

観察される；5）長江中流では、国内貿易を介して、他

の地域の汚濁負荷が集積する構造となっている。

2．2 長江起源水が東シナ海の海洋環境・生態系に及ぼ

す影響の解明

2．2．1　目的と概要

上述のように、長江流域からの汚濁物質濃度は、1990

年代の中国経済成長による流域農業地帯での化学肥料大

量使用や上海デルタでの都市型排水増大の影響により、

長江河口域を中心とする沿岸域では赤潮が頻発するな

ど、水質・生態系劣化が著しい状況にある。一方、長江

は、陸域から東シナ海への淡水供給量の 70 ％以上を担

う。例年、河川流量の増大する初夏から秋季にかけては、

東シナ海陸棚域において長江河川水の影響を受けた低塩

分水が出現し、また大規模な長江洪水イベントではその

影響は対馬海峡を通過し日本海にまで及ぶ。中国国内の

陸域負荷増加は長江河口域のみならず東シナ海全域の水

質生態系、さらには漁業資源に対して影響を及ぼしかね

ない。

本サブテーマおよび関連研究では、2002 年以降、長

江起源水によって東シナ海へ輸送される陸域起源物質等

に対する陸棚生態系の応答を明らかにすることを目的と

して、水産総合研究センター西海区水産研究所との共同

で、年 1 回の東シナ海陸棚域調査を実施してきた。その

結果、初夏の陸棚域においては長江起源水（塩分 28 ～

31）が表層に広く分布し、その範囲に中国沿岸域の赤潮

主要種である渦鞭毛藻（Prorocentrum dentatum）がク

ロロフィル a（Chl.a）として高濃度（～ 50 µg/L）で観

測された。陸棚域中央部における同種の高濃度発生の報

告はこれまで皆無であり、我々の観測した現象は近年の

東シナ海生態系変調の兆しである可能性が高い。

仮に東シナ海生態系の変調が生じており、またその第

一の原因が中国陸域からの負荷であるとするならば、水

産海洋資源を初めとする生態系サービスの持続性確保の

ためには、中国陸域負荷削減の必要性を国際的な認識と

して共有し、また施策の提案を行っていくことが求めら

れる。しかしながら、東シナ海環境・生態系に影響を及

ぼす要因は、中国陸域からの汚濁負荷増大の他、中国沿

岸における大規模養殖、近海および陸棚域における水

産資源乱獲、近年の水温上昇や陸棚縁辺を流れる黒潮の

蛇行など人為的なものから自然現象に至るまで幅広く、

各々の事象について科学的知見に基づき、その因果関係

を明確にしなければならない。

これらのことを踏まえ、本サブテーマでは、陸棚域の

低次生態系の変調、特に渦鞭毛藻 P. dentatum の優占化
図 33 貿易による汚濁負荷フットプリント（2000 年、

104t-COD）
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と陸域負荷の関連性を、観測データと観測した物理・生

物素過程から構築した数理モデルに基づき解明すること

で、陸域負荷に対する東シナ海環境の影響予測が可能な

長江流域圏・東シナ海統合環境管理モデルを開発し、国

際的な枠組みにおいて陸域負荷削減対策等に向けた科学

的知見を提供することを目的として以下の研究を行っ

た。

①東シナ海日本側排他的経済水域内における長江起源水

の海洋生態系維持に果たす役割とその変調の兆しを

把捉するための航海調査

②大型培養槽を用いた P. dentatum の日周鉛直移動特性

の把握

③陸起源汚濁負荷流出に対する長江河口域・東シナ海陸

棚域の水質生態系応答の定量的評価のための流動・

水質・生態系モデルの開発

2．2．2　航海調査による海洋環境・生態系の現状把捉

2006 ～ 2010 年度にかけて東シナ海陸棚域の航海調

査を毎年初夏に実施した。そのうち、水産庁照洋丸で

行った 2007 年 6 月（SY0702 航海： 6/18 ～ 6/30、52 測

点、図 34）および水産総合研究センター西海区水産研

究所陽光丸で行った 2009 年 6 月（YK0905 航海 6/19 ～

6/25、34 測点）の調査では、Chl.a が 50µg/L を超える

高濃度の P. dentatum の出現が確認された。

SY0702 で得られた CTD 観測、植物プランクトン固

定試料（種同定・細胞体積計測）、および多層採水試料

の栄養塩濃度を用い、陸棚域における P. dentatum 出現

水域の環境特定の解析を行った。調査海域の水深10m（混

合層内）の T-S ダイアグラム解析による表層水の水塊分

類を行ったところ、塩分が32～33の長江希釈水（CDW）、

高温の台湾暖流水（TWW）、さらに高塩分の黒潮亜表

層水（KSW）に区分された（図 34、図 35）。CDW と他

の水塊の中間は境界域（Boundary）とした。渦鞭毛藻 P. 

dentatum は、植物プランクトン固定試料を採取した 21

測点（以下、解析対象測点と呼ぶ）のうち、図 34 で示

した測点 31 を含め、7 測点で優占した。これら 7 測点

は表層水塊区分で CDW および Boundary 海域と一致し

た。各測点の P. dentatum の出現水深（Chl.a ピーク）は

多くが水深 10m 以深の亜表層であった。P. dentatum の

Chl.a ピークは、T-S ダイアグラム上、表層の CDW 水

塊より、陸棚底層水に近い密度躍層付近に出現していた

（図 36）。P. dentatum ピークおよび表層の栄養塩（NO3
－
 

および PO4
3－）は検出限界以下の枯渇状態（e.g. NO3

－＜ 0.1 

µM）であった。一方、躍層直下では NO3
－で 2.4 ～ 7.3µM

存在していた。したがって、P. dentatum は陸棚底層水

から供給される栄養塩類で維持されている可能性が高い

と考えられた。

図 35　解析対象測点の T-S ダイアグラム

図 34 SY0702（2007 年 6 月）における測点 31 の鉛直プロファイル（左図）および表層 10m 塩分、観測点、各測点の水塊分類（右
図）（黒塗の測点：P. dentatum が優占植物プランクトンとして観測）
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次に SY0702 で得られた CTD 観測（蛍光光度セン

サー）、懸濁態試料（蛍光光度法および HPLC-PDA 法

による Chl.a および補助色素）を用いて、陸棚域有光

層における P. dentatum のバイオマスの定量評価を行っ

た。なお、有光層の深さ（Ze）については、明期観測

点では実施した PAR 照度より求めた 1 ％光補償深度と

し、暗期観測点では Chl.a 濃度、濁度などの水質から光

消散係数と光補償深度を推定するモデルを構築して Ze

を推定した。HPLC による補助色素用の懸濁態試料は、

17 測点の表層、Chl.a 極大層および中間層から取得し、

色素構成の因子解析を行って（CHEMTAX 解析）鞍点

法 18）により |S-CF| を最小化する F および C の組み合

わせの決定。S、C、F：それぞれ色素濃度行列（分析

値）、植物プランクトン濃度行列（推定値）、補助色素 /

Chl.a 行列（推定値）、Chl.a に対する各植物プランクト

ン綱の寄与率（RA）を求めた。以上の Chl.a 鉛直分布、
Ze、RA から綱毎の有光層 Chl.a バイオマス（ChlA,E）を

得た。渦鞭毛藻および珪藻は固定試料を用いて細胞体積

を計測し、Montagnes et al. （1994）の換算係数 19）によ

り種毎の Chl.a に変換した。CHEMTAX 解析と結合さ

せることで調査海域の P. dentatum 由来の ChlA,E を評価

した。解析対象測点の出現植物プランクトンは、渦鞭毛

藻綱（Dinophyceae）、珪藻綱（Bacillariophyceae）な

ど 9 種類の綱が確認された。これらの植物プランクトン

綱に特徴的に含まれる 10 種類の補助色素（Peridinin、

Fucoxythantin 等）を選択し CHEMTAX 解析に用いた。

全ての試料に対して共通の補助色素 /Chl.a 比行列（F）

を求めたところ、行列内に異常な要素値が得られ顕微鏡

観察から予想される組成と明らかに異なる結果を得た。

これは様々な環境から採取した試料には同一綱であって

も異なる補助色素 /Chl.a を有する場合があるためと考

えられた。このため規格化した色素分析値のデータセッ

トにクラスター解析（WARD 法）を適用し、ユークリッ

ド距離に基づき相同性の高い 3 グループに分類して F

を求めた。その結果、各グループで優占した植物プラン

クトンの行列要素が既報値に近い値を得た。また各グ

ループを 2 つのサブグループに分割して求めた F と上

位グループの F を比較したところ、少なくとも優占種

に関する行列要素の変動は小さかったため上位 3 グルー

プの分割で得られる F を各グループの適用行列とした。

解析対象測点の各綱の ChlA,E 合計（ΣChlA,E）は、132

（測点 31）～ 12.5（測点 26）mg/m2 であり、CDW 海

域で顕著に高く、その他の海域間では大きな差は見られ

なかった（図 37）。また CDW 海域では渦鞭毛藻の寄与

が高く（＞ 50 ％）、他の海域では珪藻や藍藻が優占的で

あった。植物プランクトン固定試料の画像解析による渦

鞭毛藻の Chl.a 寄与率評価では、CDW 海域の渦鞭毛藻

は P. dentatum に由来することが示された。また各層試

料の CHEMTAX 解析および画像解析から得られる渦鞭

毛藻Chl.aを比較したところ両者に高い相関が示された。

CHEMTAX 解析と画像解析の結果を結合しΣChlA,E に占

める P. dentatum の割合を求めたところ、CDW 海域では、

ΣChlA,E の 46.5 ％が P. dentatum に由来することが明ら

かになった。

以上の解析により、陸棚域で優占的に観察された P. 

dentatum は、表層を CDW 水塊が覆う海域とほぼ一致し、

且つ P. dentatum 単独で CDW 水域のΣChlA,E の半分弱を

占めていること、また P. dentatum の出現水深が密度躍

層付近であることから、陸棚底層水の栄養塩を獲得して

図 36　P. dentatum Chl.a ピークの T-S 特性 図 37　各測点の有光層 Chl.a と植物プランクトン綱組成
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群集を維持していることが考えられた。

2．2．3　 大型培養槽を用いたP. dentatum の日周鉛直移

動特性の把握

東シナ海での渦鞭毛藻 P. dentatum 優占化の要因の一

つとして考えられる日周鉛直移動の詳細観測を藻類大型

培養槽（海水培地量 1000L、水位約 1200mm）を用いて

行った。培養海水は MNK 培地、培養株は東シナ海で単

離した P. dentatum を用いた。熱対流による弱混合条件

（平均水温 19.5 ℃）で培養を開始し、培養 5 日目（Day 5）

に培養槽底部から 350mm 付近を境界とする温度躍層を

構築した（塩分 30.4、上層 22 ℃、躍層下 17 ℃；理論密

度差 1.26g/kg-SW）。明暗周期は 12 時間とした。明期 

（0600 ～ 1800）の表層照度は約 90µE/m2/s である。毎

朝 0900 ～に鉛直方向約 300mm 間隔に設置されている

固定採水ポートから採水を行い、Chl.a、細胞、栄養塩

濃度を分析した。温度躍層構築後は毎分 35mm の速度

で鉛直昇降する Chl.a 蛍光測定システムにより培養槽内

（水高 100 ～ 1200mm 範囲）の鉛直 Chl.a 分布を連続的

に観測した。

熱対流条件を設定した培養前期（Day 2 ～ Day 5）で

は培養槽内の Chl.a は鉛直方向に一様に分布し、また明

瞭な対数増殖を示した（比増殖速度 ＝ 0.568/day）。図

38 に Chl.a の鉛直相対分布の時間変化を示す。温度成

層を構築した Day 5 1400 から照明消灯時刻の 1800 にか

けて、Chl.a の下方への移動傾向が観測され、その後の

暗期（Day 5 1800 ～ Day 6 0600）は水高 350mm 付近に

集積した。Day 0600 の照明点灯後は、350mm 高よりも

上層に移動し分散する傾向となった。Day 6 ～ Day 8 に

ついても同様な傾向が見られた。Chl.a の鉛直相対分布

の重心および重心の移動速度（mm/h）を計算したとこ

ろ（図 39）、Chl.a（P. dentatum 細胞）は明暗周期に依

存して鉛直移動を繰り返していること、ただし上昇開始

は必ずしも明期開始後ではなくその数時間前から起こり

うること、下降開始は明期途中から起こりうること、重

心の最大移動速度は毎時 150mm 以上になり得る場合が

あることが明らかになった。また暗期の Chl.a の下降下

限が海水密度勾配の大きな水高 300 ～ 400mm に集積す

ることから、P. dentatum の鉛直移動には細胞の比重が

大きく関わっていることが示唆された。これらの観測結

果は、東シナ海の P. dentatum の日周鉛直移動特性に関

して定量的な情報を与えるものであり、今後、移動速度

や移動タイミングの支配因子を明らかにするための培養

実験を継続実施し、生態系モデルの構築に適用していく

予定である。

2．2．4　海域における流動・水質・生態系モデルの開発

陸域負荷に対する東シナ海環境の影響予測が可能な

長江流域圏・東シナ海統合環境管理モデルの開発を目指

し、東シナ海陸棚域の渦鞭毛藻を主な解析対象とする流

動・水質・底質・生態系モデルを構築した。本モデルは

水中および底泥中における C-N-P-O 循環を解析する構

造（図 40）になっており、珪藻・渦鞭毛藻による一次

生産、有機物の好気・嫌気分解、水質 - 底質の物質交換

などの素過程が考慮されている。構築したモデルを観測

データが十分蓄積されている国内フィールド（東京湾・

伊勢湾）に適用して観測値の再現精度を検討したところ、

図 39 Chl.a（P. dentatum）の分布重心と重心移動速度
の時系列変化

図 38 大型培養槽内の Chl.a（P. dentatum）鉛直分布時
系列変化（鉛直相対値）
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各種水質項目（Chl.a、DO、DIN、DIP など）の計算値

は観測値とよく一致しており、本モデルの妥当性が確認

された（図 41）。今後、東シナ海に本モデルを適用し、

モデルの妥当性、特に渦鞭毛藻の高濃度発生の再現精度

に重点を置いて検討する予定である。

陸棚域の水塊・水質形成に長江希釈水がどの程度寄

与しているかを調べるため、流動モデルを用いて数値ト

レーサ実験を行った。水塊起源には長江希釈水（CDW）、

黒潮（KSW）、台湾暖流（TWW）の 3 つを対象とし、

それぞれが流入する地点でのトレーサ濃度を 1.0 として

移流拡散させた。なお、トレーサ物質は水中における生

成・消滅および沈降等が一切生じないものとした。

流動解析は 2004 年 1 ～ 12 月の気象・海流などの境

界条件を与え、1 年間の計算を擬定常解が得られるまで

繰返し実施した。図 42 に 2004 年 7 月平均の表層・底

層（海底直上水）の塩分及び長江希釈水、黒潮、台湾暖

流のトレーサ濃度の分布を示す。まず、表層塩分を見る

と、長江の出水によって低塩分水が長江河口から陸棚域

にかけて広範に拡散している。長江希釈水は、台湾暖流

の北上流の影響を受けて長江河口より北東方向にまず流

出し、その後強い西風に吹送され時計回りに方向を変え

て陸棚域に輸送されている。底層塩分を見ると、長江河

口付近では台湾暖流、陸棚域の東側では黒潮の北上に

よって南方の高塩分水が陸棚域に侵入している。陸棚域

東側から侵入した高塩分水は黄海・渤海にまで到達して

いるが、これは主として冬季に現れる北上流、いわゆる

黄海暖流によるものである。これらの特徴は観測事実と

よく一致しており、流動モデルの妥当性が確認された。

次に、数値トレーサ実験の結果を見ると、我々がこれ

までに渦鞭毛藻の高密度発生を観測した海域（図 42 中

の黒枠部：30 ～ 32N、124 ～ 126E）の水塊は、表層・

底層ともに 3 つの起源のうち台湾暖流の影響を最も強く

受ける海域であることが分かる。長江希釈水は当該海域

の表層の北西端においても台湾暖流の半分程度の寄与し

図 41 1999 年伊勢湾の流動・水質シミュレーション結果と観測値（三重県科学技術振興センター浅海定線調査 Stn12・環境
省広域総合水質調査 Stn21）の比較の一例

図 40　水質・底質・生態系モデルの構造
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か認められず、一見すると当該海域の水塊水質形成にあ

まり寄与しないように見える。しかし、本シミュレー

ションの結果は長江希釈水と台湾暖流の流入点のトレー

サ濃度を同じ 1.0 としたものであり、一般に長江希釈水

に含まれる物質濃度は海域のものに比べて数倍～数十倍

高いこと 20）を踏まえると、台湾暖流の半分以下とはいえ、

当該海域の水塊水質の形成に長江希釈水の影響は無視で

きないといえる。

以上をまとめると、これまでに渦鞭毛藻の高密度発

生を観測した海域の水塊は主として台湾暖流の影響を強

く受ける海域であること、当該海域北西部の表層水塊は

長江希釈水の寄与が無視できないことが明らかになっ

た。これらの結果は、2.2.2 に記した観測結果、すなわ

ち CDW 水塊中の Chl.a バイオマスが高いこと、陸棚域 P. 

dentatum は底層水塊（台湾暖流）から供給される栄養

塩類で維持されていることを裏付ける結果と考えられる。

2．3　拠点都市における技術・政策インベントリと評価

システム

2．3．1　目的と経緯

日本では、高度経済成長期における大気汚染や水質汚

濁をある程度改善した後に、廃棄物問題、地球温暖化問

題等が課題となってきた。これに対して、20 世紀末か

らの中国における飛躍的な経済成長がもたらした環境汚

染は、産業都市の人々の暮らしを脅かす水質汚濁や大気

汚染が、同時に、国境を越えた環境問題や地球温暖化、

世界的なエネルギー問題や資源問題を引き起こしている

ことが重要な特徴である。発電、鉄鋼やセメントなどの

エネルギー多消費型の産業を中核とする産業構造は、地

球温暖化問題やエネルギー問題を引き起こしつつ、都市

への人口の集中と都市圏の拡大を伴いながら、大気汚染、

水資源問題・水質汚濁、廃棄物問題、都市を支える流域

圏への負荷の増大という問題を深刻化させている。中国

のみならず、同じように産業化と都市化が急速に進むア

ジア諸国でも、行政担当者を始め各界から、日本の環境

技術へは大きな期待が寄せられてきたが、上記のよう

な、都市における環境負荷の相対的な増大と環境問題の

全般的な深刻化の特徴を踏まえた統合的な環境対策を実

施することは、十分に行われてこなかった 24）。その原因

は、問題の統合的な把握が不十分であったことだけでは

なく、統合的な解決の具体的な手法も不十分であったこ

とにある。

本サブテーマでは、主に中国の拠点都市を対象にして、

水資源問題・水質汚濁対策と温暖化対策、廃棄物対策と

図 42 数値シミュレーションによる 2004 年 7 月平均の表層・底層塩分及び長江希釈水（CDW）、黒潮（KSW）、台湾暖流（TWW）
の数値トレーサ濃度
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を統合的に解決する手法について研究を進めてきた。統

合的な解決の中心となるツールは「都市環境技術・政策

シミュレーションシステム」であるが、これは、資源・

環境技術インベントリ、都市環境フラックス統合解析モ

デル（Urban NICE model）、政策インベントリ等によっ

て構成されている。「都市環境技術・政策シミュレーショ

ンシステム」では、都市における水資源問題・水質汚濁

対策と温暖化対策、廃棄物対策を中心に扱っているが、

大気汚染対策や生態系サービスを扱うこと、都市を支え

る流域圏を含めた取り扱いが可能な構造を持っている。

いかなる環境対策も、環境汚染や環境負荷の排出に対し

て社会的な関心とそれにともなう「負担意思」が存在し

ないアジアの多くの都市の状況では、伝統型の多量消費

多量廃棄の工業生産に対して、市場での競争力を持つこ

とができない。しかし、中国の全国人民大会で議論され

ている、循環経済法はその転換点となると期待されてお

り、日中の環境技術の連携が、理念的な一方向の連携の

ステージから、実務的な双方向の連携に移行する機運が

見られつつあるため、本サブテーマで取り扱っている「都

市環境技術・政策シミュレーションシステム」を基にし

た共同研究を実施してきた。

本報告では、拠点都市を対象にした「都市環境技術・

政策シミュレーションシステム」の全容について述べ、

構成要素の中でこれまでに先行的に開発してきた、「都

市水熱代謝モデル」、「分散型水処理技術システム」、「資

源循環技術・政策インベントリ」について詳述する。

2．3．2　都市環境技術・政策シミュレーションシステム

循環型経済社会への取り組みの一環として、日本では

エコタウン事業が進められてきた。エコタウン事業は、

産業から出るすべての廃棄物を新たに他の分野の原料と

して活用し、廃棄物の発生をゼロにすることを目指す「ゼ

ロエミッション構想」を地域の基本構想と位置づけ、環

境調和型産業を形成するとともに、それを地域振興の基

軸として先進的な環境調和型のまちづくりを推進するこ

とを目的としてきた。1997 年より日本の 26 都市が承認

されて、環境調和型のビジネスと社会システムの開発が

進められてきた。エコタウン事業では、生産活動から発

生する産業廃棄物と家庭や事務所などの都市活動から発

生する一般廃棄物を、新たな生産プロセスの資源として

投入することにより、廃棄物の発生量を抑制するととも

に、新規資源の消費量を削減することができる。

図 43 は代表的なエコタウンにおける、循環型製造技

術の例について物質の流れのフローを示している。それ

図 43　エコタウンにおける循環型製造技術インベントリ
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ぞれのプロセスで、原料資源やエネルギーを廃棄物で代

替して、セメントや鉄鋼、製紙などの生産プロセスを可

能にする技術システムが開発されており、これらを定量

的に生産関数として表現することによって、これらの循

環型生産プロセスの中国の都市への導入効果を推定する

ことができる。

都市の循環基盤として製鉄所やセメント工場、さらに

その集積としてのエコタウン施設を活用することによっ

て、社会的な投資の費用対効果の高い将来のシナリオを

設計することも可能となる。そのためには、人口や、商

業・工業などの経済活動、建設施設の分布などとともに、

水質や大気質などの環境観測モニタリング情報を統合し

て、都市環境の特徴を定量的に解析する都市環境データ

ベースと、人間活動の環境への空間的な影響と、移動の

メカニズムを明らかにする都市環境の物理モデルと社会

行動モデルとともに、環境技術と社会技術を組み合わせ

た将来の代替的な政策ビジョンを計画してその効果を定

量的に算定する都市環境シミュレーターの研究開発を推

進してきた。さらに、循環経済の実現に向けて、日本と

中国の研究、行政機関の専門家が連携して中国の産業都

市における「循環経済都市シミュレーター」の研究を進

めてきた。

振り返ってみれば、わが国では、高度成長期の激甚

な環境汚染に対しては水質汚濁や大気汚染を防止する公

害対策で産業起因の環境汚染の急速な解決を実現してき

た。1970 年代からのエネルギー価格急高騰には省資源・

省エネルギーの製品生産技術開発を進めることで、世界

でも有数のクリーナープロダクション産業システムを実

現してきた。さらに、90 年代以降には、地球環境問題

や廃棄物問題への対応として循環型経済社会推進として

3R（リデュース、リユース、リサイクル）の社会シス

テムの整備とともに技術開発、リサイクル事業の整備が

積極的に進められてきた。

これらの技術が中国のすべての都市で有効に適用で

きるわけではない。中国では先進国と比肩しうる高次な

産業化が進んだ都市から、素材型産業からの飛躍を図る

都市、さらには農業地域での工業化を進めるなど多様な

都市・地域ニーズが存在する。広大な国土は環境汚染の

顕在化と社会的認知を遅らせてきた一方で、汚染が広域

化、深刻化している現状も招いている。中国の諸都市で

は産業化と人口集積にともなう都市スケールの環境問題

と、より広域スケールの環境問題とともに越境大気汚染

や温暖化などの国際的な環境問題に同時に対応すること

が今まさに求められている。

2008 年に中国で成立した循環経済法では、エネルギー

と資源の消費を減量するとともに、地方自治体ごとの総

量規制制度を確立し、環境汚染方策だけではなく、産業

政策と都市建設を含めて都市や地域ごとの循環経済の実

現を目指すことをうたっており、環境費用を都市経営に

反映する点では大きな転換点を迎えることとなった。一

方で問題と対策の範囲があまりにも広いため、有効な対

策についての議論をする時間もなく、たとえば事業所の

閉鎖などのドラスティックな方策についてもすでに議論

が始まっている。本研究は、中国都市の環境と社会経済

の特性をもとに、代替的な将来シナリオを定量的に測

定することのできるツールとしての循環経済都市シミュ

レーターの研究開発を進めてきた（図 44）。

具体的に、中国科学院瀋陽応用生態研究所循環経済・

産業共生研究センター、中国遼寧省の環境科学院および

瀋陽市環境保護局との国際的な産官学連携の研究体制を

構築して、シミュレーターの開発とともに、その運用に

よる具体的な環境技術と環境政策の立案の共同研究を

行った。中国の代表的な河川の一つである遼河の流域に

立地する瀋陽市をはじめとする産業都市での、汚水処理

技術の選択、処理施設の分布、と産業施設の誘導および

面的な都市開発規制を含む代替的な対応策の効果を流域

単位でシミュレーションするモデルの開発を進めてき

た。

2．3．3　都市水熱代謝モデルを用いた技術・施策の導入

効果の評価

都市環境技術・政策シミュレーションシステムの一

環として、これまでに開発してきた陸域統合型 NICE モ

デルに対して、アスファルトや建物で覆われた人工地を

対象とした都市キャノピーモデル及び局所大気モデル等

を接続することによって、都市域での総合的な水熱収支

解析が可能なモデルへの拡張を行った（NICE-URBAN

モデル）。モデルを検証するため、データが相対的に入

手しやすい国内の川崎市を対象にシミュレーションを実

施し、さらに、本モデルを用いて幾つかの施策案のもと

での水熱循環の変化に及ぼす導入効果の予測シミュレー

ションを行った。

1） 陸域統合型 NICE モデルと都市キャノピーモデル及

び局所大気モデルとの結合（NICE-URBAN モデル）



─ 44 ─

都市域の地表面を通しての水熱収支は周辺域の水熱

循環に大きな影響を及ぼすため、本研究ではこれまで

に開発してきた NICE モデルに新たな改良を行った。

NICE モデルは、MODIS 衛星データから得られる LAI

や FPAR 等の高次プロダクトと同化することによって植

生の季節変化・増殖を考慮し、かつ、河川水・土壌水分・

地下水及び植生間での相互作用を考慮した 3 次元グリッ

ド型の水・熱・物質収支モデルである。

まず、都市形状、放射過程、及び水・熱収支のモデル

化を含む都市キャノピーモデルの構築を行った。また、

陸域－大気域間での水・熱フラックスを考慮して陸域

NICE モデルと局所大気モデル（RAMS）の結合を行った。

更に、都市内部の挙動については、簡易型の AUSSSM

をベースにして鉛直平均値（温度・湿度・風速）の水平

方向への移流拡散プロセスを新たにモデル化して追加し

た。

2） 入力データ及び計算条件等について 

①入力データ及び境界条件

モデル境界条件として、土地利用・植生・土壌・地質

等の GIS データを各 3 次元グリッドに与えるとともに、

広域境界条件として気象庁 MSM 及び ECMWF 再解析

データを用いた。都市域については、国土数値情報及び

川崎市・横浜市・東京都提供の建物データを用いて作成

した建物メッシュデータを境界条件とした。観測データ

のない集水域上流端（森林、草地、非灌漑地等）の境界

では、表面流及び地下水流は尾根を越えて反対側には流

れないという仮定で反射条件を用いた。南東側の境界（東

京湾）では 0m の定水頭を与えた。初期条件としては、

地表面に平行な水頭を与えた。多摩川等の河川セルでは

河床からの流入・流出量は地下水と河川水の水頭勾配と

して算定した。

②人工排熱データの算定

川崎市及び周辺地域を対象として、オフィスや家庭由

来の空調、工場及び煙突等から発生する建物由来の排熱

データを作成した。都市計画基礎データを利用して建物

別の排熱分布をメッシュごとに集計した後でメッシュ別

排熱分布データを作成し、各メッシュの土地利用区分ご

とに高度の相違を考慮してモデルへ入力した。

③緑化及び保水性舗装導入による環境技術評価

川崎市指針等をもとにして、緑化及び保水性舗装の 2

種類の政策オプションに対するシミュレーションを行っ

た。第一段階の感度分析シミュレーションとして、両施

図 44　都市環境技術・政策シミュレーションシステムの基本フレーム
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策ともに道路メッシュは対象外かつ建物が建っていない

部分（空き地）の全てを対象とした。なお、保水性舗装

については路面に常に一定量の水分を供給という条件を

用いた。

④シミュレーション期間及び領域

計算の際には、広域スケールの関東メッシュ（計算

領域：260km × 260km、 格子サイズ：2km × 2km）で

の計算結果を都市スケールの川崎メッシュ（計算領域：

36km × 36km、 格子サイズ：0.2km × 0.2km）の初期条

件及び境界条件として入力する one-way nesting を行っ

た（図 45）。シミュレーション期間は、2006 年 8 月 1 

日～ 2006 年 8 月 10 日の 10 日間とし、時間ステップは

1.5 秒～ 1 時間までスケール及びサブモデル間で可変と

した。なお、川崎市提供の川崎市全域の気象観測データ

及び水収支観測データを用いて、2005 ～ 2006 年の 2 年

間の検証を事前に行った。併せて、気象庁 MSM の再解

析データも参考値としてモデル検証に用いた。

3） 結果及び考察 

①夏季の都市域での水熱循環の再現

NICE-URBAN モデルの川崎市全域への適用にあたっ

て、簡易型 AUSSSM モデルとの比較を通して、JFE 提

供の京浜ビル屋上でのブロック実験データ（2006年8月）

を用いて様々な舗装面でのモデル検証を行った。オリジ

ナル AUSSSM については比較的簡単に計算が出来ると

いう長所がある一方で、芝生上での表面上に溢れた水に

ついては取り扱えない、アスファルト舗装内部へ水は浸

透しない、等の欠点があったためそれらの欠点の改良を

行った（簡易型 AUSSSM モデル）が、特に保水性舗装

についての水分量及び表面温度の再現性は非常に悪かっ

た。一方で、NICE-URBAN では舗装面内に含まれる水

分量による熱容量・熱伝導率の変化を考慮するように改

良を行い、様々な路面タイプについて水・熱収支の実験

値を良好に再現することが確認された（図 46）。次に、

川崎市提供の気象観測データと比較を行うことでモデル

の空間的な検証を行った結果、ほとんどの場所での気温

は実測結果に近い値を示していた。なお、計算の安定化

図 46　保水性舗装の再現シミュレーション

図 45 マルチスケールモデルのフレームワーク
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までに時間を要しているため誤差が生じており、また 8

月 9 日以降の計算では大気モデルにおける降雨が良好に

再現できていないために気温再現の精度が悪かった。ま

た、大気湿度・地下水位等に関して観測結果との比較検

証を行い、良好な一致が見られた。

②施策案のもとでの導入効果の予測

モデルを用いた予測シミュレーションを行う前に、都

市熱環境改善効果が期待できる保水性・透水性舗装性能

評価の現場実証試験を行った。その結果、約 1 週間の観

測では 100 ％保水性舗装は透水性舗装と比べ 9.8 度の地

表面温度低減効果が見られた。熱収支解析の結果、保水

性舗装は全観測期間を通して蒸発潜熱量が顕熱量を上

回っており、更に観測 5 日目以降では土壌水分の舗装面

からの蒸発が確認され、これらの原因によって継続的な

温度低減効果が促進されることが明らかになった（図

47）。

地下水位の施策導入後の予測シミュレーションを

行った結果、通常条件と緑化条件の間で差はそれほど見

られなかった。地下水位の変動の時間スケールは月また

は年であり、地下の諸変量の時間変動もしくは政策オプ

ションによる違いを検討するためには今後より長期間の

シミュレーションを行う必要があると考えられる。都市

域では浸透率が小さいために水分移動は自然地と比べて

非常に小さく、涵養量も小さくなっていた。緑化政策オ

プションにより一部の都市メッシュが自然地に変更され

るため、該当メッシュ（臨海部の埋め立て地など）では

涵養量の増加が見られた（図 48）。

キャノピー内温度の予測シミュレーション結果につ

いては、保水性舗装施策の場合には気温の低下が顕著で

あるとともに川崎区だけでなくその北側の東京付近にお

いても温度の低い領域が見られた。緑化施策の場合にお

いても川崎市のみならず周辺域にも低減効果が見られ、

上記の保水性舗装と同様に気温低減への有効性が予想さ

れた（図 49）。地表面温度についても保水時の温度低下

が顕著であったが、緑化時においても気温の最も高い時

刻で 0.5 度程度の温度低減効果が見られた。

2．3．4　都市流域水環境再生のための分散型水処理技術

システムの構築

1）バイオ・エコ技術活用の水環境修復対策技術

水環境修復のためには、その国情や地域性を考慮に入

れた技術開発が重要で、日本の技術をそのまま持ち込ん

でもうまくいかない場合が多い。水環境修復の国際協力

を行う上において、これまで我が国では一極集中型の下

水道整備を中心に専門家派遣や開発調査がなされてきた

が、これからは早急な対処が可能な分散型の浄化システ

ムの技術移転が有効である。このようなことから（独）

国立環境研究所ではバイオ・エコエンジニアリング研究

施設において開発途上国に適応可能な水改善技術の研究

開発が実施され、国際的ネットワークの拠点となって推

進されている。

また、生活排水処理システムとして、従来より一極集

中型の下水道が主流を占めてきたが、高度に処理を行い

オンサイトで処理水を環境中へ還元する水の涵養可能な

分散型の高度処理システムが重要な位置付けにある。こ

れからの生活排水処理システムの整備を図るにあたって

図 49 施策導入後の気温予測シミュレーション今後、都
市部での産業用水及び家庭用水のプロセス及び
ダムや運河などの人工構造物による水熱循環へ
及ぼす影響を考慮することが都心部における熱
緩和対策を行う上で不可欠である。最終的に、国
内で検証されたモデルを東アジア地域の拠点都
市に適用することを進める。

図 48　施策導入後の涵養量の変化予測シミュレーション

図 47　保水性舗装の熱収支解析
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は、浄化槽等においては当然のこと、下水道においても

特に人口非密集地域においては小規模分散型の施設の設

置面積を考慮し、流域単位において最も適正なシステム

を組み合わせて導入することが必要不可欠であるといえ

る。さらに、水生植物は、水質浄化機能を有すると同時

に、特に抽水植物アシの植栽場においては、土壌表層に

メタン酸化細菌が生息し、下層部で発生したメタンを炭

酸ガスに変換し、温暖化ポテンシャルを 30 分の 1 に低

下させる重要な機能を有している。植生による自然浄化

機能を維持、増大させていくためには、本来その場に生

育していた土着種の利用を原則として、定期的に刈取り

を行う等の維持管理の徹底と植生の規模拡大を行うこと

が重要である。

2） 水環境修復プロジェクトの実践を踏まえた適正化技

術構築

①太湖水環境修復モデルプロジェクト技術

中国政府が国家環境重点政策に位置づけているアオ

コの発生による富栄養化の著しく進行している湖沼のな

かでも、最重要課題とされている太湖の環境を修復する

方策の基盤モデルを構築することを目的としたものであ

る。ホテルや団地などから排出される生活系排水を処理

する高度処理浄化槽の技術を導入したバイオエンジニア

リング、および生活系排水等の排出される汚濁水域で水

生植物や土壌のもつ自然浄化力が最大限発揮できるよう

に工学の力を導入したエコエンジニアリングのシステム

化技術開発が重要な位置づけになっている。この技術開

発がモデル地域無鍚市に設置されたバイオ・エコエンジ

ニアリング施設で実証化技術開発がなされた。中国の水

域の汚濁負荷の 55 ％以上を占める生活排水対策のため

に、流入負荷量、水温等の環境を制御し短期間で性能を

評価する分散型浄化槽の性能評価試験施設が中国バー

ジョンとして整備されたことである。これにより浄化槽

の主管部局である、中国国家環境保護部と中国環境科学

研究院が中国全土の浄化槽技術開発・普及適正化の先導

的役割を担う体制が構築された。

②紅楓湖・百花湖水環境修復モデルプロジェクト技術

平成 12 年度環境省事業「中国西部地区貴州省紅楓湖・

百花湖をモデル地域とした分散型水質浄化対策国産技術

の適用可能性調査」として行われたものである。導入さ

れた水質浄化装置は、曝気揚水筒、中規模生活系排水浄

化システム、小規模生活系排水浄化システム、土壌トレ

ンチである。曝気揚水筒は、増殖藻類は深層部へ運ばれ、

増殖抑制が可能となると同時に、深層部への酸素供給で

鉄、マンガン、リン等の溶出を抑えることができ、マン

ガンの黒水対策、リン溶出防止などにも効果を発揮する

ことがわかった。また、処理施設の敷地に余裕があると

ころでは BOD、窒素、リンの除去に優れ、維持管理が

容易で設置費用も安価な土壌トレンチが適しており、設

置敷地を広くとれない都市・近郊部や処理水量の多い工

場団地等では高度処理浄化槽システムの有効性が示唆さ

れた。

2．3．5　資源循環技術・政策インベントリ

中国における循環経済政策、とりわけ資源・エネル

ギーを多く消費する大都市における省資源・省エネル

ギーの推進が重要な課題となっている。しかしながら、

循環経済の推進が国家的政策課題として声高に言われる

一方で、省政府や市政府ではその推進の具体策に欠けて

いるのが実状である。現在我々は、中国有数の産業拠点

都市のひとつである大連市や瀋陽市を対象とし、都市で

発生する廃棄物資源の有効利用策について、市の一般廃

棄物行政の実状と産業拠点としての資源循環の可能性を

考慮する中で研究を進めている。

大連理工大学との連携研究により、大連市の一般廃棄

物の発生量および廃棄物行政の実態調査を実施した。大

連市における一般廃棄物の発生量は、2002 年の 70.7 万

トンから 2006 年には 100.3 万トンに達している。

現在、発生する一般廃棄物の大半が無害化処理され、

埋立処分されているが、処分場での可燃性ガスや浸出水

の発生、処分場の残余年数の問題は深刻である。このよ

うな大都市での廃棄物問題に対処するべく、中央政府は

第 11 次 5 カ年計画で焼却施設の建設を国家計画として

予算計上している。大連市では、処理量 1500 トン / 日

の流動床式焼却炉の建設が進められている。同施設では、

焼却熱を利用した廃棄物発電も予定されている。一方、

産業での廃棄物資源利用を考慮した場合、市内に立地す

るセメント産業がその候補の一つに挙げられる。セメン

ト産業は、その生産プロセスの特徴上、古くから様々な

廃棄物を原・燃料として活用している。大連市は中国へ

のセメント外資の進出地の一つとしても知られている。

このような大連市を取り巻く廃棄物行政の実状、さら

には市内での産業の可能性を考慮し、現在の 3 つのケー

ス：①現状のままの廃棄物行政が進められる「傾向延長」

ケース、②予定されている廃棄物焼却発電施設が建設・
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運用された「廃棄物発電導入」ケース」、③市内のセメ

ント産業を循環型製造施設に更新し、都市で発生する一

般廃棄物の中の動物の骨類や廃ゴム・プラを回収し、セ

メント製造の原・燃料として利用する「都市－セメント

産業共生」ケース～を設定し、関係する廃棄物焼却・発

電施設および循環型セメント製造施設の技術インベント

リの整備と、これらインベントリに基づく各ケースの定

量評価を進めている。

持続可能な発展のための世界経済人会議のセメント

産業部会（WCSD CSI）が取りまとめた報告によると、

中国のセメント産業は 1.0kg のセメント製造に伴って

0.90kg の CO2 を排出している（2000 年平均）。一方、

同年の日本のセメント産業の値は 0.73kg である。平成

19 年度に収集・整備した大連市の廃棄物統計と技術イ

ンベントリの情報にもとづく試算では、大連市の一般

廃棄物からは、年間約 26.3 万トンの代替燃料（バイオ

マス燃料 17.4 万トン、代替化石燃料 8.9 万トン）を回

収可能である（2006 年時点）。また、大連市のセメント 

製 造 業 の CO2 排 出 原 単 位 を 中 国 の 平 均 的 な 値 

（＝ 0.90kg-CO2/kg）と仮定し、これがわが国で稼動す

る循環型製造技術に置き換わったと仮定すると約 27 ％

の CO2 削減が可能となる。ただしこれらは現時点での

試算である。

継続して現地情報と技術インベントリの収集・整備

を進め、算定プロセスと算定における仮定を厳密なもの

にし、算定結果の精緻化を図る予定である。また併せて、

同算定フレームワークを他の産業拠点都市へ適用した。

すなわち、中国瀋陽市で 2 つの循環技術を分析・評価

し、環境保全上の利点に差異をもたらす主要なパラメー

ターを同定してシミュレーション分析を行った。これら

の技術には、プラスチック・リサイクルによるコンク

リート型枠の製造や、有機性廃棄物の嫌気性消化による

電気の生産などがある。現在の瀋陽では、埋め立てが唯

一のごみ処理法であるが、日本では 3,800 万トン以上の

都市固形廃棄物が焼却処分されており、直接埋め立てさ

れているのは 120 万トンだけである。川崎市の場合、す

べての可燃性廃棄物が焼却処分され、その灰が埋め立て

処理されている。一般的に、プラスチックと有機性廃棄

物の両方で、焼却処理は埋め立てよりもライフ・サイク

ル・インパクトが小さい。最も顕著な統合エネルギー強

度の差は、電気におけるものである。電気における統合

CO2 排出は、日本においては 0.555 kg/kWh である（MoE 

& METI、 2006）が、中国北東部では 1.1 kg/kWh である。

電気の生産において石炭の使用比率が高いため、統合エ

ネルギー強度が高いほど環境への影響が大きい。日中両

国環境省間での「環境にやさしい都市」連携への研究情

報発信を進めて、川崎市と瀋陽市での評価システムの検

証と実用的な技術政策シミュレーションの構築を進めて

政策情報の出力を行った。

また日中企業に環境配慮型の経営（Green Supply 

Chain Management; GSCM）についてその促進要因を

解析した。中国政府による国内の法規制が十分に整備さ

れていないという現状を示唆することができた。そこで、

「循環経済促進法」や「クリーナープロダクション促進法」

などといった法規制における具体的な措置の提示はもち

ろんのこと、その執行を中心的に担う個々の企業及び地

方政府部門の意識改革を進め、国内の法規制に基づく着

実な GSCM を推進する必要がある。その際に、日本企

業の GSCM を推進させてきた廃棄物と資源の有効利用

に関する法規制等が参考になるであろう。さらに、市場

原理に基づく循環型社会の形成を上手く法規制に組み込

んでいくことが重要となるであろう。また、現時点で不

十分な国内外のステークホルダーとの連携を実現するた

めには、日本をはじめ先進国企業の多くが既に導入して

いる自主的な環境マネジメントシステムの採用だけでな

く、企業の社会的責任（CSR）の推進といった GSCM

の実施手法は、有用となる。さらに、グリーンサプライ

チェーンを通じた GSCM のグローバルな展開趨勢を考

えると、GSCM に向けた対策の対象が組織内部に留ま

ることなく、ステークホルダーを巻き込んだ資源回収や

環境配慮型設計といった民間企業主体の能動的な対策を

進めることが、国や行政による推進を超えた循環型社会

の形成における今後の鍵となることがあきらかになっ

た。

3．まとめ

本プロジェクトでは、東アジアにおける広域の水環境

を評価するため、新たに開発・導入された観測・計測機

器・技術等による現地観測の実施、最新の衛星データ・

リモートセンシング技術の活用、および GIS による水・

熱・物質循環を考慮した環境情報データベースを構築し

てきた。これらの知見に基づき、サブテーマ 1 では、長

江流域圏における水・物質循環を評価するモデルの構築

及びシミュレーションを実施した。サブテーマ 2 では、
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東シナ海陸棚域環境・生態系の変調把捉を目的とした航

海調査および現象再現・将来予測のための数理モデル開

発を行った。サブテーマ 3 では、アジアの拠点都市にお

ける環境管理の技術インベントリを整備し、持続性評価

指標体系を構築することにより、技術導入効果に基づく

適切な技術システムと政策プログラムを評価した。各サ

ブテーマの成果を具体的にまとめると次のとおりであ

る。

サブテーマ 1 において、衛星データ、GIS、観測デー

タおよび現地調査等に基づく、長江流域圏における環境

情報データベースを構築した。そのため、気象、地形、

土地利用のデータのほかに、水文、水質および人間生活

や社会経済的なインベントリデータを収集した。また、

気象・地形・土地被覆などの自然条件と人間活動の相互

関係について検討した上で、流域圏水・物質循環評価モ

デルの統合化を行った。モデルの検証や適用を含めた共

同研究体制を確立するために、中国水利部長江水利委員

会や中国科学院と共同研究体制を構築した。モデルシ

ミュレーションによって 2001 ～ 2010 年の 10 年間に長

江流域圏からの水・窒素・リンなどの汚濁物質の負荷流

出量を算出した。その結果、長江の河口域での年間総流

量は 939.1km3 で、河川によって運ばれた有機態窒素は

17.5 万トン / 年、硝酸態窒素は 180.9 万トン / 年、ア

ンモニア性窒素は 16.7 万トン / 年という結果となった。

既存の研究による推定結果と比べると、ここ 10 年間の

硝酸態窒素は 1980 年代の約 3 倍に、亜硝酸態窒素は約

2 倍に、そして、アンモニア性窒素は約 30 ％増大した。

サブテーマ 2 では、陸棚域で環境劣化の兆しと考え

られる渦鞭毛藻 Prorocentrum dentatum 優占化の定量

評価、中国沿岸から陸棚域への栄養塩・浮遊生物輸送

動態を再現する数理モデル開発と数値トレーサ実験、P. 

dentatum 出現動態の特徴である密度躍層付近への集積

を再現する生態系モデルの開発を行った。2007 年 6 月

の調査データの解析の結果、当該調査期間の有光層内ク

ロロフィル a（Chl.a）は長江希釈水の影響を受けた水域

で他の海域（台湾暖流域、黒潮分流域）の 2 倍と高く、

また同水域の有光層 Chl.a の 46.5 ％が P. dentatum 由来

であることが明らかになった。本種の出現水深は密度躍

層付近であり、陸棚底層水に含まれる栄養塩類の獲得に

より群集を維持していることが示唆された。数理モデル

では、3 次元流動・水質・底質予測モデルを構築し、国

内フィールド再現計算を通じてその妥当性を吟味した。

さらに、流動モデルを応用して陸棚域の水塊形成に関す

る数値トレーサ実験を行ったところ、過去に渦鞭毛藻の

高密度発生を観測した海域の水塊は台湾暖流の影響を強

く受けること、当該海域北西部の表層水塊は長江希釈水

の寄与が無視できないことを明らかにした。

サブテーマ 3 において、統合型陸域生態系モデルを

基に、都市スケールの水・物質・エネルギー解析の鉛直

一次元建築・都市・土壌連携モデルのプロトタイプを構

築し、シミュレーションを行った。循環形成の産業シス

テムの環境フラックス分析の方法論を開発することによ

り、都市と産業を包括する環境技術・政策・ビジネスの

インベントリの導入効果を定量的に評価した。さらに、

共同研究を推進している中国科学院瀋陽応用生態研究所

等との連携を活用して、都市の上下水道、河川、沿岸域、

および地下水位水質分布、降水量、都市排熱、気温等の

都市環境のデータを統合的な GIS データを入手・整備

するとともに、拠点都市を対象として、陸域統合型モデ

ルに新たに都市モデルを結合した水・物質・エネルギー

統合型モデルのフレームを作成した。
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1．研究の背景と目的

1 .1　研究の背景

メコン河はインドシナ半島を流れるアジア最大級の

国際河川である。その流域を含む東アジア地域に、日本

は天然資源・農水産物・繊維製品等の多くを依存してい

る。近代以降、水、エネルギーおよび生物の天然資源と

して、国際的にメコン河開発への強い興味が持たれ続け

てきた。その流域において、都市化・工業化・農薬及び

肥料を多用する農業の近代化やダム建設によって自然が

急速に失われつつあり、農業・工業・生活による水資源

の枯渇と水質悪化や水生生物等の生物多様性の減少が危

惧されている。具体的には、本流上流部に位置する中国、

中流域のラオスおよびタイの支流のほとんどにおいてダ

ムが建設中または建設計画がある。メコン河流域諸国に

おいては、水不足あるいは水質悪化は避けられず、汚染

などによる利用可能な水資源の減少や水生生物多様性の

減少がおこると予想されている。

日本を含む東南アジア地域の自然と共生した持続的

発展のためには、科学的知見を政策に反映させてゆくこ

とが必要とされている。

1．2　研究の目的

持続可能な自然と共生する社会を実現するため、東南

アジア・日本を中心とした流域生態系における環境影響

評価手法の開発を行い、国際プログラム間のネットワー

クを構築し、国際共同研究による流域の発展に必要な科

学的知見を提供する。主に国際河川・メコン河の流域の

環境動態の解明、淡水魚類相の実態解明を行うこと等に

より、ダム建設等の生態系影響評価を実施することを目

的とした。

そのため、特定流域の高解像度の土地被覆分類図・湿

地機能評価図を作成し、流域生態系の自然劣化実態を把

握する。代表的生物の多様性・生態情報及び気象・水質

等の環境データを取得し、流域生態系環境データベース

を構築する。環境影響評価に不可欠な水環境のデータ取

得とモデル化並びに好適生息地評価のための景観生態学

的手法や河口域生態系への影響評価手法を開発し、流域

生態系管理手法を検討する。

更に、国際河川であるメコン河生態系の長期的変動

のトレンドを把握する多国間の国際共同長期モニタリン

グ体制の構築、観測・観察・解析手法の標準化、精度管

理システムの構築、関連諸国の水質・生物多様性分野の

容量の把握とその向上、データ・情報の共有システム

が、GEMS/Water プログラムとの連携の下で確立され

る。それにより、発展途上国の国際河川管理のための国

際共同研究のモデルケースとなり、生物・水資源及び国

際河川生態系に関わる地球観測へのアジアからの貢献と

なる。

1．3　研究計画と構成

本プロジェクトは次の 3 つのサブテーマの基に研究を

進めてきた。

（1）流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの構

築

メコン河流域全体を対象とした多時期衛星観測デー

タを整備し、タイ東北部における 1990 ～ 2000 年の土

地被覆変化に関する予察的な解析を行い、氾濫原や河川

地形の現況把握を行った。

メコン河流域全体を網羅した自然環境（地質、土壌、

植生、気候、水文など）および人文社会（行政界、人口、

交通網、産業統計など）に関する空間データを整備す

るとともに、各要因の類似性に基づいた地域の類型化を

行った。今後、類型地域ごとに、人為による環境影響の

特性を整理、検討し、現地調査やモデルシミュレーショ

ンで得られた知見を一般化する。

（2）人間活動による生物多様性・生態系影響評価モデル

の開発

対象河川に対して水環境シミュレーションモデルの

導入と初期稼動を行った。メコン河流域全体の GIS 環

境に対応する形で空間情報（土地利用、流域基盤、生物

捕獲等）を収集した。

メコンデルタの広範囲に生育しているマングローブ

樹種の根圏酸化機能が底質中の物質代謝機構へ及ぼす影

響を評価するため、国内外での野外調査および圃場での

実験システムを構築した。環境影響評価に不可欠な水環

境の情報データの取得とモデル化並びに好適生息地評価

のための景観生態学的手法や河口域生態系への影響評価

手法を開発するため、国内比較対照地である石垣島のマ

Ⅳ . 中核研究プロジェクト 3：流域生態系における環境影響評価手法の開発
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ングローブ林とタイ北部及びメコンデルタにおいて予備

調査を実施した。

北タイ地域のメコン河本流および支流における河

岸・河床地形、流速、水質、魚類相の現地調査を実施

し、硝酸濃度が高くタイ支流からの流入と地形変化によ

り pH や濁度が変動することを明らかにした。定期採水

委託により、その地域での水質のモニタリングを開始し

た。

タイ、ウボンラチャタニ大学と連携し、メコン河支流

ムン川の魚類相調査、水質調査、魚類の耳石解析を開始

した。同大学との間で MOU を結び、魚類採集をともな

う定期モニタリングを行っている。多岐にわたる海外現

地調査活動を通し、モデルシミュレーションに資する一

次データ取得を始め、継続的なデータサンプル輸入体制

や研究組織間のネットワーク等を構築した。

（3）持続可能な流域生態系管理を実現する手法開発

メコン河情報共有のため現地 NGO やカウンターパー

トとのネットワークを作った。主に淡水魚類に関する既

存データ、またダム建設に伴って実施されたであろう環

境アセスメントの報告書などを収集した。

アジア国際河川生態系長期モニタリング体制の構築

（1）流域国のキャパシティ調査・向上とモニタリング手

法の開発：水質、生物多様性（藻類・水生植物、水

生無脊椎動物、魚類）、水循環解析、有害化学物質

のモニタリングに対する流域各国のキャパシティ

（経験、保有機材、人材など）調査を行い、研修と

試験モニタリングを行い、モニタリングマニュアル

の作成と水質分析精度向上及び生物材料同定精度

管理体制の構築を目指した検討を行った。

（2）生態系情報・モニタリングデータ共有システム構

築：メコン河の水質や生物多様性に関する既存情報

を収集し、体系的に整理・解析を行った。また測

定データの受領から利用までのプロセスが容易に

なるデータの共有・公開システムの構築の検討を

行った。

（3）国際ワークショップの開催：当該研究担当者と流域

諸国の関係研究者にて情報を共有し、上記について

検討を行い、基本的な合意事項を決定した。

日本、タイの環境 NGO 等とメコン河流域住民との環

境影響評価に関するヒアリングを行い、問題点の抽出を

行った。メコン河上流の中国国内で環境ジャーナリスト、

研究者による現地視察を行った。

2．研究の成果

2．1　 流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの

構築

広大なメコン河流域は、低湿地から盆地、山地にかけ

ての多様な景観構造を持つ。そのため、人為開発の影響

を受ける側の生物的あるいは非生物的環境の応答特性に

は、大きな地域差があると考えられる。また、統治機構

の変遷履歴や社会経済基盤の整備状況の違いから、人と

自然の関わり方が時間的にも空間的にも激しく変容して

いる。こうした点を踏まえ、サブテーマ（1）では、メ

コン河流域において時差を伴いながら多発的に進められ

る人為開発とその影響を評価するための基礎資料とし

て、当該流域全体を網羅した、詳細な土地利用 / 土地被

覆データを、多時期にわたって整備することを目的とし

た。

2．1．1　メコン河の流域環境

メコン河流域データベース（Mekong DGB）を完成

させた。その構築の目的としては、1）メコン河流域全

体の概況把握、2） 水系や地理的に伝搬する各種開発行

為の影響評価、3） 研究成果を蓄積、管理することであっ

た。空間単位として、流域全体を約 1 万（約 9x9km）

の小流域に分割した。

このデータベースはポリゴンやラインといった空間

データ、属性データを持つデータ構造をもち、一般に公

開する手続きを進め、使いやすい地理空間データ閲覧

ツールを無料でバンドルし、流域国住民が使えるように

した（図 50）。

次に作成したデータベースを国際比較致した（図

51）。全球的な地理データベースである USGS や当研究

所のものと比較して、メコン河流域に特化して作成した

Mekon GDB は、地理精度、確度、属性データの品質が

高く、小流域の空間関係を持った優れたデータベースと

なった（図 52）。

メコン河流域全体を網羅した衛星観測データ、自然環

境（地質、土壌、植生、気候、水文など）および人文社

会（行政界、人口、交通網、産業統計など）に関する空

間データベースを構築した。

年平均気温の分布（図 53）：メコン河右岸では気温が

高く、左岸で低いことが分かる。また源流から河口ま

で、標高だけでなく緯度も低下するため、気温の地域

差も実に 30 ℃を超している（出典：CGIAR-CSICRU 
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2.1Database）。

年平均降水量の分布：ラオスの山岳地帯とカンボジア

のトンレサップ川南部で雨が多く、中国など上流域とタ

イのコラート高原で少ない傾向がある（出典：CGIAR-

CSI CRU 2.1Dataset）。

地質：上流域は複雑に入り組んだ地質構造を持ち、褶

曲帯を形成する。中流では比較的単調になり、コラート

高原は白亜紀の堆積岩、またカンボジアのトンレサップ

からメコンデルタにかけては第四紀堆積岩で構成される

（出典：産業技術総合研究所地質調査所）。

土地被覆：パターンは比較的単純で、常緑広葉樹の森

と農地とに大きく類別される。カンボジア北東部からラ

オスのほぼ全域にかけては森林に覆われ、ムン川流域の

コラート高原とトンレサップ流域に広大な農地が広がる

（出典：MODISMOD12）。

栄養塩：メコン河流域は、雨季と乾季とに気候が明

瞭に分かれる。降水量や河川流量も季節変化が大きい

図 51　地理空間データベースの国際比較図 50 メコン河流域データベース（Mekong DGB）の
構造

図 53 収集整備した空間データの可視化例。
 年平気気温、年平均降水量、地質、土地被覆。

図 52 流域データベース（Mekong GDB）の表現例。
 （1） Landsat TM/ETM ＋画像を用いて、詳細な河川網データを作成（2） 河川網データを用いて、SRTM 90m DEM デー

タを補正（Stream  burning 処理）（3）空間単位として、流域全体を約 1 万（約 9x9km）の小流域に分割（4） 自然環
境と社会経済状況に関する主題データを集計した。
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ため、河川への汚濁負荷の質と量も変化する。図 54 で

は 3 種類の栄養塩物質について、3 つの季節に分けて

濃度分布を表わした（背景図は人口密度を示す。出典

LandScan2006； Oak Ridge National Laboratory）。地理

的にみると、メコンデルタ周辺で計測された栄養塩濃度

はいずれも高濃度であった。しかし下流ほど濃度が上昇

するという流程方向の変化は顕著でない。例えばタイの

ムン川やカンボジアのトンレサップでも高濃度の栄養塩

が計測された。ラオス南部の支流、またカンボジアのメ

コン本流が低濃度である。アンモニウムは本流より支流、

特に人口密集地で濃度が高い。季節的には、ムン川の硝

酸塩とリン酸塩、またラオスのリン酸塩濃度が 11 月に

低下している。またアンモニウムは 2-4 月の濃度が他の

時期より高い。コラート高原に広がる農地は世界でも有

数の米作地帯で、そこに投入された肥料が、ムン川とそ

の支流チ一川に流入し、硝酸塩とアンモニアの濃度を上

昇させている可能性がある。一方、人口密集地で濃度の

高いアンモニウムは、生活雑排水の河川へのたれ流しが

原因であると示唆される。森林からも栄養塩は流出する

が、ラオス南部のセコン川流域のように豊かな天然林の

残る地域では、栄養塩濃度は常に低濃度であった。河川

での栄養塩類の定量的評価や動態の解明は、メコン河に

限らずまだ十分に行われてない。河川流量では世界で

10 番目に大きなメコン河なので、その水質の変化は南

シナ海に注がれた後の海洋環境にまでも影響を及ぼす。

今後、メコン河流減での施肥に関するデー夕、あるいは

図 54 栄養塩の分布。
 背景図は人口密度を示す。出典：LandScan2006；Oak Ridge National Laboratory
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水産養殖に関するデータなどを整備し、栄養塩による河

川汚濁の実態をより高精度、高解像度で解明する必要が

ある。

2．1．2　メコン河流域の土地利用

人口増加や経済発展に伴う急速な土地利用の変化と

それに付随した土地被覆の改変は、土地本来の環境に長

い年月をかけて適応してきた動植物の生息地を破壊し、

生物多様性の減少をもたらす深刻な原因となっている

（Goudie 1990; Vitousek et al. 1997; Steffen et al. 2004）1-3）。 

また、広範囲に及ぶ土地被覆改変は、陸域環境だけでな

く、降雨流出過程を通じて河川に供給される水や土砂の

質と量を変化させ、結果として河川地形や河川生態系に

も影響を与える（Wolman 1967; Trimble 1974; Arnold et 

al. 1982; Trimble & Lund 1982; Nolan et al. 1995; Collier 

et al. 1996）4-9）。 

アジア最大級の国際河川であるメコン河流域におい

ては、十分な環境影響評価が行われないまま、各地域の

開発需要に応じた土地利用と土地被覆の改変が進められ

ている。局所的な人為開発の影響を評価するためには、

詳細な空間分解能を備えた視点が必要である。

そこでこれまで、土地被覆の経年変化と季節変化を広

範囲にわたって把握するために、1980 年代以降に観測

された高頻度衛星観測データ（NOAA AVHRR、SPOT 

VEGETATON および Terra MODIS）を整備した。これ

らの時系列データを解析することによって、大規模な土

地被覆改変が行われた地点を効率的に検出することがで

きる（Giri et al. 2003）10）。また、土地被覆改変の様相を

詳細に把握するために、約 10 年を隔てた 3 時期、すな

わち、1980、1990 および 2000 年前後に観測された高解

像度衛星観測データ（Landsat MSS、TM、ETM+ およ

び JERS-1 SAR）を、当該流域全域にわたって整備した。

これらのデータは、河川地形の経年変化を把握するう 

え で も 有 効 で あ る（Gupta et al. 2002； Gupta & Liew 

2007）11,12）。さらに、高解像度衛星観測データと標高デー

タを併用することによって、氾濫原の地形と植生の詳細

な判別が可能となることから（Hamilton et al. 2007）13）、

地形の起伏に関するデータ（SRTM DEM）も当該流域

全域にわたって整備した。

こうした衛星観測データに加えて、メコン河流域全体

を網羅した自然環境（地質、土壌、植生、気候、水文など）

および人文社会（行政界、人口、交通網、産業統計など）

に関する空間データを整備し、これらを互いに関連付け

可能な、冗長のない空間データベースとして、一元管理

する仕組みを構築した（図 50 ～ 52）。また、タイ北部、

東北部およびラオス -カンボジア国境地域を対象として、

土地利用、土地被覆および河川地形に関する予察的な解

析を行うとともに、解析手法の妥当性を検証するための

現地調査を実施した。

2．1．3　メコン河本流におけるダム建設の現状

1950 年 代 以 降、MRC（Mekong River Commission）

はメコン河本流のダム計画を推進し、候補地の調査を実

施してきた（図 55）。しかし、下流域の国々における政

局不安や政治的対立の問題もあり、その多くは 1990 年

代まで凍結状態であった。しかし近年、メコン河本流に

おけるダム建設計画は再開の兆しがみられる。要因とし

ては、特に中国・タイ・ベトナムにおける電力需要の急

増、さらに近年の代替エネルギー価格の高騰があげられ

る。

メコン河本流におけるダム建設は 1990 年代以降、上

流部の中国国内から始まり、現在もその多くは中国雲

南省に集中している。メコン河本流に最初に建設された

ダムは 1996 年完成の漫湾ダムである。最終的に中国政

府は 14 基のダムをメコン河本流に建設するとしている。

タイにおいては、パモンダムとバーングムダムの 2 つの

ダム建設が現在予定されている。2007 年以降、これら

のダムを対象にタイエネルギー省が委託した実行可能性

調査が進行中である。下流のラオスまたカンボジアにお

図 55 流域データベース（Mekong GDB）を用いて解
析したダムで分断された流域の変遷（年代別）。
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いては、1980 年頃以降、政局不安定のためダム建設は

長く中止されていた。しかし近年、支流を含め複数のダ

ム建設が推進されている。ラオスにおいては、コーン瀑

布群にドンサホンダムの建設計画があり、現在実現可能

性を調査中である。またサヤブリダムは 2011 年に建設

が開始される予定であったが、2011 年末に急きょ当面

の建設見送りが決定されている。さらにパクライダムと

パクベンダムについても、現在実現可能性の調査中にあ

る。カンボジアでは、サンボーダムの建設計画があり、

2006 年以降、実行可能性を調べるために地質調査が行

われている。このダムは建設オプションが 2 つあり、発

電能力が 3300MW と 456MW の案が検討されている。

2．2 人間活動による生物多様性・生態系影響評価モデル

の開発　

2．2．1 メコン河におけるダム建設が季節的な河川氾濫

に与える影響

メコン川流域国の特に中国・タイにおいては、急増

するエネルギー需要への対応が目下最大の政策課題であ

り、この課題解決のために建設されている発電用大型ダ

ムは、河川環境に対して幾つかの負の影響を与えている

と考えられる。その一つが、モンスーン地域の河川生態

系にとって重要な鍵となる河川氾濫である。氾濫は「洪

水」という人間社会へのマイナスのリスクを含むと同時

に、河川内と河畔域の物質移動をもたらす重要な生態学

的機能である。

本研究はメコン河の最大支流であるムン川（Mun 

River）・チー川（Chi River）を対象とし（図 56）、その

上流に 1968 年に竣工したウボンラットダムによる環境

影響評価に関して、自然氾濫域の縮小という面から定

量化を行った。研究では降雨流出シミュレーション・

氾濫域解析を行い、流域内各 100m メッシュの年間累積

冠水日数を基に氾濫域を区分した。モデルは DHI 社製

MIKE-SHE・MIKE11（Enterprise）をベースとし、現

地調査データを元に、パラメータ決定・データ検証を

行った。さらにモデルから得られた氾濫域は、シミュレー

ション日時と同期して得られた人工衛星画像（Landsat 

ETM）を用い、検出精度を確認した（図 57a, b）。最終

的に、ダムの建設前（1945 年）・建設後（2002 年）の

状況において分類された氾濫域の空間的変化を比較した

（図 57c）。

結果として以下のことが得られた（図 58）。1）氾濫

解析による水域抽出結果と衛星画像解析結果では、高い

空間的な重なりを示し、精度の高い再現結果が得られた。

2）ダム建設以後、ダムの放流量制御により、チー川上

流部の特にコンケーン周辺において年間最大氾濫域の大

幅な減少が確認された。さらに氾濫域においては特に流

域の上流部 1/3 の範囲で年間最大 7 ～ 40 日程度の冠水

日数の減少が見られた（Kameyama et al. 2008）14）。

この研究を通し、ダム建設は特に多雨時期の出水抑制

という効果がある反面、モンスーン地域の河川が本来保

持しているべき自然氾濫機能を低下させるという可能性

について確認できた。この出水の緩和（氾濫抑制）は、

人間社会から見れば水害リスクの低減であるが、一方で

は生態系保全にとって非常に重要な攪乱現象の喪失であ

る。

2．2．2　メコン河本流・支流の水質季節変化モニタリング

北タイ地域のメコン河本流および支流における河

岸・河床地形、流速、水質の現地調査を実施した。魚類

の環境利用と密接な関連がある河川地形に関する情報

を把握するため、メコン川本流の 100km 区間（北タイ）

において、5km 間隔で深浅測量を実施し、5km 毎に採

図 56 研究対象地。
 メコン中流域、タイ中央部に広がる、ムン川（Mun 

River）・チー川（Chi River）流域（チー川はム
ン川の支流）。ウボンラットダムはポン川上流部
に 1968 年に竣工された。
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水し、水質環境を把握した。比較的メコン河では硝酸濃

度が高く、タイ支流からの流入と地形変化により pH や

濁度が変動した。北タイのメコン河本流では、川幅の広

い地点で粒子の大きな土砂が沈降し、新たに支流から細

かい粒度の土砂が供給され、成分の変化が観測された。

また、川幅が狭く深くなっている場所では粒度の大きな

成分が増加し、懸濁物質が増加したが、その後の幅広い

場所で大きな粒子が沈降していた。

北タイメコン河の本流 5 カ所と支流 3 カ所の採水によ

り水質の月 1 度の定期的なモニタリングを実施した（図

59）。2008年は大洪水、2009年は40年ぶりの渇水年であっ

た。土砂などの指標である濁度は、季節変化や年変動、

図 57 氾濫解析結果と衛星画像（Landsat ETM）との
比較。

 a）オリジナルデータの 2, 3, 4 バンドに対し、青・
赤・緑をそれぞれ割り当て、水域を強調した画像。
b）衛星データから教師付き分類を基に作成した
土地被覆分類図。オレンジ色の部分が濁水域、青
の部分がそれ以外の水域に対応する。c）氾濫解
析によって抽出された冠水範囲。青の領域が表面
に水で覆われている地域を示す。衛星画像の撮像
日と氾濫解析の日時は共に、2002 年 11 月 10 日。
表示範囲はタイ中央部のヤソトン（Yasorthon）
付近。

図 59 北タイメコン河での水質モニタリング地点。
 番号 2,4,5,6,8（赤）はメコン河本流の採水地点、

番号 1,3,7（青）は同支流の採水地点。

図 58 ダム建設前後の氾濫状況の変化（年間冠水日数に
よる分類）と氾濫域の空間的変化。

 a） ダム建設前 1945 年の年間氾濫状況 .b）ダム建
設後 2002 年の年間氾濫状況。c）1945 ～ 2002 年
の期間における、氾濫日数の差分計算によって得
られた氾濫日数の空間的変化。
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場所による変異は大きいが（図 60）、溶存元素濃度の変

化はそれ程無く、むしろ支流間の変異が大きい事を見い

だした（図 61）。主要溶存元素のうちケイ素、ナトリウム、

マグネシウムは支流の濃度が高く、イオウはメコン河本

流の方が高いことが明らかになり、北タイの支流と本流

の濃度差から魚類の回遊が確認できる環境にあった。定

期的なモニタリングを実施し、支流とメコン河との溶存

元素濃度の季節性を明らかにした。

2．2．3　ダム建設等が河川動態・流域生態系に与える影

響の評価

メコン本流のダム建設がその下流部の河川動態と流

域生態系に与える影響について、主に土砂輸送量の時空

間的な変動という点から取り扱った。対象としたダム

はメコン河本流に最初に建設された漫湾ダム（Manwan 

Dam）、対象河川区間は、ゴールデントライアングル

（ミャンマー・ラオス・タイの国境地点）より下流の約

100km 区間である。また建設前後の比較を行った研究

対象年は 1991 年および 2002 年とした。

解析には 3 種類の水文モデル（分布型降雨流出モデ

ル・水文 1 次元モデル・2 次元物質移動モデル）を複

合的に用いた。解析モデルは DHI 社製の Mike-SHE、

Mike-11Enterprise、Mike21C である。モデル解析の

ための河川構造は、2007 年と 2008 年のそれぞれ 11 月

に現地測量（水深・流速・流量・河道幅等）を行っ

た。さらに水文パラメータの決定には、1991 年と 2002

年の現地観測データを用い、SCE （Shuffled Complex 

Evolution）method を基に決定した。Sediment 輸送量

に関しては、対象地の上流端付近（Chiang Sean）にお

ける現地河川水のサンプリングデータを基に L-Q 関係

式を求め算出した。

研究では、ダム建設と対象期間内の流域構造変化の影

響を対象とするために、二つの時代のモデル流域（1991

年と 2002 年）に同一年 2002 年の雨を与えた。そして、

対象区間における流量・土砂送流量の時空間的な変化を

解析した（Kameyama et al. 2012）15）。

結果として、2002 年と 1991 年を比較した場合、2002

年条件の流量の季節変化においては、雨季後半の減水期

間における時間的な遅れが見られた（図 62）。この結果

土砂の流送量にも時期的な変化が確認された。特にここ

では 8 月以降の雨季後半おける土砂移動量の増加が顕著

であった（図 63）。また年間土砂収支に関しては、対象

河川区間が全体として土砂の生産域であり、大部分が 7

～ 9 月の雨季に下流に移動していることが確認できた

（図 64）。

図 60 北タイメコン河本流と支流での水質モニタリン
グ（濁度）。

図 61 北タイメコン河本流と支流での水質モニタリング（溶存元素）。
 メコン河本流（左）と支流（右）各元素の平均値と季節変化（標準偏差）。季節変化よりも本流・支流間の違いが大きい。



─ 60 ─

2．2．4　メコン河本流の魚類生息地評価

メコン川本流の上流域におけるチェンセン（Chiang 

Sean）下流部の約 10km 区間において、魚類の生息域

評価モデルの開発に関する調査研究を実施した。2008

年 11 月に行った現地調査では、チャーターしたボート

に GPS・ADCP （Acoustic Doppler Current Profiler）・

魚群探知機をセットし、水深・流速・生息魚類数（魚群

探知機の魚影数）の情報を同時に記録した（図 65, 66）。

さらにデータベース構築では、カーブリニアグリッド・

氾濫域標高データ・河床地形データを統合し、3 次元の

解析空間を再現した。このデータを基に河道内の 2 次元

流動モデル（Mike21C）を利用し、2008 年の一年間に

わたる流速分布シミュレーションを行った（図 67, 68）。

これら二つのデータ（河川内物理情報と魚類生息情報）

を基に、魚類調査当日の統計的な生息地評価モデルを作

成した。最終的にモデル計算結果をGISデータ（Mike21C

中のカーブリニアグリッド）に反映することで、対象河

道区間内の魚生息地の推定を行った。（図 69）。

2．2．5　水中微量元素濃度による河川の判別関数分析

流域スケールでの水質モニタリングに関する結果の

一部を示す。周期表で Li から Ba までの溶存微量元素は

小流域間で地理的変異があった。例えばストロンチウム

などは地域によって広い変動幅を示した（図 70）。

メコン河流域の水中微量元素濃度による河川の判別

関数分析を行った（図 71）。その結果、全 14 元素で小

流域を 90 ％の確率で判別でき、各元素の対 Ca 比では

70 ％の確率で判別に成功した。溶存元素をもとにメコ

図 63 メコン本流のチェンセン（Chiang Sean）におけるダム建設前後の通過土砂量の年間変動の比較。
 赤；2002 年の土砂通過量。青；1991 年流域構造（ダム無し）に 2002 年の降雨を与えた仮想的条件の土砂移動。

図 62 メコン本流のチェンセン（Chiang Sean）における年間の流量再現結果と実測値データ。
 黒線；実際の観測流量。赤線；2002 年の年間流量の再現結果。青線；Manwan ダム建設前の仮想的なダム無し（1991

年の流域パラメータに 2002 年の降雨分布データを与えてモデル計算）の再現計算結果。
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ン川の主な支流が判別できることが示された（図 72）。 2．2．6　ダムによる魚類への影響評価、建設予定ダムの

リスク評価

数多くの回遊魚が生息するメコン河の淡水魚がその

流域をどのように回遊しているか、さらにその回遊がダ

ム建設によって阻害されていないかについて研究を進め

た。耳石は成長するにつれて円周状に結晶化し、円周上

に「成長の跡」を残すため、魚の年齢構造や成長履歴な

どを追跡する良い指標とされている（図 73）。

この性質をメコン河の回遊魚に応用し、ダムによる生

息地分断の影響を予測するため、回遊経路の推定を試み

た。回遊魚は、異なる元素濃度の河川や湿地で成長し、

その履歴が耳石の元素成分の存在比として、十分な精度

で記録されていることが、レーザーアブレーション装置

付き質量分析計（LA-ICP-MS）によって裏付けられた。

メコン流域の 1 ～ 5 番の地域で採集したコイ科魚類

（Henicorhynchus siamensis） の 耳 石 中 Sr：Ca お よ び

Ba：Ca 比を示した（図 74）。それぞれの地域で元素比

プロファイルが個体間で似ることから、本種が群れを成

して回遊することが示唆された。また少なくとも 5 番の

地域のように、Sr プロファイルが U 字型を示すことは、

誕生した地域に本種が成熟して戻ってきている（母川回

帰）ことを示唆する。

図 65 調査用チャーターボートによるメコン河本流（北タイ、チェンセン下流部）における現地観測。GPS、ADCP、魚群
探知機をセットし、河道内の流速、流化方向、水深、魚類生息状況に関するデータを同時に取得。

図 64 ゴールデントライアングル下流約 100km 区間の
メコン本流における土砂移動量の縦断変化とダ
ム建設前後の数値実験による比較。

 赤；2002 年ダム有り、青；1991 年の仮想的な（ダ
ム無し）流域構造条件。
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2．2．7　沿岸地域における生態系・環境変動要因の解明

ここでは、詳細な土地被覆分類図と湿地分類図および

湿地の機能評価モデルの作成を目指した（図 75）。広大な

メコンデルタには、約 30 種のマングローブ林樹種が分

布する。上流でのダム開発などの土地改変は土砂の流出

量を変化させ、最下流域での土砂堆積が変化すると予想

された（図 76, 77）。近年デルタの拡大が少なくなり、あ

る場所では浸食が起こっていることが明らかにされた。

2．2．8　メコンデルタ・マングローブ生態系

マングローブ生態系の減少と劣化は世界レベルで注

目されている課題であるが、メコンデルタにおいてもこ

の 50 年間に約 80 ％のマングローブ生態系が消失してい

る。マングローブ生態系の劣化は沿岸地域の人々の生活

へ直接大きな影響を及ぼすため、ベトナム政府はマング

ローブの保護と維持を提唱している。メコンデルタのマ

ングローブ林が他のマングローブ林と異なる点は、ベト

図 66　ADCP によって測定されたメコン河本流の河川流速および・流化方向の分布（2008 年 11 月 16 ～ 17 日）。

図 67 2 次元モデル計算用カーブリニアグリッド、氾濫域標高データ、ADCP 計測河床地形のデータおよびそれらを統合し
た対象解析範囲の 3 次元解析空間。
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図 68 2008 年を対象とした水文モデルシミュレーション（2008 年）によって再現された氾濫域の流速分布図。左；年間最
大流量の流速分布（2008 年 8 月 13 日）、右；年間最低流量の流速分布（2008 年 4 月 10 日）。

図 69　メコン河本流（北タイ）における調査日の河川流速分布再現結果および魚群生息分布（2008 年 11 月 16 日）。

図 70　溶存元素の地理的な変異。
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ナム戦争（1965 ～ 1975）による壊滅的な破壊を経験し

ているという事である。本サブテーマにおいて、1972

年から 2001 年までの衛星画像を解析したところ、1972

年当時、枯葉剤を散布した航空機の軌跡に沿って筋状に

樹木が枯死していることが確認できた（図 78）。図に示

した Ho Chi Minh 市 Can Gio 地区は、1975 年の終戦後

図 73 耳石中微量元素分析法による回遊への影響評価
技術。

図 74　個体毎の耳石中の 86Sr と 137Ba 濃度パターン。図 72　河川の判別関数分析の結果。

図 71　水中微量元素濃度による河川の判別関数分析。
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すぐに始められた植林活動によって、樹種や詳細な分布

域は異なるものの当時とほぼ同程度の面積にまで回復

し、2000 年にはユネスコ保護林として指定されている。

しかし、この様に保護区として伐採が禁じられている場

所は稀で、植林されたマングローブ林の多くはエビ養殖

池や居住区へと姿を変え、再び減少する傾向にある。ま

た、残されたマングローブ林もエビ養殖池や水田灌漑用

の水路によって徹底的に細分されており、かつての様子

とは大きく異なる。これまでメコンデルタでは、マング

ローブ林の面積推移に関する調査報告はあるものの、残

されたマングローブ域の質的な変化については漠然とし

た懸念が持たれているにとどまっていた。本サブテーマ

では、この漠然とした懸念に科学的な回答をすべく、メ

コンデルタのマングローブ域において河川水や土壌水中

の化学物質濃度（無機窒素、無機リン、重金属）と、林

床土壌の微生物活性（無機窒素消費活性および窒素固定

活性）を測定した。メコンデルタの主要なマングロー

図 78　ベトナムカンザー地区の NDVI 画像。

図 77 ベトナム沿岸域での塩分と懸濁物質中央粒径の
関係。

 マングローブ林域で懸濁物質の凝集沈殿が起
こっている。

図 75 ベトナムマングローブ域（Can Gio ユネスコ生物
保護区）での調査地衛星写真。

 1978 年～現在まで植林（30,000ha 以上）が実施
された。2000 年 1 月の測定点と幹線道路。

図 76 ベトナム沿岸域（Can Gio）での懸濁物質の中央
粒径と堆積濃度の関係。
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ブ域（Ho Chi Minh 市 Can Gio 地区、Soc Trang 省、Ca 

Mau 省）において、6 つの景観カテゴリー（都市域 5 地点、

河川 6 地点、人工水路 5 地点、集約式エビ池 6 地点、粗

放式エビ池 4 地点、マングローブ林 5 地点）に分類され

る計 31 地点の調査地点を設けて、上記に挙げた水質項

目を測定したところ、景観カテゴリー毎に水質が類型化

出来ることが明らかとなった（図 79）。都市域を流れる

河川や水路では、無機窒素及び無機リン濃度が高濃度に

達していた。Ho Chi Minh 市から Can Gio 保護林へ流れ

る Saigon 川では、都市域からの高濃度排水は、河川を

海域方向へ移動するにつれて絶対濃度が急速に減少する

と共に硝化が進み、大部分がアンモニア態であった無機

窒素は、9km 下流地点では硝酸態へと変化していた（図

80）。下流 19km 地点に位置するマングローブ林内の土

壌間隙水中無機窒素及び無機リン濃度は非常に低く、他

地域のマングローブ生態系の報告値と同程度であった。

エビ養殖池では、養殖様式によって水質パターンが異

なっていることが明らかとなった（図 79）。集約式のエ

ビ養殖池は、まとまった面積のマングローブ林を皆伐し、

養殖池を設置して高密度養殖を行う。効率的にエビを養

殖できる一方で、病気などのリスクが高いため、徹底し

た水質管理（pH、DO）のもと、エビ用餌や抗生物質の

投与が行われる。粗放式のエビ養殖は、マングローブ林

を残したまま、林内に人工水路を掘り、そこに自然に発

生生息するエビを定期的に収獲する。基本的には潮汐変

動に合わせた水門の管理を行うのみで、水質管理や餌の

投与は行わない。2009 年時点のメコンデルタにおいて

は、Can Gio 地区と Soc Trang 省では集約式が主に行わ

れており、Ca Mau 省では粗放式が主に行われていた。

集約式のエビ池では無機リン濃度が高くなる傾向がある

図 79 メコンデルタのマングローブ域における水質パ
ターン。

図 80 ホーチミン市サイゴン川の無機態窒素と無機態
リン濃度。
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のに対し、粗放式のエビ池では無機窒素濃度が高くなる

傾向があった（図 79）。粗放式エビ池の無機窒素濃度（大

部分がアンモニア態）は非常に高く、都市域と同程度に

まで達していた。さらに、粗放式エビ池水路に細分され

たマングローブ林内の土壌間隙水においても、無機窒素

濃度が高い傾向にあることが明らかになった。各種重金

属においては、都市域や河川で鉛が高濃度になる傾向が

あった。エビ養殖池では、様式（集約、粗放）によらず、

砒素とカドミウムが高濃度になる傾向があることが明ら

かになった。

メコンデルタのマングローブ林における土壌微生物

活性（無機窒素消費活性および窒素固定活性）は、本サ

ブテーマで調査を行った 5 つの森林では林齢や構成樹種

による傾向は見出されなかった。無機窒素消費活性は林

床土壌で 16.2 ～ 24.2 µgNgdw-1d－ 1、マングローブ植物

の根圏で 126.7 ～ 286.7µgNgdw－ 1d－ 1、窒素固定活性は

林床土壌で 0.1 ～ 0.6µgNgdw－ 1d－ 1、マングローブ植物

の根圏で 77.4 ～ 853.7µgNgdw － 1d－ 1 であった。各調査

地点における窒素消費と固定の収支は、林床土壌では窒

素固定による窒素インプットを上回る量の無機窒素が消

費されているが、植物の根圏では窒素固定量が消費量を

上回っていた。以上の事から、2009 年時点に調査を行っ

たメコンデルタのマングローブ林では、植物への十分な

窒素供給が確保されていることが明らかとなった。今回、

高濃度のアンモニウム態窒素をマングローブ林土壌に添

加すると、窒素固定活性が約 50 ％に減少したことから、

都市や粗放式エビ池などの高濃度アンモニア排水源の近

傍にあるマングローブ林では、森林を構成する窒素源が

人工由来のものへと移行していく可能性がある事が明ら

かとなった。森林の無機窒素消費活性を上回る量のアン

モニア態窒素が森林へ負荷された場合、植物への生育阻

害や海域への過剰な窒素負荷が懸念されるため、森林の

窒素バランスを注視していく必要がある。さらに、集約

式エビ池の排水にもマングローブ林土壌の窒素固定活性

を低下させる効果がある事が明らかとなった。集約式エ

ビ池の排水からは比較的高濃度の砒素とカドミウムの他

に、エビ養殖の安定化と効率化を図るために投入されて

いると推察される抗生物質が検出されたため、これらが

近傍のマングローブ生態系の微生物活性に及ぼす影響に

ついても注視していく必要がある。

3．まとめ

これまで 5 年間の主要な成果は、国際河川流域におけ

る環境アセスメント手法の開発であった。

その詳細と達成度は次の通りである。

1） データベースの構築を行い、自然環境、人文社会

に関する空間データを整備し、地域の類型化を行っ

た。

2） 水質・魚類モニタリング体制の確立を行い、アジア

国際河川生態系長期モニタリング体制の構築、現地

での調査活動、魚類相調査、定期的水質調査体制の

確立、魚類や土砂流出に対する影響評価手法の開発

を行った。

3） 流域の環境問題を抽出し、メコン河流域住民との環

境影響評価に関するヒアリングを実施した。観測技

術の研修やワークショップを実施し、環境技術の地

域への還元を行った。
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本研究報告は、下記の 3 つの中核研究プロジェクト、

（1）アジアの大気環境評価手法の開発、

（2）東アジアの水・物質循環評価システムの開発、

（3）流域生態系における環境影響評価手法の開発、

によって進められた平成 18 ～ 22 年度の成果をまとめた

ものである。研究成果、社会、行政、科学技術への貢献、

今後の発展性に関して、以下にまとめた。

（1）研究成果

広域・越境大気汚染を研究対象にしている中核研究

プロジェクト 1 では、アジアにおける大気環境の実態把

握と将来予測等に関する科学的知見が得られ、データ

ベースや数値モデル・排出インベントリ、大気汚染や黄

砂の発生源の逆推計等の研究手法の開発を大きく進める

ことができた。陸域、沿岸域、都市域の水環境を扱う中

核研究プロジェクト 2 においては、統合観測ネットワー

クの構築、水・物質循環モデルを用いた変動やトレンド

の解析、東シナ海の長江希釈水域における赤潮由来植物

プランクトンの維持機構の解明、都市を中心としたイン

ベントリ・技術システムの構築等の成果をあげた。メコ

ン河流域を主な対象としている中核研究プロジェクト 3

では、メコン河流域データベース、魚の耳石を利用する

回遊評価手法の確立、マングローブ生態系機能の解明等、

新たな成果が得られた。

（2）社会、行政、科学技術への貢献

アジアの大気環境、水環境及び生態系についての実態

把握・解析、環境政策の解析等の科学的知見の集積、デー

タベースや数値モデル等の研究ツール、環境管理ツール

の開発、技術・政策シナリオの構築等、本研究プログラ

ムの目的は基本的に達成され、これらの成果の一部が既

に環境行政等に生かされている。また、研究手法開発の

進展、主要国際誌における多くの論文発表、学会の学術

賞、論文賞の受賞等を通じて、科学技術に貢献した。更

に、国際的な報告書執筆、国際共同研究やネットワーク

への参加が大きく進んだ。このように、研究成果が社会・

行政、科学技術に大きく貢献した。

（3）今後の発展性

今後もアジア地域における環境負荷が増大すると予

測される中で、各国政府、国民の環境指向が強まってお

り、第 2 期中期計画の成果を基に今後の発展が期待され

る。なお、第 3 期中期計画では、アジア地域等における

国際環境研究の連携については研究所全体で進めること

となった。

（4）謝辞

本プログラムの推進にあたって、特別客員研究員、客

員研究員、共同研究員の方々に多大な協力を頂いた。ま

た、多くの成果は、国内外の大学、公的研究機関等との

共同研究によって得られたものである。研究の過程で

は、国内外の公的機関、自治体、非政府機関、民間企業

の方々に大変お世話になった。本研究所の管理部門や支

援スタッフの方々無しには、本プログラムの遂行は不可

能であった。ここに、皆様に感謝の意を表したい。

Ⅴ．まとめ
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Ⅰ　研究の組織と研究課題の構成

１　研究の組織

　［A　研究担当者］

　　　アジア自然共生研究グループ

 グループ長  中根英昭

 副グループ長  村上正吾

 アジア広域大気研究室 畠山史郎＊）

   高見昭憲

   佐藤　圭

   清水　厚

   Xiaoxiu Lun ＊）

   Hong Li ＊）

   本多将俊＊）

   伊禮　聡

 広域大気モデリング研究室 大原利眞

   谷本浩志

   菅田誠治＊）

   永島達也

   森野　悠

   黒川純一

   西澤匡人

   長谷川就一＊）

   早崎将光＊）

   片山　学＊）

   Hezhong Tian ＊）

 アジア水環境研究室 王　勤学

   水落元之

   越川　海

   岡寺智大

   東　博紀

   樋渡武彦

   劉　　晨

   大場　真

   呉　通華

 環境技術評価システム研究室 藤田　壮

   徐　開欽

   中山忠暢

   橋本　禅

   藤井　実

   平野勇二郎



─ 74 ─ ─ 75 ─

   Yong Geng 

   濱野裕之

   杵島修三

   神村一幸

   Nguyen Cao Don

   孫　　頴

   田上浩孝

 流域生態系研究室 野原精一

   福島路生

   亀山　哲

   井上智美

   島崎彦人

 主席研究員室 清水英幸

   小林祥子

   矢ヶ崎泰海＊）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 笹川裕史

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　  陳　利軍＊）

   邱　国玉＊）

   許　振柱＊）

   鄒　春静＊）

 大気圏環境研究領域 　　　　　　　　　　　　　 杉本伸夫

   松井一郎

   日暮明子

   西澤智明

   村野健太郎＊）

   猪俣　敏

 環境研究基盤技術ラボラトリー 西川雅高

 地球環境研究センター 甲斐沼美紀子

   白井知子

   小熊宏之

 化学環境研究領域 横内陽子

 水土壌圏環境研究領域 木幡邦男

   珠坪一晃

   今井章雄

   牧　秀明

   林　誠二

 社会環境システム研究領域 一ノ瀬俊明

　　 生物圏環境研究領域 広木幹也

   矢部　徹

 佐治　光

　注：*）は、過去（平成 22 年 3 月以前）に所属していた研究者を示す。
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　［B　特別客員研究員］

 若松伸司 （愛媛大学） 平成 18 ～ 22 年度

 渡辺正孝 （慶応義塾大学） 平成 18 ～ 22 年度

　［C　客員研究員］

 坂東　博 （大阪府立大学） 平成 18 ～ 22 年度

 近藤　豊 （東京大学） 平成 18 ～ 22 年度

 酒巻史郎 （名城大学） 平成 18 ～ 22 年度

 畠山史郎 （東京農工大学） 平成 19 ～ 22 年度

 植田洋匡 （（財）日本環境衛生センター酸性雨研究センター） 平成 19 ～ 22 年度

 神成陽容 （（元）（財）計量計画研究所） 平成 18 ～ 22 年度

 山川和彦 （（株）島津テクノリサーチ） 平成 18 ～ 22 年度

 日置　正 （京都府保健環境研究所） 平成 18 ～ 22 年度

 飯島明宏　　　 （群馬県衛生環境研究所） 平成 19 ～ 22 年度

 斎藤正彦　　　 （東電環境エンジニアリング（株）） 平成 18 ～ 22 年度

 長谷川就一 （埼玉県国際環境研究センター） 平成 21 ～ 22 年度

 鵜野伊津志 （九州大学） 平成 18 ～ 22 年度

 竹村俊彦 （九州大学） 平成 19 ～ 22 年度

 須藤健悟 （名古屋大学） 平成 19 ～ 22 年度

 辻本哲郎 （名古屋大学） 平成 18 ～ 22 年度

 戸田祐嗣 （名古屋大学） 平成 18 ～ 22 年度

 清水義彦 （群馬大学） 平成 18 ～ 22 年度

 元木　靖 （立正大学） 平成 18 ～ 22 年度

 唐　常源 （千葉大学） 平成 18 ～ 22 年度

 佐竹研一 （立正大学） 平成 18 年度

 松本　悟 （メコン・ウォッチ、一橋大学） 平成 18 年度

 千賀有希子 （立正大学） 平成 18 ～ 19 年度

 橋爪雅彦 （（有）川平ファーム） 平成 18 ～ 19 年度

 下田路子 （富士常葉大学） 平成 19 年度

 鷲見栄一 （産業技術総合研究所） 平成 19 年度

 稲永　忍 （国際農林水産業研究センター） 平成 18 年度

 安　　萍 （鳥取大学乾燥地研究センター） 平成 18 年度

 戸塚　績 （日本環境衛生センター酸性雨研究センター） 平成 18 ～ 22 年度

 岩月善之助 （服部植物研究所岡崎分室） 平成 18 ～ 22 年度

 樋口正信 （国立科学博物館） 平成 18 ～ 22 年度

 宮脇博巳 （佐賀大学） 平成 18 ～ 22 年度

 山口富美夫 （広島大学大学院） 平成 18 ～ 22 年度

 須田隆一 （福岡県保健環境研究所） 平成 18 ～ 22 年度

 藤川和浩 （福岡県保健環境研究所） 平成 21 年度

 相原敬次 （神奈川県環境科学センター / 自然環境保全センター） 平成 18 ～ 22 年度

 武田麻由子 （神奈川県環境科学センター） 平成 20 ～ 22 年度

 小松宏昭 （神奈川県環境科学センター） 平成 21 ～ 22 年度
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 山根正伸 （神奈川県自然環境保全センター） 平成 21 ～ 22 年度

 小川和雄 （埼玉県環境科学国際センター） 平成 20 年度

 西本　孝 （岡山県自然保護センター） 平成 20 ～ 22 年度

 太田良和弘 （静岡県環境衛生科学研究所） 平成 20 ～ 21 年度

 中西隆之 （静岡県環境衛生科学研究所） 平成 20 ～ 21 年度

 田中信行 （（独）森林総合研究所） 平成 21 ～ 22 年度

 野口　泉 （（独）北海道立総合研究機構環境科学研究センター） 平成 21 ～ 22 年度

 山口高志 （（独）北海道立総合研究機構環境科学研究センター） 平成 21 ～ 22 年度

 和田　覚 （秋田県農林水産技術センター森林技術センター） 平成 21 ～ 22 年度

 山本哲也 （広島県立総合技術研究所保健環境センター） 平成 21 ～ 22 年度

［D　共同研究員］

 梶野瑞王 （東京大学） 平成 19 ～ 22 年度

［E　海外共同研究者］

 雷阿林、叶闽	 （中国長江水利委員会　長江水資源保護研究所） 平成 18 ～ 22 年度

 劉紀遠、宋献方 （中国科学院　地理科学与資源研究所） 平成 18 ～ 22 年度

 王　克林 （中国科学院　亜熱帯農業研究所） 平成 18 ～ 22 年度

 朱　慶華 （中国大連理工大学） 平成 18 ～ 19 年度

 王　先甲 （中国武漢大学水利水電学院） 平成 18 ～ 19 年度

 Tuantong Jutagete, Chaiwut Grudpan

  （タイ Ubon Ratchathani University） 平成 18 ～ 19 年度

 Vu Ngoc Ut （ベトナム　Can Tho University） 平成 18 ～ 19 年度

 Vo-Tong Xuan （ベトナム　An Giang University） 平成 18 ～ 19 年度

 浅野哲美 （ベトナム　マングローブ植林行動計画） 平成 18 ～ 19 年度

 鄭　有斌 （カナダ　ゲルフ大学） 平成 18 ～ 22 年度

 鄭　元潤 （中国科学院　植物研究所） 平成 18 ～ 22 年度

 田　均良 （中国科学院・水利部　水土保持研究所） 平成 18 ～ 22 年度

 于　云江 （中国環境科学研究院） 平成 18 ～ 22 年度

 史　培軍 （北京師範大学） 平成 18 ～ 22 年度

 高　　永 （内蒙古農業大学） 平成 18 ～ 22 年度

 Herwint Simbolon, Florentin Indah Windadri, Ida Haerida, Ruliyana Susanti, Alham Laode

  （インドネシア科学研究院　生物学研究センター） 平成 18 ～ 22 年度

2 　研究課題と担当者

中核研究プロジェクト 1：アジアの大気環境評価手法の開発

　（1 ）アジアの広域越境大気汚染の実態解明

畠山史郎・高見昭憲・佐藤　圭・清水　厚・坂東　博 **・坂巻史郎 **・植田洋匡 **・梶野瑞王

　（ 2 ）アジアの大気環境評価と将来予測

大原利眞・菅田誠治・谷本浩志・永島達也・森野　悠・長谷川就一・西澤匡人・黒川純一・早崎将光・

Hezhong Tian・稲吉繁一・片山　学・若松伸司 *・神成陽容 **・山川和彦 **・日置　正 **・飯島明宏 **・ 

斉藤正彦 **・竹村俊彦 **・須藤健悟 **
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　（ 3 ）黄砂の実態解明と予測手法の開発

杉本伸夫・西川雅高・西澤智明・鵜野伊津志 **

中核研究プロジェクト 2：東アジアの水・物質循環評価評価システムの開発

（ 1 ）流域圏における水・物質循環観測・評価システムの構築

　王　勤学・水落元之・岡寺智大・大場　真・劉　　晨・呉　通華・珠坪一晃・林　誠二・渡辺正孝 *

（ 2 ）長江起源水が東シナ海の海洋環境・生態系に及ぼす影響の解明

　水落元之・越川　海・東　博紀・樋渡武彦・村上正吾・木幡邦男・今井章雄・牧　秀明

　辻本哲郎 **・戸田祐嗣 **・清水義彦 **・元木　靖 **・唐　常源 **

（ 3 ）拠点都市における技術・政策インベントリとその評価システムの構築

　藤田　壮・徐　開欽・中山忠暢・橋本　禅・Yong Geng・濱野裕之

中核研究プロジェクト 3：流域生態系における環境影響評価手法の開発

（ 1 ）流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの構築

　野原精一・福島路生・亀山　哲・井上智美・島崎彦人・小熊宏之・下田路子 **

（ 2 ）人間活動による生物多様性・生態系影響評価モデルの開発

　野原精一・福島路生・亀山　哲・井上智美・島崎彦人・広木幹也・矢部　徹・佐竹研一 **・千賀有希子 **・

　鷲見栄一 **

（ 3 ）持続可能な流域生態系管理を実現する手法の開発

　野原精一・福島路生・亀山　哲・井上智美・島崎彦人・一ノ瀬俊明・今井章雄・松本　悟 **・橋爪雅彦 **

その他の活動（清水主席研究員室担当）

（ 1 ）北東アジアにおける砂漠化アセスメント及び早期警戒体制（EWS）構築のためのパイロットスタディ

（ 2 ）北東アジアの草原域における砂漠化防止と生態系サービスの回復に関する研究

（ 3 ）中国北部草原の劣化生態系に生育する主要植物種に及ぼす気候変動の影響

（ 4 ）半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水利用に関する研究

（ 5 ）森林 - 土壌相互作用系の回復と熱帯林生態系の再生に関する研究

（ 6 ）地球温暖化に対する庭園鮮苔地衣植生の応答解析と熱画像情報によるモニタリング

（ 7 ）ブナ林衰退地域における総合植生モニタリング手法の開発

（ 8 ）ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシステムの構築

（ 9 ）ブナ林域の総合モニタリング手法の開発と衰退リスク評価に関する研究

（10）神奈川県丹沢地域の冷温帯自然林植生モニタリング手法の開発

（11）長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンおよび酸性霧による森林影響

（12）水稲葉枯症の発症要因の究明と軽減対策技術の開発

（13）遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス診断と水稲葉枯症の原因究明

清水英幸・小林祥子・矢ヶ崎泰海・笹川裕史・村野健太郎・佐治　光・陳　利軍・邱　国玉・許　振柱・

鄒　春静・稲永　忍 **・安　　萍 **・戸塚　績 **・岩月善之助 **・樋口正信 **・宮脇博巳 **・山口富美夫 **・

須田隆一 **・藤川和浩 **・相原敬次 **・武田麻由子 **・小松宏昭 **・山根正伸 **・小川和雄 **・西本　孝 **・

太田良和弘 **・中西隆之 **・田中信行 **・野口　泉 **・山口高志 **・和田　覚 **・山本哲也 **

（注：* 特別客員研究員・** 客員研究員・*** 共同研究員）
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